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サステナビリティ貢献宣言

YOKOGAWA は、未来世代のより豊かな人間社会のため
に、2050年に向けて、Net-zero emissions、Well-being、
Circular economyの実現を目指します。
目標実現に向け、変化に柔軟に対応できる適応力・回復力を
強化し、循環型社会に適した価値を創造し、
ステークホルダーとのCo-innovation を
推進することにより、自らを変革します。

企業理念

YOKOGAWAは
計測と制御と情報により
持続可能な社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は
良き市民であり
勇気をもった開拓者であれ

測る力とつなぐ力で、
地球の未来に責任を果たす。

YOKOGAWAがもつ測る力とつなぐ力を社会課題の解決に生かしたい、という意思を込めてYokogawa’s Purposeを定めました。 

気候変動、プラスチックや廃棄物、COVID-19など、今世界で顕在化している深刻な課題は、

単独の組織やシステムで解決できるものではありません。 

状況を測り、さまざまな情報を共有し、組織やシステムを有機的につなぎながら解決への道を探っていく必要があります。 

私たちの活動の大前提として、すべての人の人権を尊重し、差別のない世界をつくっていくことも重要です。 

YOKOGAWAは世界中のステークホルダーとともに変革を続け、より豊かで持続可能な社会の実現に挑戦します。 

（Yokogawa’s Purpose 2021年制定）

（2017年制定）
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YOKOGAWAの事業概要
YOKOGAWAは、測る力とつなぐ力を通じて社会課題の解決に貢献しています。
主力事業である制御事業は、「エネルギー＆サステナビリティ」、「マテリアル」および「ライフ」の3つの業種別セグメントに区分し、各業種のお客様課題や社会の課題解決に役立つ製品とソリュー

ションサービスを提供しています。

エネルギー＆ サステナビリティ マテリアル ライフ

探索領域 防災、宇宙、海洋

測定器事業、新事業他

エネルギーの有効活用とサステナブル社会
の実現に貢献し、地球環境を守る事業です。
YOKOGAWAは、オイル＆ガス、石油化学、再生
可能エネルギー、電力、エネルギー・マネジメン
ト・システム（EMS）およびエネルギースト
レージなどの分野において、現場の知見とお
客様との信頼関係を生かし、多様化するエネ
ルギーの生産、供給、利用、廃棄、リサイクルの
バリューチェーン全体にわたって安全かつ最
適な運用を支えます。

便利で快適な物質社会と循環型社会の双
方の実現に貢献する事業です。YOKOGAWA
は、高機能化学、バイオマスマテリアル、紙
パルプ、繊維、鉄鋼、非鉄、マイニング、モビ
リティおよび電機・電子分野のお客様に、生
産性向上、環境負荷の低減、エネルギーの効
率利用を実現するソリューションを提供して
いきます。

人々の命を支え、健康と安全を守る事業
です。YOKOGAWAは、医薬品、医療に加え、
誰もが安心して口にできる安全な水と食料
の供給に貢献します。長年培ってきたセンシ
ングや制御の技術で新製品の創出や生産プ
ロセスの革新を支え、医薬品、食品分野のバ
リューチェーン全体の生産性向上を目指し
ます。水分野では、遺伝子解析や科学機器で
培った計測技術を用い、新しい価値を創出し
ていきます。

測定器事業は、お客様の技術革新を支える
事業です。高精度な測定技術を生かし、3つの
産業分野（脱炭素、通信、Well-being）のお客様
にソフトウエアやサービスを含めたトータル
ソリューションを提供します。また、新事業他
は、バイオ関連ビジネス等の新事業を展開し
ています。

�オイル＆ガス�
�石油化学�
�再生可能エネルギー�
�電力�
�EMS�
�エネルギーストレージ�

高機能化学�
バイオマスマテリアル�
紙パルプ�
繊維�
鉄鋼�
非鉄�
マイニング�
モビリティ�
電機・電子��

��医薬品�
��医療�
��食品�
��水

測定器
��エネルギー�
��情報通信�
��医療

新事業他
��横河バイオフロンティア㈱
��アムニモ㈱　　　　　　等
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YOKOGAWAのテクノロジー
YOKOGAWAは、確かな技術に基づき、お客様の課題を解決し、社会・環境へ貢献しています。

■ グローバルテクノロジー企業としてのYOKOGAWA
YOKOGAWAは、1915年の創⽴以来、計測、制御、情報の技術を軸に、最先端の製品やソリューション

を産業界に提供するグローバルテクノロジー企業として、豊かな人間社会の実現に貢献し続けてき
ました。YOKOGAWAの主力事業である制御事業においては、石油、ガス、化学、電力、鉄鋼、紙パルプ、
医薬品、食品などのさまざまな業種にわたって製品やソリューションを提供しており、⽇本国内だけ
でなく海外の資源国や新興国でも、YOKOGAWA製品の確かな技術と品質が認められています。

■ 本格的なDX時代に向けた技術開発
VUCA時代と呼ばれる予測不可能で不確実性が高いグローバル社会において、デジタルトランス

フォーメーション（DX）による生産性・効率性・安全性の向上、再生可能エネルギーの発電・貯蔵・活
用、医薬品製造プロセスの最適化などの要求が急速に高まっています。こういった変化を受けて、製
造業に向けたサービスビジネスにおいてもより柔軟性の高い機能とソリューションが求められてい
ます。�YOKOGAWAは、そうした社会やお客様ニーズの変化を的確に捉え⾃ら変革し続けることで、
お客様と協力しながら課題解決に向けたソリューションを提供し、価値を創造し続けてきました。
従来、情報系の技術（IT：�Information�Technology）と工場現場の技術（OT：�Operational�Technology）

は別の領域として扱われ、情報の連携は十分ではありませんでした。近年は、AIに代表されるさまざま
なデジタル技術が実用化段階に至り、さらにIIoTとリモート接続技術が浸透したことに伴い、ITとOTを
融合する「IT/OTコンバージェンス」の重要性がより高まっています。IT/OTコンバージェンスの加速に
よって、企業やサプライチェーン全体を網羅した本格的なDXが着実に進展しています。

■ System of Systems(SoS)※1の世界をリードするインテグレーターへの挑戦
これまでYOKOGAWAはシステムインテグレーションやエンジニアリングの技術を幅広く蓄積して

きました。加速していくスマート社会において、それらの技術を基盤とし、さらに強みであるIT/OTコン
バージェンスの知見と技術力を梃にして、YOKOGAWAは、製造業の⾃動化から⾃律化を目指すIA2IA※2や
DXによる革新的な生産性向上を目指すSmart�Manufacturingといったアプローチにより価値を提供
していきます。さらに、社会全体がSoSとなる世界をリードしていくインテグレーターとなることで、
YOKOGAWAは持続可能な社会に貢献していきます。

測る力とつなぐ力で、持続可能な社会の実現を加速する

IT/OTコンバージェンス

ITベンダーと
 伍して戦う 

技術力 

差別化要素であり
 コアコンピタンスである 

ドメインナレッジの 洗練と共有 

お客様の 課題
発掘に向けた

 より広い視点と 深い理解

YOKOGAWAの強み 

YOKOGAWAのアプローチ 

10年後におけるお客様への提供価値 

IA2IA Smart  
Manufacturing 

System of Systems 
における価値創出 Symbiotic  

autonomy
Autonomous  
operations

Semi- 
automated 

Automated

Semi- 
autonomous

Autonomous 
orchestration

Plant Enterprise Supply-chain Society

System of  
Systems 

Smart Manufacturing 

IA2IA 

つながり・全体最適の対象を広げる

※1�System�of�Systems
あらゆるものが複雑につながり、構成要素のそれぞれがシステムとして扱われ、運用の独⽴性とマネジメントの独⽴性を保ちながら連携し、単独では
実現できない目的をシステム全体として、創発的に実現するもの。

※2�IA2IA�(Industrial�Automation�to�Industrial�Autonomy)
ロボティックスやブロックチェーンなどのDXトレンドを取り込み、Industrial�Automation（⾃動）からIndustrial�Autonomy（⾃律）へと進化させる活動。

Autonom
y

の
適
用
レ
ベ
ル
を
高
め
る
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オフィス／サービス 
本社・地域統括

生産

グローバルに事業を展開

地域別売上高構成比 グローバルネットワーク地域別人員構成比

■ 日本　■ 東南アジア・極東　■ 中国　■ インド　■ 欧州全域　■ 北米
■ 中東・アフリカ　■ 中南米

30.5%

2.8%

11.1%

8.5%

11.9%

15.6%
15.7%

3.9%

6.0%

36.7%

17.9%10.6%

13.2%

9.8%

3.6%

2.2%

3,899億円 17,258名

社外からの評価

YOKOGAWAは、世界80か国以上でビジネスを展開しています。各国の拠点で積極的に現地の人財を採用し、お客様や地域社会と長期にわたって信頼関係を築いてきました。
また、企業理念に基づき、良き市民として持続可能な社会の実現を目指して事業を行っています。 

YOKOGAWAのESG（環境、社会、
ガバナンス）経営は、社外から
高い評価を得ています。

クリーンエネルギーの未来への道をリードする世界の上場企業200社を選定した2022年度版「Carbon Clean 200」リストに初めて選定

2021年度 2021年度末時点

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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エンゲージメントの推進
YOKOGAWAは、多様なステークホルダーに対し、それぞれテーマに沿ってエンゲージメントを進めています。また、外部団体とのCo-innovationを通じて社会課題解決に取り組んでいます。

ステークホルダーとのエンゲージメント

お客様 株主・投資家 従業員 取引先 地域・社会
目的・テーマ

�お客様が向き合う社会課題の解決
�サポート体制の確⽴

��適時適正な情報開示
��積極的かつ継続的な対話
��経営へのフィードバック

��従業員のエンゲージメント
��人財育成と能力開発
��働きやすい環境の整備
��労働者の権利の尊重

��公平で公正な取引関係
��サプライチェーンのサステナビリティ
推進

��国際社会の持続的発展への貢献
��地球環境保全
��良き市民として地域コミュニティへの
貢献

主な取り組み

��課題発掘から解決に導く�
コンサルティング
��最先端技術やDXを活用した�
製品・サービスの開発と提供
�グローバルなサービス体制の構築

��決算説明会（年4回）や株主総会（年1回）
��事業戦略説明などのIRイベント
��投資家やアナリストとの�
個別ミーティング

��エンゲージメントサーベイによる�
状況の把握と対応
��Yokogawa�University（企業内大学）�
による学習の促進
��労働安全衛生委員会の設置
��労使間での協議

���SAQ(Self-Assessment�Questionnaire)�
によるサステナブル調達の実施
��環境負荷の少ないグリーン調達の推進

��新興国や途上国の発展に向けた国家間
プロジェクトへの参画
��温室効果ガス削減や水資源の保全
��NGOやNPOとの協働
��地域でのボランティア活動

関連情報

グローバルに事業を展開(P.05)
貢献と成長のストーリー(P.15)

当社ウェブサイトの「株主・投資家情報」
https://www.yokogawa.co.jp/about/ir/

社員エンゲージメントの向上(P.35)
人財開発(P.37)
安全で働きやすい職場環境(P.38)

サプライチェーンマネジメント(P.63) 貢献と成長のストーリー(P.15)
コミュニティ・エンゲージメント(P.45)
事業所での環境の取り組み（P.50）

外部団体との活動

2009年、
「グローバル・コンパクト」
（国際連合）に参加

2017年、
WBCSD※に加盟  

2019年、
TCFD※提言への支持を表明

※  持続可能な発展のた
めの世界経済人会議

※ 気候関連財務情報開示タスクフォース 

4 分野（人権、労働、環境、腐敗防止）10原則への取り
組みを本レポートでご紹介しています。

持続可能な発展に向けたプロジェクトに参画しています。 TCFD提言に沿った情報開示を行っています。
詳細は気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）のページをご覧ください。

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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地球の未来、そして未来の人々に対する責任を果たすため、YOKOGAWAは3つのゴールを目指して進んでいきます。

私たちが目指すもの

社長メッセージ08

サステナビリティ目標「Three goals」と
6つの貢献分野

10 

マテリアリティ分析に基づく貢献分野の設定11

サステナビリティの指標12

社会インパクト指標13

事業活動指標14

Our Goals
CONTENTS

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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社会への貢献を拡大し
成長するための道筋を示していきます

2021年5月に、長期経営構想の見直しと中期経営計画「Accelerate�Growth�2023」（以下、AG2023）を発
表してから1年以上が経過しましたが、サステナビリティを巡る動向は目まぐるしく変化しています。
2021年10月から11月にかけて英国グラスゴーで開催されたCOP26では、産業革命前からの気温上

昇幅を1.5℃に抑えること（1.5℃目標）が世界の公式な目標として合意されました。この1.5℃目標は、
気候変動に伴う豪雨や強風、干ばつ等による被害が近年世界中で顕著になっていることを踏まえ、
2015年パリ協定の2℃目標からさらに踏み込んだ目標となっており、気候変動への対応の加速が求め
られています。また、近年の国際情勢やCOVID-19の影響を受けて、エネルギーや資源の調達難、経済格
差の拡大、人権侵害などの社会課題がさらに深刻化しています。
このような動きを受けて、お客様や投資家の行動は大きく変化しています。例えば、お客様は、サプ

ライチェーン全体での温室効果ガスの排出削減を目指しており、YOKOGAWAに対しても排出削減に
向けた取り組みを加速することを求められています。人権についても同様で、サプライチェーンに存
在する問題への関心が高まっています。加えて、資本市場では、サステナビリティに関する企業の情報
開示を義務化し、拡充させていく動きが活発になっており、世界各国で事業を展開する我々は、適切
な対応を迫られています。
こういった状況のもとで、YOKOGAWAに対する期待はますます高まっていると考えています。当社

は、「測る力とつなぐ力で、地球の未来に責任を果たす。」というYokogawa’s�Purposeを制定しており、
人と地球が共生する未来に向けて責任を果たしていくことを存在意義としています。また、主力事業
である制御事業の実行体制は、Net-zero�emissionsに直結するエネルギー＆サステナビリティ事業、
Well-beingに直結するライフ事業、Circular�economyに直結するマテリアル事業の3つのサブセグ
メント体制としており、幅広い業種でビジネスを行いながら、それらが2050年に向けて目指す社会の
姿である「Three�goals」へ明確につながっています。YOKOGAWAはこれまでお客様のプラントの⾃
動化の事業で培った知見を活かし、さらに、AI、クラウド、ロボティクス、シミュレーター、ブロック
チェーンなどさまざまなデジタルテクノロジーも加えて社会の課題を解決していきます。

代表取締役社長

サステナビリティの実現に向け、高まるお客様や市場の期待

社長メッセージ

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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社会・環境への貢献と成長を両⽴していくためには、Environment、Social、Governance�(ESG)の
視点から経営を改善させていくことが重要であり、AG2023ではESG経営を掲げてさまざまな施策に
取り組んでいます。その一つが、サステナビリティ委員会の設置です。
前述したとおり、初回のサステナビリティ委員会ではマテリアリティ分析や「貢献と成長のストー

リー」をメインテーマに据えました。同委員会では、私が委員長となり、全執行役員が参加して、活発な
議論を行いました。上記以外にも、インターナルカーボンプライシング、人的資本経営、非財務情報開
示などのテーマにも議論が及びました。この枠組みによってサステナビリティ戦略と事業戦略を一体
化し、事業活動の文脈の中でサステナビリティを議論していきたいと考えています。また、関係する役
員が参加してESG課題を議論する場を持つことで、組織をまたぐことの多い人権やサプライチェーン
などのリスクにも適切に対応していきます。
主要課題の一つである人的資本経営に関しては、人財の質・量の見える化と適正配置といった課題

に対して、「グローバルHRトランスフォーメーションプロジェクト」を⽴ち上げており、人事制度・プロ
セス・HRデータベースの統合により、適正配置の基盤を作っていきます。また、温室効果ガス（GHG）排
出量の削減については、Scope1、2に加え、Scope3に対してもSBT※イニシアチブの要件を満たした削
減目標を設定し、取り組みを進めています。Scope1、2については、「エネルギー使用量の削減」と「ク
リーンエネルギーの採用」の両面から計画を⽴案し、今年度に導入したインターナルカーボンプライ
シングを活用しながら、順調に削減を進めています。

Yokogawa’s�Purposeの実現に向けた一番の原動力は、社員の価値観や行動だと考えています。
COVID-19に対応する過程で、YOKOGAWAではリモートでの会議やテレワークの仕組みが整い、時間
と場所に捕らわれない新しいワークスタイルが定着しています。こういったデジタルトランスフォー
メーションによる変革は大変重要ですが、同時に人と人のつながりの重要性が改めてクローズアッ
プされてきたと感じています。人のつながりを測るサステナビリティ指標として、社員のエンゲージ
メントスコアを設定していますが、今後も、社員間のコミュニケーションの活性化、社員への継続的な
教育投資、労働環境の改善などに注力していきます。社員もさまざまなボトムアップの取り組みを始
めていますので、私もそれを支援しています。
社員同士のつながりをベースに、お客様や投資家、取引先などさまざまなステークホルダーの方々

とのつながりを大切にしながら、さらに成長のスピードを上げていきます。

劇的に変化する環境の中で、YOKOGAWAは、サステナビリティ戦略を深化させてきました。2017年
には、サステナビリティ目標「Three�goals」を定め、2050年に向けて目指す社会の姿を示しました。ま
た、2021年に策定したAG2023では、Three�goalsの達成に向けた重点課題と6つの貢献分野を設定し、
2022年には、新たに設置したサステナビリティ委員会でマテリアリティ分析を行い重点課題と6つの
貢献分野をレビューしました。
YOKOGAWAは、社会・環境への貢献の拡大と企業としての成長を両⽴していくことを目指してお

り、その両面における重要性をマテリアリティと定義しています。マテリアリティ分析の対象は、事業
活動全体です。今回、設定した6つの貢献分野のそれぞれについて、どのような社会課題があり、そこ
にYOKOGAWAがどう取り組んでいくのか、その結果どのような価値が創出されるのかを、「貢献と成
長のストーリー」としてまとめました。例えば、貢献分野の1つである「カーボンニュートラルの達成」
では、再生可能エネルギーの発電から輸送や貯蔵、活用に至るまでのプロセスにおいて、さまざまな
貢献のケイパビリティを活用して⾃社の成長を加速させていくことを示しています。今年度策定した
ストーリーは、まだ一部ですが、さらに多くのストーリーを構築し、価値創出に向けた活動を加速させ
ていきます。

サステナビリティ戦略を深化させ、貢献の道筋を明確化 ESGの視点から経営の改善を加速

原動力となる社員の価値観や行動

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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Circular 
Economy

Net-zero 
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Well-being

Three
goals

6つの貢献分野 重点課題

カーボン
ニュートラルの達成

GHG排出の抑制と、安価で信頼できる持続可
能なエネルギーへの転換

企業や社会の
効率化

DXによる生産の効率化、⾃律化と資源・エネ
ルギーの効率的利用

ライフサイクル
最適と環境保全

プラント資産の長期最適運用と環境負荷低減
の両⽴

安全と健康の向上 ライフイノベーションの推進とプラント、地
域社会の安全向上

資源循環型
エコシステムの創造 バイオエコノミーや資源循環システムの確⽴

能力を発揮できる
環境の実現

一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる
環境の整備

※ Science Based Targets

Three�goalsと6つの貢献分野

社長メッセージ
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YOKOGAWAの6つの貢献分野

Three goals

for 2050年

for 2030年

サステナビリティ目標「Three goals」と6つの貢献分野
2015年に採択されたパリ協定や、持続可能な開発目標（SDGs）といった世界の動きを背景に、2050年に向けて目指す社会を、サステナビリティ目標「Three goals」として2017年に定めました。

また、Three goalsの達成と事業の成長のための重点課題を明確にするためマテリアリティ分析を行い、その結果に基づき６つの貢献分野を設定しました。

Three goals　2050年に向けて目指す社会の姿

2030年に向けて貢献と成長を加速させる
6つの貢献分野

安全で快適なワークプレース、生命科学、創薬など、幅広い分野で人々の健
康と豊かな暮らしを支援します。また、地域社会における人財育成や雇用
の創出、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンを推進します。

Well-being
すべての人の豊かな生活

さまざまな資源が無駄なく循環し、資産が有効に活用される社
会の枠組み、エコシステムの実現を目指すとともに、地球を循
環する水資源の効率的な利用や安全な飲み水の確保にも貢献
します。

Circular economy
資源循環と効率化

再生可能エネルギーの導入やエネルギー利用の効率化に貢献
することで、温室効果ガス(GHG: Greenhouse Gas)の排出と吸収
の均衡が保たれ、大気中のGHG濃度が上がらない状態、Net-zero 
emissionsを目指します。

GHG排出の抑制と、安価で信頼できる
持続可能なエネルギーへの転換

一人ひとりが尊重され平等であり
活躍できる環境の整備

DXによる生産の効率化、自律化と
資源・エネルギーの効率的利用

バイオエコノミーや
資源循環システムの確立

プラント資産の長期最適運用と
環境負荷低減の両立

ライフイノベーションの推進とプラント、
地域社会の安全向上

Net-zero emissions
気候変動への対応

カーボンニュートラルの達成

能力を発揮できる環境の実現

企業や社会の効率化

資源循環型エコシステムの創造

ライフサイクル最適と環境保全

安全と健康の向上

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories



11YOKOGAWAサステナビリティレポート2022

①事業機会とマネジメントに関する
　テーマが分析対象

③ ステークホルダーの視点で妥当性および
網羅性をレビュー

④ 貢献分野と重点
課題が適切であ
ることを確認

マテリアリティ分析に基づく貢献分野の設定
YOKOGAWAは、エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、ライフなどの事業分野において、お客様の課題を解決することで、社会・環境へ大きくプラスのインパクトを与えています。社会・環

境への貢献を拡大することは、YOKOGAWAの企業価値向上と密接に関連しています。YOKOGAWAでは、「社会・環境への影響」および「自社の価値創造や事業モデルへの影響」の両面における重要
性をマテリアリティと定義しました。2021年に策定したAG2023においては、各事業の関係者に対するサーベイに基づき、重要性が高くかつ自社が解決すべき課題（重点課題）と貢献のテーマ（貢献
分野）を選定しました。さらに、2022年7月には、サステナビリティ委員会でマテリアリティ分析を実施し、重点課題と貢献分野はAG2023策定時から変更が無いことを確認しました。

マテリアリティ分析のプロセス

①��分析の対象は、「事業機会に関するテーマ」と「マネジメン
トに関するテーマ」とし、企業価値創造（および毀損防止）
に向けた事業活動全般を網羅
・�事業機会に関するテーマ：
エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、ライフ、
測定器などの事業分野を通じて貢献と成長を加速さ
せるテーマ
����（例：再生可能エネルギー発電支援、高機能化学やバイ
オケミカル、ライフサイエンスなど）
・�マネジメントに関するテーマ：
社会からのESGの要請に基づき取り組む、事業を支え
る基盤となるテーマ
���（例：GHG削減、人権尊重、DE&Iなど）

②��「社会・環境への影響（縦軸）」および「⾃社の価値創造や
事業モデルへの影響（横軸）」の両面から個別テーマのマ
テリアリティ（重要性）を評価し、注力領域を選定

③��ステークホルダーの視点で注力領域の妥当性および網
羅性をレビュー

④��選定した注力領域に基づき、解決すべき課題（重点課題）
と貢献のテーマ（貢献分野）が適切であることを確認

貢献分野 重点課題

カーボン
ニュートラルの達成

GHG排出の抑制と、安価で信頼
できる持続可能なエネルギーへ
の転換

企業や社会の効率化
DXによる生産の効率化、⾃律化
と資源・エネルギーの効率的利用

ライフサイクル最適と
環境保全

プラント資産の長期最適運用と
環境負荷低減の両⽴

安全と健康の向上
ライフイノベーションの推進と
プラント、地域社会の安全向上

資源循環型
エコシステムの創造

バイオエコノミーや資源循環シ
ステムの確⽴

能力を発揮できる
環境の実現

一人ひとりが尊重され平等であ
り活躍できる環境の整備

縦
軸
：
社
会・環
境
へ
の
影
響

横軸：自社の価値創造や事業モデルへの影響

②注力領域を選定

中期的な収益規模予測と収益成長への寄与度
ESGの外部評価における

産業別の重要度と自社の成熟度

SDGs

へ
の
貢
献
度

グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ス
ク
の
重
要
度

High
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�サステナビリティ委員会P.56
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Y O K O G A W A の 貢 献 分
野

サステナビリティの指標
YOKOGAWAは、2050年に向けて目指す社会を、サステナビリティ目標「Three goals」として定めています。また、社会への貢献の度合いを測る長期的な指標(社会インパクト指標)と、AG2023に

おいて社会へ貢献する事業の成長を測る中期的な指標(事業活動指標)を定めています。
事業活動指標に沿って活動することで、社会インパクト指標の達成を目指します。事業活動指標は、マテリアリティ分析の過程で選定した注力領域に対して設定しており、それぞれ役員レベル

の実行責任者が、目標達成のための活動をグループ内の各組織のメンバーに落とし込んでいます。これらの指標のPDCAを通じて貢献と成長を加速させていきます。

●��社会へ貢献する事業の成長を測る
中期的な指標

●��SDGsへ貢献する事業（注力領域）
を拡大し、成長を加速

●��社会への貢献の度合いを測る長
期的な指標

●��Three�goalsやSDGsの達成に向
け、6つの分野において社会・環境
への貢献を拡大

サステナビリティ目標「Three goals」と
6つの貢献分野

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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事業活動指標 社会インパクト指標

6つの貢献分野の指標

for 2023 for 2030/2040

Three goals

for 2050

目指す社会の姿
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社会インパクト指標
6つの貢献分野に対して、社会的インパクトの観点で2030年度に向けた指標と目標を設定しており、順調に進捗しています。

6つの貢献分野 指　　標 2030年度（2040年度）目標 2021年度実績 進捗状況

カーボンニュートラルの達成

お客様事業のCO2排出抑制量�
10億t-CO2
（内、50%以上は再生可能エネルギー、新技術に
よる）

3.3億t-CO2
（内、再生可能エネルギー2.2億
t-CO2）

主に風力発電への貢献が大きく伸長しました。

温室効果ガス排出量（Scope1,2）
（基準年2019年度）

2030年�50%削減
2040年�100%削減

10.5%削減 再生可能エネルギー調達が拡大しました。

温室効果ガス排出量（Scope3※1）
（基準年2019年度）

30%削減 12.7%削減
COVID-19の影響に伴うハード製品の物量減により、排出量
が抑制されました。

企業や社会の効率化 お客様の生産性効率化で創出された
経済価値

2兆円 1,600億円 生産・エネルギー効率化事業を拡大しています。

ライフサイクル最適と環境保全 持続可能な操業に貢献している
工場の数

2万工場 5,322工場
ライフサイクルサポートにより、持続可能な操業に貢献して
います。

安全と健康の向上
安全や健康に貢献している人数 １億人 3,717万人 海外での水環境ソリューション事業を拡大しています。

資源循環型エコシステムの創造 資源循環に貢献する新規ビジネス
⽴ち上げの状況�

複数の資源循環システムの確⽴
横河バイオフロンティア株式会社がバイオマスマテリアル事業を展開するなど、資源循環型シ
ステムの構築を進めています。

能力を発揮できる環境の実現

社員のWell-beingを高める
エンゲージメント

世界トップ集団と同レベル
エンゲージメント
サーベイスコア80%

サーベイ結果を踏まえた施策を実行することで、すべての
カテゴリーで改善しました。

変革に向けた人財育成・能力開発の実績�
フューチャースキルセット※2（新事業や新分野で活
躍するためのスキル）の習得

DX人財育成の取り組みなど事業成長につながる人財育成を進めています。

ダイバーシティ・インクルージョンの
達成度�

女性管理職比率�20% 12.6% 地域の状況を踏まえて拡大に取り組んでいます。

上位の意思決定層のダイバーシティ向上 事業成長に必要となるダイバーシティの定義を検討し、目標の設定を検討しています。

※1�購入した製品／サービス(カテゴリー1)および販売した製品の使用(カテゴリー11)が対象　※2�フューチャースキルセット：新事業や新分野で活躍するためのスキル�

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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6つの貢献分野 注力領域 事業セグメント 指　標 2023年度目標 2021年度実績

カーボンニュートラルの
達成 

再生可能エネルギーの発電支援 ■ ◆ お客様事業のCO2排出抑制量（2018年度からの累計）� 5億t-CO2 3.3億t-CO2

再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援 ■ ■ ◆
再生可能エネルギー向け計測器の売上高伸長率
（基準年2020年度）� 2.2倍� 1.7倍

電池電極用厚さ計の出荷台数伸長率（基準年2020年度）� 1.7倍� 1.6倍

（⾃社）事業所とサプライチェーンのGHG削減 ◎
温室効果ガス排出量（Scope1,2）（基準年2019年度）� 10%削減� 10.5%削減
温室効果ガス排出量（Scope3※1）（基準年2019年度） 10%削減 12.7%削減

企業や社会の効率化 

スマートマニュファクチャリング、
コンサルティング、ERP、MES、EMS

■ ■ ■
生産・エネルギー効率化事業の受注伸長率
（基準年2020年度） 1.3倍� 1.1倍

医薬・食品バリューチェーンの最適化（ERP、
MES、LIMS、EQMS）

■
医薬・食品バリューチェーン最適化支援事業の
受注高伸長率（基準年2020年度）� 1.3倍� 1倍

（⾃社）オペレーション最適化 ◎ 業務⾃動化による削減時間�（基準年2018年度）� 300,000時間�削減� 249,249時間

ライフサイクル最適と
環境保全 

プラントの長期最適運用支援 ■ ■
ライフサイクルサポート契約プラント数� 6,000プラント� 5,322プラント
無線設備監視センサ受注台数伸長率�（基準年2020年度）� 3.2倍 1.1倍
設備保全管理システム契約ライセンス数� 8,500ライセンス 7,360ライセンス

プラントの環境負荷低減支援 ■ ■ ■ 環境分析計受注高伸長率（基準年2020年度）� 1.3倍� 1.1倍
（⾃社）事業所における環境保全
（水、生物多様性）

◎ 事業所の取水量（基準年2019年度） 4%削減 17%削減

安全と健康の向上 

プラントと働く人の安全、保安支援 ■ ■
安全計装システム提供数� 157システム� 158システム
プラント運転訓練シミュレータ提供システム数� 30システム� 19システム

ライフサイエンス ■ 創薬開発支援製品の売上高伸長率（基準年2020年度）� 2.5倍� 1倍
ライフライン・上下水道支援 ■ 水環境改善ソリューション提供数（⽇本を除く）� 90ソリューション 87ソリューション
（⾃社）労働安全衛生、人権尊重 ◎ ISO45001認証取得実績� 主要拠点での取得（12拠点）� 主要拠点での取得（9拠点）

資源循環型
エコシステムの創造 

高機能化学やバイオケミカル産業への
貢献、リサイクルビジネス効率化支援

■ ★
高機能・高付加価値、精密化学品向けの受注高伸長率
（基準年2020年度） 1.6倍 1.2倍

能力を発揮できる
 環境の実現 

（⾃社）社員のWell-beingとエンゲージメント ◎ エンゲージメントサーベイスコア� 81%� 80%
（⾃社）変革に向けた人財育成と能力開発 ◎ 1人あたりのトレーニング時間� 1人あたり年40時間� 28時間（横河電機）
（⾃社）ダイバーシティ、エクイティ＆インクルー
ジョンの推進

◎
女性管理職比率� 12.5%� 12.6%
障害者雇用率（⽇本）� 2.5%� 2.46%

※1：購入した製品／サービス(カテゴリー1)および販売した製品の使用(カテゴリー11)が対象

事業活動指標

　 �詳細は、ウェブサイトをご覧ください。https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/sustainability/�

社会インパクト指標の達成に貢献する事業活動について、2023年に向けた指標と目標を設定しています。
なお、注力領域は、前述のマテリアリティ分析の結果、昨年度から一部変更しています。

■：エネルギー＆サステナビリティ事業
■：マテリアル事業
■：ライフ事業

◆：測定器事業
★：新事業他
◎：事業を支える基盤

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories



15YOKOGAWAサステナビリティレポート2022

社会・環境への貢献を拡大することは、YOKOGAWAの企業価値向上と密接に関連しています。
本章では、6つの貢献における貢献と成長のストーリーを紹介します。また、最新の取り組み事例についてもあわせて紹介します。

貢献と成長のストーリー

2.企業や社会の効率化20
20　貢献と成長のストーリー
21　�世界初、AIによる⾃律制御で�

化学プラントを35⽇間連続運転
21　�効果的かつ効率的なリモートFATの実現�

－ENEOS株式会社水島製油所様の事例－

3.ライフサイクル最適と環境保全22
22　貢献と成長のストーリー
23　�Sushi�Sensorによる�

設備監視の変革への貢献

1.カーボンニュートラルの達成
16　貢献と成長のストーリー
18　�カーボンニュートラルな�

コンビナートの実現に向けた�
産業間連携調査

19　ケニア共和国の地熱発電発展に貢献
19　�カーボンマネジメントソリューション

16

26　�貢献と成長のストーリー
27　�DPIとワークショップによる�

課題解決への貢献�
－大阪ガスケミカル様の導入事例－

27　�サステナブルな製品設計の�
実現に向けた社内タスクフォース

5.資源循環型エコシステムの創造26

28　�Co-!nによる社員エンゲージメント向上の�
取り組み

28　�ボトムアップネットワークによる�
SDGs推進活動

6.能力を発揮できる環境の実現28

24　貢献と成長のストーリー
25　�細胞内サンプリングシステムによる�

創薬研究や再生医療への貢献
25　�セネガルの安全な水の供給改善に貢献

4.安全と健康の向上24
気候変動リスクと機会29

Our Stories
CONTENTS

TCFDへの対応
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1.カーボンニュートラルの達成

石炭火力などの化石燃料由来の発電は、地球温暖化の原因となる温室効果ガスを発生します。脱炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギー発電の大量導入が求めら
れていますが、太陽光発電や風力発電は⽇照時間や風力などの⾃然の状況に左右されるため、安定したエネルギーの生産、供給が課題となっています。

事業活動指標 （2023年度目標）（2021年度実績）3.3億t-CO2 5億t-CO2お客様事業のCO2排出抑制量※（2018年度からの累計）

Why
向き合う社会課題

貢献と成長のストーリー

AG2023における注力領域
再生可能エネルギーの発電支援

再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援

（⾃社）事業所とサプライチェーンのGHG削減

YOKOGAWAは、GHG排出の抑制と安価で信頼できる持続可能なエネルギーへの転換に貢献しま
す。AG2023では、「再生可能エネルギーの発電支援」、「再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援」、

「（自社）事業所とサプライチェーンのGHG削減」を注力領域とし、社会課題の解決を通じて価値を創
出していきます。

このページでは、「再生可能エネルギーの発電支援」の貢献と成長のストーリーを紹介します。

YOKOGAWAの強みである「つなぐ力」と、買収したPXiSE�Energy�Solutions,�LLCやDublix�Technology�ApSのノウハウを融合しながら、下記の3点をさらに強化することで、社
会課題に対する貢献を拡大していきます。
���再生可能エネルギー設備の最適化により運転効率・稼働率を向上させます。
���設備の状態を把握し、設備の状態に基づく予防・予知保全を実施していきます。
����24時間365⽇の、専門家による見守りサービスにより、サイバーアタックの脅威やネットワーク異常などから設備を防御します。
これらを実現するための技術的な要素として、高速制御が必要となります。また、従来の電力系統と、より広域に分散配置された複数の再生可能エネルギー設備を統合するこ
とで、システムの全体最適を実現します。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
AG2023では、再生可能エネルギー向け製品およびソリューションのラインアップを早期に拡充し、顧客基盤の拡大に注力します。

お客様を通じて社会・環境にあたえるインパクト
再生可能エネルギー発電の普及や発電設備の安全な操業に貢献します。グリッドの高速制御により再生可能エネルギー発電設備の効率性と生産性を最大化します。従来の電力系
統と複数の分散型エネルギーリソースの統合が可能となり、システム全体の最適化を実現することで、安定したエネルギーの生産と供給が可能となります。

How
アプローチ

Impact
創出価値

■ 再生可能エネルギーの発電支援

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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※�お客様の再生可能エネルギー発電や低炭素発電の量を、平均的な化石燃料の使用によるCO2排出量と比較し、その差分を実績として計上しています。
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貢献と成長のストーリー

（2023年度目標）

（2023年度目標）

（2021年度実績）

（2021年度実績）

1.7倍

1.6倍

2.2倍

1.7倍

再生可能エネルギー向け計測器の売上高伸長率（基準年2020年度）

電池電極用厚さ計の出荷台数伸長率（基準年2020年度）

1.カーボンニュートラルの達成

化石燃料を主体としたエネルギーの利用によって発生する温室効果ガスにより地球温暖化が現実のものとなり、カーボンニュートラルあるいは脱炭素をキーワード
として、エネルギー源の転換の動きが世界規模で急速に進んでいます。この中でも実用化が進んでいるのが温室効果ガスを発生しない風力や太陽光を利用した再生可
能エネルギー発電です。発電効率改善による電力コストの削減と、電力供給の安定性という課題の克服が求められています。

Why
向き合う社会課題

AG2023における注力領域
再生可能エネルギーの発電支援

再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援

（⾃社）事業所とサプライチェーンのGHG削減

このページでは、「再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援」の貢献と成長のストーリーを紹介
します。

再生可能エネルギー発電、特に太陽光・風力で発電されたエネルギーは、パワーコンディショナーと呼ばれる電力変換装置を介して電力送電網に供給されます。パワーコン
ディショナーは発電されたエネルギーを系統連系と呼ばれる調整を行って電力網に供給します。パワーコンディショナーには系統連系の品質確保と変換効率の改善の両方が
求められますが、脱炭素化の観点からは変換効率の改善が極めて重要となります。YOKOGAWAの電力測定技術は、最新のスイッチングパワーデバイスを使用した電力変換装
置の広帯域電力と変換損失を高精度に測定でき、再生可能エネルギー関連企業の技術開発と生産ライン検査で数多く使用されています。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
YOKOGAWAはスイッチングパワーデバイスを用いた電力変換装置の効率測定のトップカンパニーです。AG2023では、まずは得意とするパワーコンディショナーの変換効率測定を
中心に、発電機器メーカーの規格適合試験等への貢献を拡大し、売上を成長させます。また、高速電力過渡現象測定の技術を応用し、再生可能エネルギー発電の電力オペレータ
や電力設備メーカーへの貢献も探索します。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
再生可能エネルギー発電の変換効率改善により電力コストが下がり、化石燃料を使用する火力発電の代替が進みます。これは産業界のマザーテクノロジーとして、世界中の電気製品
の使用に伴うGHG排出量（Scope2）の削減に貢献します。2050年に向けた世界のNet-zeroを目指し、再生可能エネルギーによる電力供給のカーボンニュートラル実現に貢献します。

How
アプローチ

Impact
創出価値

■ 再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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カーボンニュートラルなコンビナートの実現に向けた産業間連携調査
case

1
YOKOGAWAは、千葉県市原市五井地区のコンビナートにおけるカーボンニュートラルの実現

に向けて、同地区の複数の事業所の協力を得て産業間連携調査を開始しました。複数の事業所の
エネルギーバランスや二酸化炭素（CO2）の排出量などについて現状調査を行い、産業間連携によ
るカーボンニュートラル事業の実現の可能性を調査するもので、2050年の同地区におけるコン
ビナート全体でのCO2排出量実質ゼロを目指します。
本調査は、国⽴研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から2021年2月に

受託しました。五井地区およびその周辺地域でCO2排出量の多い事業所へ本調査への協力要請
や、技術の調査などを行い、同地区およびその周辺地域の異業種の事業所群の協力を得て、コン

ビナート全体の物質とエネルギーの有効利用、CO2回収・有価物転換などを軸としたカーボン
ニュートラル事業の実現可能性調査を行っています。
国内外のさまざまなコンビナートの製造領域で培ってきたプロセス知識、単独事業所のプロ

セス改善やエネルギー効率改善および異業種連携に関するコンサルティングノウハウ、需給に
応じた最適制御を可能とする地域エネルギー・マネジメント・システム、最適な生産計画の実行
を支援するシミュレーション技術など、当社グループのノウハウを結集して取り組んでいます。
YOKOGAWAは、パートナー会社との業種を超えた連携により、カーボンニュートラルなコン

ビナートの実現に貢献します。

産業間連携を活用したカーボンリサイクル事業のイメージ

「カーボンニュートラルの達成」に向けた取り組み

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories



19YOKOGAWAサステナビリティレポート2022

ケニア共和国の地熱発電発展に貢献

カーボンマネジメントソリューション

case

2

case

3

ケニア共和国では人口の増加や経済発展に伴い電力消費量が拡大しており、安定的に電力を確
保することが課題となっています。ケニア共和国は世界屈指の地熱資源量を有しており、地熱発電
を安定した、かつ温室効果ガス排出量が極めて少ない電源として注目し、開発を進めています。
YOKOGAWAは、ケニア発電公社様のオルカリア地熱発電所向けに、複数の発電所の発電出力や

発電効率などの性能を遠隔統合管理するIoTシステムを導入しました。オルカリア地熱発電所は、ア
フリカ最大の地熱発電容量を有しています。管理事務所から最も離れた発電所は道路距離で20km
ほど離れています。これまでは、点在する発電所の運転は個別に管理されており、全体を俯瞰した効
果的な運転管理に課題がありました。
YOKOGAWAは、分散した地熱発電所のデータを、移動体通信網などを利用して一つのシステム

に集約し、遠隔地の管理事務所から統合管理が行えるIoTシステムの構築と実装、システムのトレー

2015年パリ協定において世界共通の目標として合意されたカーボンニュートラルの達成は、
特に産業界では企業存続そのものに関わる重要な経営課題になりつつあります。�その中で、サ
プライチェーンも含めたGHG排出量の開示要請が拡大しており、取引先企業から排出量データ
を求められるケースも増えています。
YOKOGAWAは、原材料調達から廃棄・リサイクルに渡るお客様のサプライチェーン全体の

GHG排出量を実績値やプロセスモデルをもとに見える化し、排出削減に貢献する「カーボンマネ
ジメントソリューション」の事業化に取り組んでいます。「Co-achieving�zero�carbon」をキャッチ
フレーズに、プラントのデータ統合やエネルギーの最適制御などによる「運用での削減施策」と調
達エネルギーの切り替えや省エネ設備への更新などの「抜本的削減施策」の両面から、サプライ
チェーン全体のGHG削減を支援していきます。現在、化学業種を中心に、複数のお客様やパート
ナー企業と連携しながら実証実験を進めており、事業化に向けた取り組みを加速しています。

ニングの提供を行いました。このシステムは、運
転効率向上支援パッケージ�Exapilot、プラント
情報管理システム�Exaquantumなどを活用して
います。各発電ユニットのパフォーマンスを把握し、発電効率が劣化した際の要因解析が可能で、ま
た関連機器のメンテナンス状況を一元管理します。⾃動での要因解析により、適切な保守を行うこ
とが可能となり、発電効率の最大化と安定的な電力供給の実現に寄与します。
電力の安定的な確保と温室効果ガス削減の両⽴に向けて、再生可能エネルギーの重要性が高

まっています。YOKOGAWAは、デジタルトランスフォーメーション（DX）を活用しながら、地熱発電
を含む再生可能エネルギーの発展に貢献していきます。

YOKOGAWAは、カーボンニュー
トラルの達成に向け、GHG排出抑
制と安価で信頼できる持続可能な
エネルギーへの転換を、「計測」、「制
御」、「情報」の知見を生かし、独⾃の
技術・ノウハウなどを用いてお客様
とともに取り組んでいきます。

Scope1

計測

新エネルギーへの切替

Scope2 Scope3

情報

低炭素原料への切替など

再生可能エネルギーの発電支援注力領域

「カーボンニュートラルの達成」に向けた取り組み

オルカリア地熱発電所Ⅱ

カーボンマネジメントソリューションの全体像（簡略図）

�詳細は、カーボンマネジメントソリューションウェブサイトをご覧ください

YOKOGAWA

YOKOGAWA＆パートナー企業

制御

省エネ設備への更新

運用での削減施策

抜本的削減施策

お客様

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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貢献と成長のストーリー

2.企業や社会の効率化

医薬品製造工場では、品質、高度化する規制要件への適合、安定供給、グローバル化といった課題に加え、創薬の研究開発費用の抑制や操業の効率化・高度化が求められて
います。また、IoT／AIによるデジタルトランスフォーメーション（DX）でさまざまなデータを分析・活用し、スマートファクトリーを実現する取り組みが加速しています。
食品製造工場では、品質や安全性をさらに高めながらコストを削減することが求められています。多品種少量型生産への移行や労働人口の減少、スキル継承への対応、
新しい生活様式・労働環境の改善に向けた取り組みなど課題が多岐にわたります。また、IT技術やロボティクスの活用など、工場の⾃動化や省力化に向けたスマート
ファクトリー実現への取り組みが加速しています。

Why
向き合う社会課題

AG2023における注力領域

（⾃社）オペレーション最適化

スマートマニュファクチャリング、
コンサルティング、ERP、MES、EMS

医薬・食品バリューチェーンの最適化
（ERP、MES、LIMS、EQMS）

YOKOGAWAは、DXによる効率化、自律化と資源・エネルギーの効率的利用に貢献します。AG2023
では、「スマートマニュファクチャリング、コンサルティング、ERP※1、MES※2、EMS※3」、「医薬・食品バリ
ューチェーンの最適化（ERP、MES、LIMS※4、EQMS※5）」、「（自社）オペレーション最適化」を注力領域と
し、社会課題の解決を通じて価値を創出していきます。

このページでは、「医薬・食品バリューチェーンの最適化（ERP、MES、LIMS、EQMS）」の貢献と成長
のストーリーを紹介します。

YOKOGAWAは計測・制御の技術を強みとして、生産制御システムや各種センサ、フィールド計器などの生産プロセスに密着した機器類を提供してきました。YOKOGAWAは、生
産現場の膨大な情報を収集して分析できる、MESやLIMS、QMS、ERPといった製品・ソリューションで1,000件以上の納入実績があります。お客様が直面している課題に着目し、
現場から経営層まで幅広く支援するソリューションをワンストップで提供することで、高品質、安全、生産性向上、安定供給に貢献しています。今後はこれらの経験と技術を生か
し、設備や装置⾃体が⾃ら学習して適応する操業の⾃律化（Autonomy）やスマートファクトリーの実現に貢献していきます。また、当社はライフサイエンス分野における知見と
経験も有しており、お客様の基礎研究・応用研究、開発から、生産、物流・サービスまで、バリューチェーンに全体での生産性向上や最適化支援を行っています。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
国内ではエンジニアリング体制を強化し、海外ではソリューションビジネス提案のための人財育成を進めます。�AG2023では、⽇本で培ったMES、LIMS、EQMS、ERPなどの経験・ノ
ウハウを海外に展開し、医薬・食品業種のバリューチェーン最適化を支援することで、売上の拡大を目指します。

お客様を通じて社会・環境にあたえるインパクト
医薬業種では研究開発データの技術移管やスケールアップ、早期生産の⽴上げなどが実現し、新薬の申請から供給までのバリューチェーン全体にまたがるリードタイムが短縮さ
れ、その結果、より多くの人に安全・安心な医薬品を供給できるようになります。食品業種では、需要予測に基づいた高効率な⾃動操業が可能になり、一次産業から消費者までのバ
リューチェーンが最適化され、その結果、安全・安心な食品の安定的な供給に貢献できます。

How
アプローチ

Impact
創出価値

■ 医薬・食品バリューチェーンの最適化（ERP、MES、LIMS、EQMS）

事業活動指標 医薬・食品バリューチェーン最適化支援事業の受注高伸長率（基準年2020年度） （2023年度目標）（2021年度実績）1倍 1.3倍

※1�ERP:Enterprise�Resource�Planning���※2�MES:Manufacturing�Execution�System���※3�EMS:Energy�Management�System
※4�LIMS:Laboratory�Information�Management�System���※5�EQMS:Enterprise�Quality�Management�System

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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世界初、AIによる自律制御で化学プラントを35日間連続運転

効果的かつ効率的なリモートFATの実現－ENEOS株式会社水島製油所様の事例－

case

1

case

2

YOKOGAWAと株式会社ENEOSマテリアル様（旧JSR株式会社エラストマー事業部門）は、AI技術の
一つである強化学習を用い、同社の化学プラントの⾃律制御に成功しました。稼働している化学プラン
トで、35⽇間連続制御という実用レベルでの⾃律制御に成功したのは世界で初めてとなります。
YOKOGAWAは、実際のプラントにおいて「強化学習AIが安全に適用できる」こと、および、既存の

制御手法が適応できず、運転員が制御で使用するバルブの操作量を⾃ら考えて入力する「手動制御
のみでしか対応できなかった箇所」をAIが制御できることを確認しました。なお、本取り組みは経
済産業省の令和2年度「産業保安高度化推進事業」に採択されたものです。
本実証実験では、蒸留塔の留出物の品質や液面レベルを適切な状態に保ち、かつ排熱を熱源と

して最大限に活用するという複雑な条件をAIが満たし、品質の安定化、高収量※1、省エネ制御を実

CENTUMなどのシステムをお客様へ納入する前には、システムが機能要件を満たしているかど
うか、実機を用いて動作確認するFAT（Factory�Acceptance�Test）と呼ばれるテストを実施します。
これまでFATは、お客様⽴会いのもと対面で行われてきましたが、COVID-19の拡大をきっかけにIT
技術を活用したリモートでのFATのニーズが高まっています。
ENEOS株式会社水島製油所様は、⽇本国内最大の原油処理能力を有する近代的総合製油所で

す。安全かつ効率的な操業を実現するとともに、環境負荷の低減に向けた取り組みを積極的に進め
ており、CENTUMをはじめとする数多くのYOKOGAWA製品が採用され、操業に貢献しています。
大規模プラントにおける制御システムの更新工事では、通常長期間のFATが必要となります。

COVID-19の拡大以降、ウェブカメラやウェブコミュニケーションツールを利用したリモートFATを
実施していたものの、水島製油所様のような大規模かつ長期間のFATを要するプロジェクトでは、通
信パフォーマンスの課題から、従来手法のリモートFATを適用することができませんでした。

現しました。排熱の活用は省エネの有効な手段ですが、排熱の熱量は
プラントの操業状態や天候などによって左右される非常に不安定な
ものであることから、排熱を活用した生産プロセスを⾃動化すること
はこれまで非常に困難でした。AIによる⾃律制御がこの課題を解決
し、省エネに大きく貢献しました。
実際のプラントでは、物理的、化学的な事象が運転に複雑に影響するため、その制御においては

熟練運転員のノウハウに頼る部分が多いという現状があります。高いレベルの安全性を担保し、か
つ少ない手間でどう⾃律制御に移行できるかが大きな課題であり、今回の成果はその解決の糸口
になることが期待できます。YOKOGAWAはIndustrial�Autonomyの実現に向けたお客様の活動支
援のため、今後もさまざまなパートナーと共創を進めていきます。

YOKOGAWAは、お客様の業務効率向上や安全・安心の確保に向
けて、デジタルトランスフォーメーション（DX）により、FATのオペ
レーション最適化に取り組みました。具体的には、課題であった
通信パフォーマンスについて、水島製油所様ご協力のもと、モバ
イルLTE回線を利用することで、大規模かつ長期間の使用にも耐える高パフォーマンスの通信を確
⽴し、水島製油所様とのリモートFATを実現しました。実施後のコメントとして「実機による対面で
のテストと比べても、ほぼ違和感なく操作できた。」と高い評価をいただくことができました。
2021年度以降、リモートFATの実施件数は増加しており、そのニーズは今後もさらに拡大してい

くと想定されます。YOKOGAWAは、お客様のパートナーとして、DXを活用した最適オペレーション
を実現し続けていきます。

「企業や社会の効率化」に向けた取り組み

スマートマニュファクチャリング、コンサルティング、ERP、MES、EMS注力領域

オペレーション最適化注力領域

※1�収量：精製過程において、原料から実際に得られた目的生産物の量。

ENEOSマテリアル化学プラント
（旧JSR化学プラント）

リモートFATのイメージ

お客様

YOKOGAWA

リモートで
納入機器のテスト

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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3.ライフサイクル最適と環境保全

エネルギーや資源の枯渇がますます深刻な課題になっており、エネルギーや資源の損失の削減、および損失を招くリスクの削減が求められています。そのためには、プ
ラントの運用においても、設備を最大限活用し、投入する資源の原単位あたりの生産量を最大化することが必要となります。

Why
向き合う社会課題

AG2023における注力領域
プラントの長期最適運用支援

プラントの環境負荷低減支援

（⾃社）事業所における環境保全（水、生物多様性）

YOKOGAWAは、プラント資産の長期最適運用と環境負荷低減の両立に貢献します。
AG2023では、「プラントの長期最適運用支援」、「プラントの環境負荷低減支援」、「（自社）事業所

における環境保全（水、生物多様性）」を注力領域とし、社会課題の解決を通じて価値を創出していき
ます。

このページでは、「プラントの長期最適運用支援」の貢献と成長のストーリーを紹介します。

YOKOGAWAの制御システムは世界中の多くのお客様に使用されており、お客様への保守サービスの提供により、お客様からライフサイクルを通じたパートナーとしての信頼を
得ています。以下の3点をさらに強化することで、上記の社会課題の解決に貢献できます。
���保全コストの最適化�……�それぞれの製品や部品の寿命を考慮した適切な保守計画を⽴案し、計画に沿って予防保全を実施
���設備能力の最大化�……�プラントの状態を把握し、プラントのコンディションに基づく予防・予知保全を実施
���運転コストとリスクの最小化�……�IT/OT�Security�Operations�Centerによる24時間365⽇の専門家による見守りサービスにより、サイバーアタックの脅威や、ネットワーク異
常などからシステムを防御
この3点を実現するために、プラントの持続的かつ安全稼働とのバランスがとれた保全活動、Managed�Serviceを提供していきます。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
AG2023では、ライフサイクルサポートの契約数を拡大し、売上増を目指します。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
安全な操業により環境保全へ貢献し、投入資源を最大限活用します。また、既存の設備を長期活用することで、新規の建設資源の使用を最小化します。さらに、操業コス
トを最適化し、資産効率を高めます。

How
アプローチ

Impact
創出価値

■ プラントの長期最適運用支援

事業活動指標 ライフサイクルサポート契約プラント数 （2023年度目標）（2021年度実績）5,322プラント 6,000プラント

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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Sushi Sensorによる設備監視の変革への貢献
case

1

保有する設備の老朽化やベテラン社員の引退などを背景として、故障の予兆をいち早く検知
することや設備の状態に基づく効率的な保全活動（Condition�Based�Maintenance）を実現する
ことが求められています。Sushi�Sensorは、広大なフィールドに散在する多数の設備を、無線通
信でオンライン監視することにより、これまでの設備監視の在り方を変革する産業用IoTソリ
ューションです。
大都市に複数の路線網を持つ地下鉄の運行会社では、駅構内やトンネル内に数百台の巨大な

送排風機を設置し、外気導入と空調、および排気を行っています。送排風機は、冷房の役割を担っ
たり、火災の発生時に排煙の役割を担ったりと、地下鉄駅構内の環境維持に欠かせない設備で
す。これらの重要な設備の異常を早期に検知するため、YOKOGAWAはSushi�Sensorを用いたソ
リューションを提供しました。
これまでの検査では、3か月毎の点検と、毎月の特別点検を実施しており、人が機器を触ったり

音を聴いたりする、いわゆる五感に頼った検査を行っていました。Sushi�Sensorを用いて機器の
振動値を長期の傾向監視で見える化することにより、異常の早期発見ができ、作業の効率化が可
能になりました。お客様からは、「重要な機器に異常があった場合には最速で対応することがで

きるようになりました。」と高い評価をいただいています。Sushi�Sensorは、現在一部の機器にの
み設置していますが、今後、多くの空調機器に設置する予定です。
YOKOGAWAは、Sushi�Sensorによる設備保全の変革を通じて、お客様設備の長期最適運用に

貢献していきます。

「ライフサイクル最適と環境保全」に向けた取り組み

プラントの長期最適運用支援注力領域

Sushi Sensor 排風機のモータに取り付けたSushi Sensor

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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貢献と成長のストーリー

4.安全と健康の向上

創薬・生命科学研究の現場は複雑化・高度化しています。測定技術の発達により、さまざまな大量のデータが得られるようになった一方、データの管理や解析が課題と
なっています。また、組織をまたがる共同研究やデータの共有、場所に依存しない効率的な研究スタイルが求められています。

Why
向き合う社会課題

AG2023における注力領域

ライフサイエンス

ライフライン・上下水道支援

プラントと働く人の安全、保安支援

（⾃社）労働安全衛生、人権尊重

YOKOGAWAは、ライフイノベーションの推進と、プラントや地域社会の安全向上に貢献します。
AG2023では、「プラントと働く人の安全、保安支援」、「ライフサイエンス」、「ライフライン・上下水

道支援」、「（自社）労働安全衛生、人権尊重」を注力領域とし、社会課題の解決を通じて価値を創出し
ていきます。

このページでは、「ライフサイエンス」の貢献と成長のストーリーを紹介します。

YOKOGAWAはライフサイエンス事業の分野で25年以上の経験を持ち、90件近い共焦点技術の特許を所有、共焦点スキャナユニットCSUは3,600台以上の納入実績がありま
す。また、創薬支援システムCV8000、CQ1に搭載している当社独⾃の顕微鏡の撮像速度、画質の解像度は世界トップクラスです。近年では、1細胞解析装置やアドバンストコント
ロールバイオリアクターシステムを新たにラインナップに加えました。これらの製品により、YOKOGAWAはお客様の基礎研究・応用から実用化までの各段階を支援しています。
今後は、パートナーとの協業を進め、実験や設備管理の請負サービスやバーチャルラボなどの分野にもビジネスを拡大していきます。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
AG2023では、既存製品の機能拡張や新製品開発を行い、北米・欧州・アジアを中心とした海外ビジネスの拡大を図ります。また、M&Aや他社とのアライアンスを検討し、
売上増を目指します。

お客様を通じて社会・環境にあたえるインパクト
YOKOGAWAは、COVID-19の研究の最前線で活躍する世界中の研究者に製品やサービスを提供しています。ウイルス感染のプロセスやヒト細胞の⾃己防衛メカニズム
の観察、さらにはウイルスや遺伝子の研究や効果的な薬剤の発見・開発にも貢献しています。また、研究者が研究に専念できる環境の整備や、研究者コミュニティの活
性化を支援していきます。

How
アプローチ

Impact
創出価値

■ ライフサイエンス

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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事業活動指標 創薬開発支援製品の売上高伸長率（基準年2020年度） （2023年度目標）（2021年度実績）1倍 2.5倍

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories



25YOKOGAWAサステナビリティレポート2022

細胞内サンプリングシステムによる創薬研究や再生医療への貢献

セネガルの安全な水の供給改善に貢献

case

1

case

2

生物を構成する最小の単位である細胞はそれぞれに個性があるため、細胞を集団ではなく、
個々の細胞でとらえる1細胞解析への注目が高まっています。また近年では、1細胞だけでなく細
胞内にある特定の成分の解析も求められています。細胞内成分の解析においては、おもに細胞を
集めて破砕する手法で行われるため、1細胞単位でサンプリングすることができず、回収できな
い成分も数多くありました。また、細胞の位置情報や形態情報が失われてしまうという課題もあ
りました。
YOKOGAWAは、培養中の細胞を共焦点顕微鏡で高精細に撮像し、特定の細胞や1細胞内成分の

サンプリング工程を⾃動で正確に実行するSingle�Cellome™�System「SS2000」を開発しました。
SS2000の特長
1. 共焦点顕微鏡によるライブセルイメージング
当社が開発したライブセルイメージング製品の技術がベースになっています。独⾃の共焦点
顕微鏡技術による高速・高精細な3D撮像が可能です。インキュベータ環境下において、共焦点

セネガルの産業活動の約8割が集積するダカール州は、近年、人口が急増しており、生活で使え
る安全な水の供給能力の向上が課題となっています。特にダカール州の中心地では、配水管の約
4割が施工後40年以上経過しており、配水管からの漏水や盗水により料金徴収ができない水の割
合（無収水率）が約27％とダカール州内でも最も高く、水源開発と併せて漏水の削減などの配水
能力の向上が求められています。
YOKOGAWAは、セネガル国営水道公社様より、ダカール州の中心地であるダカール市内の配

水管網の約200か所に、流量および圧力データを収集するセンサを設置し、配水状況のリアルタ

顕微鏡で観察しながら、狙った細胞からサンプリングする
ことができます。

2. 細胞内成分のサンプリング
細胞内成分を1細胞レベルでサンプリングすることができます。脂質膜を持たない細胞小器官
など、生化学的な手法ではサンプリングが難しい細胞内成分でも、直接サンプリングすること
が可能です。

3. 細胞の位置情報・形態情報を保持
細胞を液体中に分散することなく、培養状態を維持したまま標的とする細胞のみをサンプリング
することができるため、位置情報や形態情報を保持したままサンプリングすることが可能です。
細胞の特性や機能を解明し、細胞が変性する理由や仕組みを研究することは、疾病の原因究明や

その予防、薬効薬理の検証に非常に有効であり、創薬研究や再生医療の発展には欠かせません。
YOKOGAWAは、1細胞解析ソリューションを通じて、最先端のライフサイエンス分野の研究に

貢献していきます。

イム監視および漏水などの問題のあるエリアを特定
できる、配水管理システム構築を受注しました。配水
管理システム、漏水管理システムを構築し、システム
や維持管理方法のトレーニングなどにより、効率的な
稼働と人的育成も行います。これにより、無収水率の大幅低減や、約7割だった24時間給水率の
100パーセント達成などに貢献していきます。
YOKOGAWAは、⽇本の上下水道分野での豊富な実績とノウハウを生かして、今後も新興国、開

発途上国の配水管網や安全な水へのアクセスを改善します。

「安全と健康の向上」に向けた取り組み

ライフサイエンス注力領域

ライフライン・上下水道支援注力領域

細胞内サンプリングのイメージ

配水管理システムと測定設備のイメージ

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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貢献と成長のストーリー

5.資源循環型エコシステムの創造

化学産業は、エネルギーの効率的な利用、リサイクル、環境負荷の低い原料への転換、原料の変更や製法の変革による新製品開発などのさまざまな課題を抱えていま
す。高機能化学分野では2次電池（EV用材料など）や構造材、接着剤などの新素材ニーズが生まれています。また、CASEやスマートフォンの高機能化、5G、IoTの普及など
により半導体需要が世界的に増加している中、環境負荷の低い素材・製品の開発、および安定供給が社会全体の課題となっています。

Why
向き合う社会課題

AG2023における注力領域

YOKOGAWAは、バイオエコノミーや資源循環システムの確立に貢献します。
AG2023では、「高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、リサイクルビジネス効率化支援」を注力

領域とし、社会課題の解決を通じて価値を創出していきます。
このページでは、 「高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、リサイクルビジネス効率化支援」の

貢献と成長のストーリーを紹介します。

���バッチソリューションの強化：高機能化学は、多品種で切り替え生産が必要なバッチ方式が主流であり、工程が複数段階に別れています。バッチ工程向けソリューションの強化
により、中小規模化学プラントも含めた業界全体にソリューションを提供することが可能となり、化学産業に広く貢献していくことができます。
���操業改善ソリューションの展開、拡大：DPI（Digital�Plant�Operation�Intelligence）というYOKOGAWA独⾃の手法を用いてデータを解析することでお客様の課題を発掘し、そ
の課題を解決することで価値を創出しています。国内では既に120件以上の実績がありますが、これを海外にも展開していきます。
���カーボンマネジメントソリューション：新たに開発したカーボンマネジメントのソリューションは、原材料調達から廃棄・リサイクルに渡るサプライチェーン全体の排出量を見え
る化し、サプライチェーン全体最適の視点でのGHG削減を実現します。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
AG2023では、事業基盤の確⽴に注力しながら、ビジネスを100億円規模に成長させます。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
Co-achieving�zero�carbonをコンセプトに蓄電池生産性の向上、省エネルギー、環境負荷の低減、サプライチェーン全体のGHG削減をお客様とともに実現していきま
す。また、高機能化学製品に関するリユース・リサイクル効率化の支援により、資源循環型社会の実現に貢献します。

How
アプローチ

Impact
創出価値

■ 高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、リサイクルビジネス効率化支援

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、
リサイクルビジネス効率化支援

事業活動指標 高機能・高付加価値、精密化学品向けの受注高伸長率（基準年2020年度） （2023年度目標）（2021年度実績）1.2倍 1.6倍
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価値を生み出します。地球の環境を守り、お客様に価値を提供し、⾃身も発展する、そのための設
計指針を検討しています。
本活動を通して、製品部材の資源循環の

検討、製品のCO2削減検討、社員向け啓蒙活
動を行いました。また、十分にお客様にご理
解いただけるよう、新たに13製品のLCAデー
タをウェブサイトに公開しました。今後も
サステナブルな製品設計の実現に向けて、
活動を進めていきます。

証、③解析結果の確からしさを、プロセス知見をもとに議論、④改善アクションを⽴案の4つのス
テップで「仮説検証型の解析ワークショップ」を行い、仮説の⽴案・検証を通じてプロセス課題の
解決を行いました。センサの追加や解析結果による改善により製造プロセスの安定化やオペレー
ション効率最大化といった効果が実現し、
ワークショップに参加されたお客様からは、
「未然にトラブルを防止できる知見が得られ
て良かった」、「経験則として感じていたこと
が、データと議論によって証明された」と
いった声が挙がっています。
YOKOGAWAは、現場の知見とデータ分析を

掛け合わせ、お客様の課題解決の取り組みを
支援していきます。 DPIの画面例

2021年度の活動実績

製品設計における
カーボンニュートラル

検討

製品のLCAデータ
開示強化

製品設計における
サーキュラー

エコノミー検討

社内啓蒙
・ブログ

・Webinar

DPIとワークショップの提供による課題解決への貢献－大阪ガスケミカル株式会社様の導入事例－

サステナブルな製品設計の実現に向けた社内タスクフォース

case

1

case

2

製造プロセスにおけるトラブルは、生産効率・コスト効率の低下や、オペレータ負荷の増加に
つながります。製造現場では⽇々改善活動に取り組んでいますが、真の原因を特定し、解決する
ことは非常に難しいチャレンジとなります。
大阪ガスケミカル株式会社様は、⽇本が牽引する炭素繊維産業の一翼を担う化学会社です。パ

ラメータが非常に多く、運転条件が頻繁に変わる炭素繊維製造プロセスの一部である加熱工程
でトラブルが起こることが長年の課題でした。
YOKOGAWAは、品質安定化システムDigital�Plant�Operation�Intelligence�(DPI)を導入すること

で、課題解決の取り組みに貢献しました。DPIは、お客様のプラントに蓄積されているモノづくり
基本要素である4Mを軸としたデータを解析、リアルタイムに監視し、品質異常を未然に発見し対
策できるシステムです。①課題の要因を仮説として定義、②DPIを用いてデータを解析し仮説を検

「サステナブルな製品設計って何だろう？社員一人ひとりが考えて“I�SEE！”（分かった！）と
思えるようにしたい」という意図から、“I�SEE”と名付けたタスクフォースチームで、製品設計に
おけるサステナビリティの検討を進めています。
YOKOGAWAでは1999年よりLife�Cycle�Assessment(LCA)に基づいた製品設計を行っており、

地球環境を考慮した設計文化が根付いていますが、Three�goalsである“Circular�Economy”、
“Net-Zero�Emissions”、6つの貢献分野における“資源循環型エコシステムの創造”、“カーボン
ニュートラルの達成”に向けて、さらに踏み込んだ設計・開発の指針検討を開始しました。
これらの取り組みの中で常に意識しているのは、地球の環境を守りつつ、お客様と我々のビジ

ネスの両方に貢献するということです。資源循環を考慮した製品設計は、追加コストが必要とな
ることがある一方で、より少ない資源で同じ機能を提供するためのデジタル化促進など、新たな

「資源循環型エコシステムの創造」に向けた取り組み

高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、リサイクルビジネス効率化支援注力領域
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Co-!nによる社員エンゲージメント向上の取り組み
case

1

YOKOGAWAでは、“Co-!nシステム”を⽇本国内全社に導入しました。Co-!nシステムは、トークン（社
内通貨）を添えて「感謝・称賛」を贈り合える機能を持ったYOKOGAWA独⾃のシステムです。雇用形態
に関わらず、YOKOGAWAで働くすべての人を対象として運用しています。
システムを利用している社員からは、「⾃己肯定感が高まった」「週の始まりにもらったので明るい

スタートがきれた」「貢献やアウトプットが明確化され、励みになった」といった声が届いています。ま
た、受け取った人の92%が「Co-!nを受け取って嬉しかった」と感じています。これらの声は、“Co-!nシ
ステムによるエンゲージメント向上”の第一歩を踏み出したことを示しています。
Co-!nシステムは、部署横断活動を活発化させる評価制度についての議論をきっかけとして誕生し

ました。「職場を今まで以上に活性化させたい」という強い意志を持った有志による提案をもとに、ブ
ロックチェーン技術を活用したシステムを構築しました。認知されにくい活動を可視化し認め合える

環境のひとつになっています。“Co-!n”という名称には、「Coin（トークン）で�“！”（楽しさやワクワク感）を
感じながらCo-Innovationしよう」という想いが込められています。
YOKOGAWAグループ全社員を対象としたグローバルエンゲージメントサーベイの結果からも、

“褒める”文化が十分でないこと、また、社員のつながりが希薄になっていることが見えていたことも
あり、約1年間の実証実験を経て、2021年10月に利用を開始しました。運用開始後8か月で4万件の感
謝と称賛が贈られました。
また、当社はCo-!nの流通量に応じて、決められた金額をSDGsに向けて活動している団体へ寄付し

ています。これによって、社員一人ひとりがSDGsに貢献できる仕組みとなっています。
今後は、グローバル展開を進めるとともに、社員のさまざまな体験を“Co-!n”によって可視化し、さ

らなる行動の動機付けとしていきます。そして、YOKOGAWAのエンゲージメント向上、さらに持続的
成長につなげていきます。

「能力を発揮できる環境の実現」に向けた取り組み

社員のWell-beingとエンゲージメント注力領域

すごい！

Co-!n

Co-!n
Co-!n

ありがとうおめで
とう

ボトムアップネットワークによるSDGs推進活動
case

2

社会課題の解決に向けたアイデアを創出していくためには、社員が多様な視点から活発に議
論し、マインドを変革することが重要となります。
YOKOGAWAは、2022年5月にグループ横断のボトムアップネットワーク「SDGs�Hub�&�Pod」を

⽴ち上げ、SDGsの推進活動を開始しました。Hub�&�Podという名称には、最初はひとつの活動
（Hub）から、地域やテーマごと（Pod）にSDGsに貢献するボトムアップの活動が広がることを目
指し、最終的にはグループ全体に活動を広めたいという意味が込められています。
2022年上期は、「ニューノーマルにおける社員のWell-being」をテーマに、大学院大学至善館教

授の枝廣淳子氏をアドバイザーに迎え、12か国、18名の意欲ある社員が⾃発的に参加して活発な

議論が行われました。COVID-19の拡大をきっかけに、社員の働
き方は大きく変化しており、社員が身体的・精神的・社会的に良
好な状態を保つためにはどうあるべきかについて、検討を重ね
ました。検討したアイデアは、今後経営層に提案する予定です。
参加したメンバーからは、「通常の業務では地域を超えてグルー
プ社員と意見交換をする機会がなく、貴重な経験となった。」と
いった声が挙がっています。
YOKOGAWAは、こうした活動を通じて、社員のマインドを変

革し、社会課題の解決に向けた取り組みを加速させていきます。

変革に向けた人財育成と能力開発注力領域

6.能力を発揮できる環境の実現

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）
YOKOGAWAを取り巻く環境
気候変動は、世界が一丸となって取り組むべき喫緊の課題となっています。
2021年10月～11月に英国COP26が開催され、産業革命前からの気温上昇幅を1.5℃に抑えること

（1.5℃目標）が世界の公式な目標として合意されました。この1.5℃目標は、気候変動に伴う豪雨や強
風、干ばつ等による被害が近年世界中で顕著になっていることを踏まえ、2015年パリ協定の2℃目標か
らさらに踏み込んだ目標となっています。企業もさらなる気候変動への対応が求められています。
YOKOGAWAのお客様や投資家の行動は大きく変化しています。お客様は、サプライチェーン全体で

の温室効果ガスの排出削減を目指しており、YOKOGAWAの排出削減に向けた取り組みを加速すること
が求められています。加えて、資本市場では、温室効果ガス排出量に関する情報開示を拡充させていく
動きが活発になっており、世界各国で事業を展開する我々は、適切な対応を迫られています。
YOKOGAWAは、2050年に向けて目指す社会の姿としてNet-zero�emissionsを掲げ、AG2023で設定し

た６つの貢献分野の一つに「カーボンニュートラルの達成」をあげています。GHG排出の抑制と、安価
で信頼できる持続可能なエネルギーへの転換を重点課題と認識し、⾃社の操業により排出するGHGを
削減するだけでなく、事業を通じて、再生可能エネルギーの普及やエネルギー利用の効率化に貢献し
ています。

TCFDへの賛同
気候変動の課題に積極的に向き合い将来に備えていくという意思のもと、金融安定理事会（FSB）が

気候変動に関する財務情報の開示を推進するために設⽴した「気候関連財務情報開示タスクフォース
TCFD（Task�Force�on�Climate-related�Financial�Disclosures）」による提言の支持を表明しました（2019
年2月）。

気候関連財務情報

 取締役会の役割
取締役会は気候変動への対応の基本方針と、リスクと機会の管理体制の整備に関する基本方針を

定め、その体制が有効に運用されていること、およびサステナビリティの課題へ適切な対応がなされ
ていることを監視・監督しています。また、事業戦略や計画を議論する際に気候関連の影響を考慮して
います。
取締役・監査役の選任にあたっては、当社に必要性の高い経験、スキル、専門性などを考慮していま

す。気候関連問題はサステナビリティESGにおける最重要な項目です。

 経営の役割
経営陣は、経営会議を意思決定の最高機関として、事業戦略や計画の⽴案に際し、リスクと機会の両

面から気候変動の影響を考慮しています。気候変動に関する目標を含む、中期経営計画とリンクしたサ
ステナビリティ目標に取り組むとともに、進捗状況を定期的に取締役会に報告しています。
気候変動のリスクを含むグループ全体のリスクに関して、リスク管理委員会を設置し、グループと

して重点的に管理すべき重点管理リスクを選定し、管理状況をモニタリングして取締役会に報告して
います。代表取締役社長は、リスク管理委員長としてリスク管理の統括責任を負っています。
サステナビリティ視点に特化した議論を行うことを目的として、社長を委員長とし経営会議の諮

問機関となるサステナビリティ委員会を設置しました。気候変動・GHG排出の諸課題を対象に含む
マテリアリティ分析を実施し、「社会・環境への影響」および「⾃社の価値創造や事業モデルへの影
響」の両軸において、⾃社が解決すべき重要な課題を特定しました。あわせて、気候変動に関するリ
スクや機会について議論する中で、事業セグメントとリスクの種類ごとに深掘りし、整理を実施し
ました。サステナビリティ委員会で議論した内容は経営会議で決定し、取締役会に報告しています。

推奨開示事項：a）取締役会による監視体制
b）経営の役割

ガバナンス 気候変動のリスクと機会に関するガバナンス
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 戦略の概要
YOKOGAWAは、エネルギーや化学など、GHG排出量に大きな影響を与える製造業をお客様として事

業を行っており、安定した操業や省エネルギーを実現し、経営全体の効率を高めるソリューションで、
お客様のGHG排出量削減に貢献しています。�

 中長期的な事業環境変化 
気候変動に関するおよそ10年後の事業環境の変化を、政治、経済、社会、技術の観点でそれぞれ分析

しました。政治の観点では、気候変動対応に向けた法規制強化や、人口増に伴うエネルギー不足に起因
する地政学リスクの高まりが想定されます。経済の観点では、再生可能エネルギーの普及を前提とし
たエネルギーの多様化に加え、食料、水不足や資源の枯渇が想定されます。社会の観点では、温暖化の
進行や経済成長に伴う消費拡大による環境汚染の深刻化が想定されます。また、技術の観点では、AIや
IoTなどのデジタル技術が社会構造を大きく変化させ、資源循環に貢献するバイオマス素材が普及す
ると想定されます。これらの環境変化を背景に、当社のお客様は、再生可能エネルギーを含む低炭素ビ
ジネスやバイオ等の低環境負荷素材を生み出す企業への転換を進めており、ビジネスの機会が拡大し
ています。�

 長期経営構想・中期経営計画 
劇的な事業環境変化の加速を踏まえ、長期経営構想では気候変動への対応などの社会共通価値の提

供を通じて成長を目指すこととし、�AG2023では再生可能エネルギー関連の市場の成長や気候変動の
課題を踏まえたお客様の事業戦略の転換により生まれるビジネス機会を捉え、ビジネスの拡大に向け
取り組んでいます。また、安定した操業や省エネルギーを実現し、経営全体の効率を高めるソリュー
ションで、お客様のGHG排出量削減に貢献しています。具体的には、中長期的な6つの貢献分野を設定
し、それぞれの貢献分野について、注力領域とサステナビリティ目標（2030年度・2023年度）を設定しま

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

した。貢献分野の1つである「カーボンニュートラルの達成」では、GHG排出の抑制と安価で信頼できる
持続可能なエネルギーへの転換の実現に向け、再生可能エネルギーインフラ支援、蓄電池製造支援や
当社事業所とサプライチェーンのGHG削減等を注力領域と定めています。また、「企業や社会の効率
化」のスマートマニュファクチャリング事業や、「資源循環型エコシステムの創造」を目指す新しいビジ
ネスの支援など、GHG削減に貢献するお客様の効率化や新規事業も注力領域としています。�
サステナビリティ目標達成のため、主力事業である制御事業は、３つの事業セグメント「エネルギー

＆サステナビリティ」「マテリアル」「ライフ」でビジネス展開を行っており、業種拡大を着実に実行して
います。脱炭素社会に向けたビジネススポットを当てた「エネルギー＆サステナビリティ」では、再生可
能エネルギー業種に注力しています。蓄電池を含む複雑なエネルギーサプライチェーンにおけるエネ
ルギー最適管理ソリューションビジネスを確⽴していきます。「マテリアル」では高機能化学市場にお
けるソリューションを拡大しています。カーボンニュートラルと循環型経済の動きが加速する中、モビ
リティ市場におけるCO2削減を背景にEV向け2次電池など新素材のニーズに応えていきます。カーボン
ニュートラルソリューションにより、GHG排出量を経営課題とするお客様と一緒に、脱炭素化に取り組
みます。「ライフ」では、気候変動の適応に貢献する医薬・食品業種のMESや生産性向上に関するビジネ
ス拡大、水ビジネスでは広域排水管理や海水淡水化といった海外展開、さらに再生水の引用利用に向
けた実証実験など新たな価値創出に取り組んでいきます。測定器事業では、脱炭素社会に向けた⾃動
車の電子化・電動化と電動化を支える充電等のインフラ、再生可能エネルギー分野のお客様の課題解
決に貢献していきます。

 インターナル・カーボン・プライシング（ICP）の導入
カーボンニュートラルの達成並びにGHG削減は企業の社会的責任であり、YOKOGAWAにとって機

会・リスクの両面で非常に重要となります。
経済的合理性の高いGHG削減施策を推進するため、2022年度よりICPの運用を開始しました。設備

投資の検討時やクリーンエネルギー採用計画時に想定されるGHG排出量の増減を金額換算し、財務的
な判断に加味することで、GHG排出量の影響を踏まえた意思決定をしていきます。グループ全体を対
象に、初年度はScope2の削減に大きく寄与する再生可能エネルギー電力の調達や生産機械設備への
投資をターゲットに炭素価格を設定しました。ICPの方針や炭素価格はサステナビリティ委員会で審
議し、経営会議で決定します。今後は、Scope1やScope3、また、事業計画の⽴案などにも順次ICPを適用
し、炭素価格を設定していきます。

推奨開示事項：a）中長期リスク
b）事業、戦略、財務計画への影響
c）気候シナリオに対する戦略のレジリエンス

戦略 気候変動のリスクと機会がもたらす事業、戦略、財務計画への影響
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気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

分類 事業セグメント 主な機会 対応の方向性

機会

エネルギー＆
サステナビリティ
事業

蓄電池や水素などのエネルギー貯蔵の活
用も含めたエネルギーサプライチェーンに
おける、エネルギー送配インフラ全体の最
適運用を可能にするエネルギーマネジメン
トの確⽴

・ソリューションの提供範囲をバリューチェーン全体へ拡大
・PoCや先行実験的なプロジェクトを通した、お客様との共創
・�CCUSや水素などのビジネス分野で、関連する業界のステーク
ホルダーと協働しながらビジネスモデルや事業採算性を検証
・M&A、各国政府の支援スキームも活用した事業展開の加速
・�再生可能エネルギーインフラ支援をカーボンニュートラルの
達成に向けた注力領域に設定・推進

脱炭素に向けた世界の潮流が進む中で、
お客様の業種についての深いドメインナ
レッジを活用してお客様のビジネスの変
革に貢献

マテリアル事業

カーボンニュートラルなど現場から経営レ
ベルを含めたサプライチェーンでの課題
解決や循環型経済の実現に貢献できるよ
う、ソリューションポートフォリオを拡充

・グローバルレベルでのソリューション提供力を強化
・�カーボンマネジメントソリューションの取り組みで、CO2削減を
はじめ、環境、社会課題の解決に貢献
・�EVサプライチェーン（高機能化学、蓄電池、半導体）の製造支
援をカーボンニュートラルの達成に向けた注力領域に設定・
推進

ライフ事業

医薬・食品産業分野におけるエネルギー
削減や効率化ニーズを背景とした、バ
リューチェーン全体の生産性向上支援

・海外へのビジネス展開と新規製品開発の加速�
・M&Aやアライアンス活動の継続

水の安定供給や品質向上ニーズの高まり
を背景とした水分野のソリューション提供

・�遺伝子解析や科学機器で培った計測技術によるデジタルトラ
ンスフォーメーション（DX）の推進

測定器事業
CO2排出Net-zeroを目指し、電力供給社
会の化石燃料から再生可能エネルギーへ
の転換実現に貢献

・�再生可能エネルギー発電機器メーカーの発電効率改善に向
けた技術開発および生産ライン検査に貢献すべく、高精度広
帯域の電力測定技術をさらに強化
・�パワーコンディショナーの変換効率測定を中心に、再生可能
エネルギー発電機器メーカーへの電力品質規格適合試験等
へソリューションを拡大

分類 種類 カテゴリー 主なリスク 対応の方向性

リスク 移行
リスク

政策と法 炭素税、燃料・エネルギー消費への課
税、排出権取引などの導入に伴うビジ
ネスへの影響

・Scope1,2,3の目標策定と削減計画の実施
・�ICPの導入による、脱炭素に向けた投資や施策の効
率的な推進

法規制の変化によるビジネス機会損失

テクノロジー 脱炭素社会に向けた新製品・新サービ
スの技術開発の遅れによる、販売機会
の逸失

・�カーボンニュートラルに向けた新製品・サービスの
開発を加速、既存製品の拡張
・�ライフサイクルアセスメント（LCA）基準を用いた評
価など、環境に配慮した製品づくりを推進
・�技術獲得を目的としたM&Aやアライアンスへの投資

市場 気候変動への取り組みによる市場環境
の変化への対応遅れによるビジネス機
会損失

・�エネルギーシフト等の環境変化への取り組み検討
と市場環境の変化への対応
・�ドメインナレッジとデジタルトランスフォーメーション
（DX）の活用、ソリューションポートフォリオの拡充

評判 横河の気候変動に対する取り組みの遅
れによる評価・企業価値の低下

・�世の中の気候変動に対する関心や企業の役割に対
する期待の高まりを踏まえ、2050年に向けて目指
す社会をサステナビリティ目標�「Three�goals」とし
て設定
・情報開示の充実

物理
リスク

急性的・慢性的な
物理リスク

サイクロンや洪水（急性）、天候パターン
の変動や上昇する平均気温（慢性）な
ど、気候変動の影響による気候災害によ
りもたらされる社会的混乱からのビジ
ネスへの影響、また事業所への被害や
サプライチェーンへの影響

・�グループ内での情報収集、外部機関との契約等を
通じ、その予防・回避・影響の低減
・調達先管理の徹底、調達先の分散化
・�代表的な生産拠点に、定期的なリスク評価を実施
し、事業継続計画（BCP）を策定・見直し

 気候シナリオに対する戦略のレジリエンス 
長期経営構想およびAG2023の策定に際しては、社内で設定した1.5℃シナリオと4℃シナリオにお

いて、リスクと機会の評価や対応策の⽴案を行いました。1.5℃シナリオにおいては、各国の脱炭素政策
の強化等によるエネルギートランジションの加速に伴い、化石燃料ビジネスの縮小を見込むものの、
再生可能エネルギーや省エネルギービジネス等のニーズの高まりを想定しています。また、4℃シナリ
オにおいては、洪水などの⾃然災害増加に伴う事業所およびサプライチェーンへの被害、異常気象に
伴う農作物の収穫量低下や疾病の増加といった物理リスクの増大に起因する、防災ソリューションや
医薬品・食品生産関連ビジネスの拡大を想定しています。これらの気候変動に関するリスク・機会を、事
業セグメントとリスクの種類ごとに深掘りし、対応の方向性を策定・事業戦略に組み込んでいます。�

 想定される気候変動シナリオ 
不確実性の高い気候変動については、地球全体

に深刻で、広範、不可逆的な影響が生じる4℃シナ
リオ、2℃シナリオより厳しく温室効果ガスの排出
削減などが必要となる1.5℃シナリオへの対応を
含めて、2030年の社会を考察しています。

（出典）ARS�SYR�Figure�SPM.6
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気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

リスク管理体制
リスクの洗い出し、評価、優先順位付け、対応策・目標の設定と実行、対応策の有効性の確認と改善を

行うとともに、グループにおける効果的なリスク管理を実現するため、リスク管理の統括責任をもつ代
表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しています。�
気候変動を含めた外部環境、戦略、品質、環境、危機管理、企業倫理などのグループの企業価値に影響

を与える不確実性をリスクと定義し、「YOKOGAWAグループの企業価値を維持・増大していくために、
事業に関連する内外のさまざまな不確実性を統合的に管理する」ことを基本方針に、事業機会とコン
プライアンス・危機事象の観点から分類・管理しています。�

リスク評価とリスク管理の推進
気候変動に起因するマクロ経済動向や洪水などの大規模災害は、共通リスクとして全組織で評価を

行い、その結果は個別リスクの評価と合わせて重点管理リスクの選定に織り込まれます。グループの
各組織は、⾃律的なリスク管理活動の一環として年に一度リスクを洗い出し、評価するとともに、対応
策と目標を設定し、リスクの低減などの対応策を実行しています。また、各組織にリスク管理責任者を
設置し、グループのリスク管理のためのネットワークを確⽴しています。リスク管理委員会は、リスク
評価に基づき、グループとして重点的に管理すべきである重点管理リスクを選定しています。重点管
理リスクは経営会議で決定し、取締役会に報告しています。また、重点管理リスクに対する対策内容や
対策の進捗、リスクの状況については四半期ごとにリスク管理委員会で確認し、経営会議・取締役会に
報告するとともに、翌年の重点管理リスクの選定に反映させています。
リスクの評価においては、気候変動を含めた外部環境や戦略などの「事業機会のリスク」と、品質、環

境、安全衛生、情報セキュリティ、危機管理、企業倫理（横領、粉飾、データ改ざん、贈収賄、ハラスメン
ト）などの「コンプライアンス・危機事象のリスク」の重大度を、影響度および発生可能性の面から評価

しています。影響度を評価する際は、財務的・人的側面のほか、人権に関するリスクや気候変動への対
応など、社会・環境面での影響も考慮しています。また、ボトムアップの観点だけでなく、経営環境の変
化などを含むトップダウンの観点からも網羅的に評価しています。�
また、経営に重大な影響を及ぼすおそれがある事実、事件、災害、事故などの危機事象に対応するた

め、代表取締役社長を委員長とする危機管理委員会を設置しています。リスクが顕在化し、危機事象が
発生した場合には、情報収集と危機に迅速、適切に対応する指示を行い、人的な安全を確保し、経済的
な損失を最小限に抑えるとともに、企業の社会的責任を果たします。�
内部監査担当部署は、グループのリスク管理プロセスの有効性を評価し、重要な事項は取締役会お

よび監査役に年2回報告しています。

 重点管理リスク 
2021年度は、気候変動への対応を含む「SDGsによる市場要求の急激な変化のリスク」をグループの

重点管理リスクの一つに選定し、管理しました。2022年度は、脱炭素社会に向けた変革、⾃社のGHG削
減などの対応において外部環境の変革スピードに遅れるリスクを重点管理リスクに選定しています。

リスクの抽出 優先順位付け 対策の実施対応策・目標の
設定

リスクと機会の両
面から単年度およ
び中長期の気候変
動に伴う不確実性
を抽出

財務的・人的側面
と気候変動影響を
考慮し優先順位を
設定

優先度に応じ、対策
や目標を⽴案し、事
業計画に織り込み

計画に沿った対策
の実施と有効性の
確認・改善

�リスクマネジメントP.57

推奨開示事項：a）識別・評価プロセス
b）リスク管理プロセス
c）全体のリスク管理への統合の状況

リスク管理 気候変動リスクに対する識別、評価、管理の状況
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気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

 指標と目標 
�AG2023では、2030年度に向けたYOKOGAWAの貢献分野として、GHG排出の抑制と、安価で信頼で

きる持続可能なエネルギーへの転換による「カーボンニュートラルの達成」を設定しました。�
お客様とともに取り組んでいくビジネスの目標として、お客様事業のCO2排出抑制量10億トン

（2018年度～2030年度）を設定しています。お客様の再生可能エネルギー発電や低炭素発電の量を、
平均的な化石燃料の使用によるCO2排出量と比較し、その差分を実績として計上しています。さらに、
再生可能エネルギー技術開発の支援や、蓄電池の製造に使用されるシステムの提供について指標と
目標（2023年度）を設定して取り組んでいます。�
また、事業所における指標として、GHGプロトコルの方法論に基づいてScope1、Scope2、Scope3の

排出量を算出し、目標を設定しています。Scope1,2では、2030年度に2019年度比50%削減、2040年に
事業所のカーボンニュートラルを目指します。Scope3（カテゴリー1,11）については、2030年度に
2019年度比30%削減を目指します。これらの目標は、パリ協定が目指す気温上昇を産業革命前より
1.5℃に抑えるGHG排出水準を踏まえたものであり、当社は2022年8月現在、SBT（Science�Based�
Targets）の認定を申請中です。

 実績
2021年度のお客様事業のCO2排出抑制量は主に風力発電への貢献が大きく伸長し、2018年度から

の累計で3.3億トンとなりました。GHG排出量（Scope1,2）は、COVID-19の影響による抑制に加え、エ
ネルギー使用削減施策の実施やGHG排出量の少ない設備への更新などの取り組み、再生可能エネル
ギー由来電力への転換を促進することにより、2019年度比で10.5%削減しました。サプライチェーン
温室効果ガス排出量（Scope3）も、主としてCOVID-19の影響に伴うハード製品の物量減により、
Scope3の6割を占める「販売した製品の使用による排出（カテゴリー11）」の排出量が抑制され、2019
年度比で14%削減しました。目標達成に向けて、既存製品の低消費電力化、GHG排出量の少ない製品
やソリューションの開発を加速していきます。

注力領域 指　標 2023年度目標 2021年度実績

再生可能エネルギーの発電支援 お客様事業のCO2排出抑制量（2018年度からの累計）� 5億t-CO2 3.3億t-CO2

再生可能エネルギーの運搬、
貯蔵、活用支援

再生可能エネルギー向け計測器の売上高伸長率（基準年2020年度） 2.2倍� 1.7倍

電池電極用厚さ計の出荷台数伸長率（基準年2020年度）� 1.7倍� 1.6倍

（⾃社）事業所と
サプライチェーンのGHG削減

温室効果ガス排出（Scope1,2）（基準年2019年度）� 10%削減� 10.5%削減

温室効果ガス排出量（Scope3※）基準年2019年度 10%削減 12.7%削減

2023年度目標

指　　標 2030年度 （2040年度） 目標 2021年度実績

お客様事業のCO2
排出抑制量�

2018年度-2030年度累計10億t-CO2
（内、50%以上は再生可能エネルギー、新技術による）

3.3億t-CO2
(内、再生可能エネルギー2.2億t-CO2)

温室効果ガス排出量
（Scope1,2）

2030年度�50%削減（基準年2019年度）��
2040年度�100%削減� 10.5%削減

温室効果ガス排出量
（Scope3※） 30%削減（基準年2019年度） 12.7%削減

2030年度（2040年度）目標

※購入した商品とサービス（カテゴリー1）、および販売した製品の使用（カテゴリー11）を対象にしています。

お客様事業のCO2排出抑制量（累計）（億t-CO2）

（年度）20302019 2020 20212018

0.2 0.9

加速

2.6 3.3

10
2018年度～2030年度累計

サプライチェーン温室効果ガス排出量（Scope3）（t-CO2e）

（年度）2020 20212019

カテゴリー1,11
30%削減

657,090

2030

903,747 791,961 779,004

285,142

618,604 530,726

12%削減 14%削減

261,235

493,063

285,941

■ 上流　■ 下流

温室効果ガス排出量（Scope1,2）（t-CO2e）

（年度）204020302020 20212019

78,770 72,816 70,486

14,000

64,770 61,089

8%削減 10.5%削減

50%削減

100%削減

11,727

58,471

12,015

39,380

■ Scope1　■ Scope2

推奨開示事項：a）評価するための指標
b）GHG排出量と関連するリスク
c）目標と実績

指標と目標 気候変動のリスクと機会を評価・管理するための指標と目標

�Scope1、Scope2、Scope3の排出量はP.50、P51をご覧ください。
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人と社会は、企業を支える重要な存在です。
YOKOGAWAは、多様な人財がいきいきと働いて能力を発揮し、社会とともに成長していくことを目指します。
本章では、人財マネジメント、労働安全衛生や人権尊重に関する取り組みを中心に紹介します。

社会

Social
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人財マネジメント

社員エンゲージメントの向上
2021年グローバル社員エンゲージメントサーベイ結果と改善活動
2021年に実施したサーベイでは、前回の2019年の結果と比較し、エンゲージメントサーベイスコ

アのみならず、多くのカテゴリーで大幅な改善が見られました。一方で、いくつかの課題が見えてき
ました。まず、全社レベルと部署レベル両方で、「効率性」の改善が必要であることがわかりました。こ
れはYOKOGAWAの社員エンゲージメントのキードライバーであり、YOKOGAWAの中期経営計画
AG2023の成功の鍵でもあります。それぞれの組織レベルにおいて、非効率な業務を洗い出し、より効
率的な業務プロセスを構築していきます。
また、マネージャーと一般社員とのつながりを強化する必要があることもわかりました。多くの社

員がリモートで仕事を行っている現状を考えると、物理的な距離が、人間関係やコミュニケーション、
ひいてはエンゲージメントに支障をきたす可能性もあります。マネージャーと一般社員のつながり
を強化し、各々の目標やキャリア志向、キャリア開発について、さらにYOKOGAWAの中期経営計画
AG2023がそれらとどのように関係しているかについて、会話を促進していきます。

社員エンゲージメントの重要性
YOKOGAWAが企業価値を高め、持続的に成長していくためには、社員エンゲージメントの向上が

不可欠です。
社員エンゲージメントの向上により、組織としてのパフォーマンスが向上し、ひいてはステークホ

ルダーへの提供価値が高くなります。社員がYOKOGAWAのパーパス、ビジョン、価値観に共感し、組
織の一員として誇りを持てるようさまざまな取り組みを実施しています。

グローバル社員エンゲージメントサーベイの実施
社員エンゲージメントの向上には生産的な職場環境が整っていること、社員⾃身が心身ともに健

康であることが前提として必要です。また、組織のビジョン、ミッション、価値観の浸透や成長機会の
提供、適切な業績評価なども求められます。
これらに対する社員の満足度を包括的に把握するため、YOKOGAWAは定期的にグローバル社員

エンゲージメントサーベイを実施しています。サーベイの結果を分析して戦略に反映し、必要な対策
を実施することで、社員エンゲージメントの向上につなげていきます。

サステナビリティ目標：エンゲージメントサーベイスコア
社員エンゲージメントの向上を実現するため、サステナビリティ目標の指標の一つに「エンゲージ

メントサーベイスコア」を定めました。エンゲージメントサーベイスコアは、社員の職場環境に対す
る満足度や心身の健康の状況、社員エンゲージメントの水準を数値化したもので、グループ全社員を
対象に定期的に実施している「グローバル従業員エンゲージメントサーベイ」の中のカテゴリーの一
つです。中期的には、世界をリードするグローバル企業と肩を並べる高い水準の社員エンゲージメン
トを目指します。

エンゲージメントサーベイスコア

2030年度目標　世界トップ集団と同レベル
2023年度目標　81%
2021年度実績　80%

指標

目標と実績

グループ全体施策  
1. 効率性の改善 2. マネージャーと一般社員のつながりの強化

2021年に実施した社員サーベイではほとんどのカテゴ
リーでスコアアップが見られましたが、「効率性」のカ
テゴリーでスコアダウンが見られました。
全社レベル、各組織レベルにて、具体的問題点を特定
し、改善のためのアクションを行っていきます。

2021年に実施した従業員サーベイにおいては、一般社
員のスコアがマネージャーと比較し、全体的に低い傾
向が見られました。これは一般的に多くの企業でも見
られる傾向ですが、テレワーク下での従業員間のつな
がりの低下を一つの原因と捉え、改善していきます。

AG2023における人財戦略のポイント
YOKOGAWAは、「Yokogawa’s Purpose」を実現し、社会共通価値提供による成長（2030年度売上高1兆円規模のグループ企業像）を目指していきます。その原動力は社員一人ひとりの成長です。想定を超

える事業環境の変化に果敢に立ち向かい、変化に合わせてマインドチェンジをし、自らの能力やスキルを自発的に向上できる環境を実現していきます。
AG2023においては、社内オペレーションの最適化とマインドセットの変革（挑戦を奨励する企業文化や組織風土を醸成）をする人財戦略をグローバルに徹底していきます。新事業、新分野に進出するために

は、そこで必要とされるケイパビリティをもつ人財を、グローバルレベルで確保することが鍵となります。人財の質と量を見える化し、採用、教育、適正配置を行っていきます。採用やM&Aにより即戦力となる人財
を確保するとともに、社員のマインドチェンジを促し、リスキルするための教育環境を充実していきます。同時に「グローバルHRトランスフォーメーションプロジェクト」により、人事制度・プロセス・HRデータベー
スの統合を行い、適正配置の基盤をつくります。そして、人的資本である社員のケイパビリティ（人財力）とエンゲージメントを高める環境の実現により、グローバルチームの効率を最高に引きあげ、One 
Yokogawaで持続的に社会共通価値を提供していくことを目指し、人的資本経営を実践していきます。
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女性の活躍推進
ダイバーシティ推進の一環として、女性社員の

活躍を積極的に推進しています。2015年4月にダ
イバーシティを推進する専任組織を設置し、マ
ネージャーに占める女性比率を指標として、2023
年度までに横河電機単体で9.3%、グループ全体で
12.5%、2030年度までにはグループ全体で20%を
目標に取り組んでいます。2021年�4月には内部昇
格により初の女性執行役員2名が誕生しました。
また、横河電機では、女性リーダー候補者一人

ひとりの育成計画を作成して進捗状況を確認す
るなど、積極的な育成に取り組み、さらに、女性社
員を対象とするキャリア開発研修およびマネー
ジャーの意識啓発を図る研修やセミナーを開催しています。2022年3月には、社長と女性マネージャー
が登壇するパネルディスカッション「キャリアとリーダーシップ」を実施し、参加女性社員へエールを
贈りました。採用活動においては、採用者数の女性比率30％以上を目標とする中で、長期的には、社員の
男女比率の適正化を目指します。また、2016年3月から、女性活躍推進法に基づき「一般事業主行動計
画」を策定し、厚生労働省のウェブサイトに公表しています。2016年7月には、女性の活躍推進に関する
取り組みの実施状況が優良な企業として、厚生労働大臣の認定（5つの評価項目すべてを満たす認定段
階3（3つ星））を取得しています。

障害者の活躍推進
横河電機では1992年にノーマライゼーションプロジェクトを発足させて以来、一貫して障害者の積

極的な採用活動を継続しています。YOKOGAWAグループでは⾃⽴・⾃律性、向上心、チャレンジ精神を
キーワードに、上肢・下肢障害、聴覚障害、視覚障害、内部障害、精神障害、発達障害、知的障害のある社員
がそれぞれのスキルや経験を生かし、技術・製造・営業・事務などさまざまな分野で活躍しています。
グループ会社の一つである横河ファウンドリーは、障害者雇用促進法に基づく特例子会社に認定

されています。今後も、労働関係機関と連携を図りながら、障害のある社員の活躍を積極的に推進し
ていきます。

YOKOGAWAのDE&I宣言
　YOKOGAWAグループは多様性を重視した、インクルーシブで公平性のある企業文化の創出を大切
にしています。個々の人財がもつさまざまな違いをお互いに認め合い、それを「個性」として受け入
れ、誰もが安心して安全に⾃分らしく働ける環境のもと、その能力を最大限に発揮し、ビジネスに貢
献できるサステナブルな組織の構築を目指しています。
人種・国籍・性別・宗教・年齢・社会的身分・障害の有無にかかわらず、多様な経験・知識・感性・視点・

文化・背景・価値観などをもつ人財を積極的に採用・育成・登用しています。そして、デジタル技術を活
用して柔軟な働き方を実現し、相互尊重に基づくコミュニケーションと建設的なコラボレーション
を行うことで、お客様、パートナー、サプライヤーとのイノベーションと新たな価値の共創を促進し
ていきます。

グローバルでのDE&I促進活動
グローバルに事業を拡大する中で、多様な人財が活躍し続けることは、YOKOGAWAの強みであり必

須条件でもあります。YOKOGAWAでは、⾃律的に行動する挑戦意欲のある社員を支援し、グローバル
な視点でのキャリア形成を実現できるように、世界中どの国からでもグループ内の人財の公募に応募
できる制度を策定しました。
さらに、2020年度よりDE&Iのマインドセット研修を開催し、YOKOGAWAにおけるDE&I促進の重要

性や無意識の偏見がどのように行動に影響するかなどについて理解を深めました。2020年度は海外拠
点のリーダー層1,000人以上が受講し、2021年7月には全役員を対象に同研修を行いました。DE&I促進
活動は各国のグループ会社に広がっており、国際女性デーへの参画や理工系分野の女性技術者の支援
なども行っている会社もあります。
また、人権の教育にも積極的に取り組んでいます。2021年度は「YOKOGAWAグループ人権方針」に基

づいたeラーニングを複数言語
で実施し、延べ12,000人以上が
受講しました。2022年度もこれ
らのDE&I促進活動を拡大して
いきます。

シンガポールでの国際女性エンジニアリングデー

女性マネージャー数※と比率の推移

10

女性マネージャー数（名）

2005
年度

21

2015
年度

23

2016
年度

28

2017
年度

36

2018
年度

42

2019
年度

52

2020
年度

58

0.7

3.2 3.5
4.3

5.4
6.3

7.7
8.6

2021年
年度

比率（％）

※原籍が横河電機の社員

女性管理職比率 障害者雇用率（日本）

2030年度目標　20.0%
2023年度目標　12.5%
2021年度実績　12.6%

2023年度目標　2.5%
2022年度実績　2.46%

指標

目標と実績

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE＆I）

人財マネジメント
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社員と会社が共に成長し続ける企業文化へ 
 Learning Company実現に向けたYokogawa Universityの取り組み 
変化する時代の中で、お客様や社会に対して常に大きな価値を創出し続けられるよう、2018年10

月に企業内大学「Yokogawa�University」を開校し、社員が幅広い分野の専門知識やスキルを⾃ら身に
付け、磨き続けるための環境を提供しています。学習の方法は、世界各国の社員が共通して学べるよ
う、時間や場所の制約がない�eラーニングを主体としていますが、各拠点に講師を配置できるよう、
各拠点での講師育成にも取り組んでいます。ま
た、役員が講師となって社員への教育も行って
います。�
誰もが⾃発的に挑戦し続ける機会をつくり、

意欲ある人財の学びの早期化を可能にするとと
もに、教え学び合う風土（Learning�Company）を
実現し、社員の成長を通じて組織として永続的
に成長できる企業への変革を目指しています。��

 AG2023に寄与するコンテンツの拡充  
学習するコンテンツは、リーダーシップやファイナンスなど社会人の基礎力として求められるビジ

ネスリテラシー、既存事業の変革および知の伝承に必要な営業やサービスなど機能別のテーマ、新事
業とビジネスモデル変革に必要な新技術などの大きく3つの切り口に分類されており、外部のeラーニン
グも活用しながら拡充しています。2018年10月の開校時は約120コンテンツでスタートしましたが、
2022年3月末には約2,700コンテンツまで拡充しました。今後、AG2023の目標達成につながるハード、
ソフト面のコンテンツをさらに拡充していきます。一人ひとりが学んだことを実践で活用し、より多く
の付加価値を生み出し、会社の成長につなげていきます。

グローバルタレントマネジメントシステム 
YOKOGAWAの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のためには、グローバルに成功をもたら

すことのできるリーダーの育成が大きな経営課題です。そこで2018年度より、将来の経営を担う
リーダー人財の発掘・育成を計画的に行うための組織を⽴ち上げ、グループ横断で戦略的な人員配置
や人財開発に取り組んできました。�
今後、より活動を充実化し、早期により多くのリーダーを育成していきます。�

Yokogawa Leadership Competency　YOKOGAWA人に求められるコンピテンシー
ビジネス・市場の見識や戦略的思考/影響力の発揮・エンゲージメント

組織目標・成果の創出/⾃己の成長

YOKOGAWA Citizenship　シチズンシップ
必須の基礎知識・ルール/コンプライアンス/�Diversity�&�Inclusion�

論理思考 ISMS 石油・化学プロセス

マーケティング プログラミング言語 Product�Knowledge

リーダーシップ Cloud�Computing 再生可能エネルギー

デザインシンキング ロボティクス 大規模PJTマネジメント

コミュニケーションスキル サイバーセキュリティー 発電設備

イノベーション Artificial�Intelligence Solution�Knowledge

アカウンティング＆ファイナンス IoT/Data�Analytics� 営業スキル

Business Literacy IT Literacy &
 New Tech Frontier

Industry Knowledge & 
Specialized Courseビジネスパーソンとして

必要な知識・スキル 新たに獲得すべき知識・スキル 既存領域で必要な知識・スキル

Yokogawa�University�Learning�Categories

基盤

上級

中級

初級

社内講師によるeラーニング講座

重要な経営資源である多様な人財は、YOKOGAWAの成長の鍵であり、新しい価値を創造していくための源泉です。YOKOGAWAは、中期経営計画AG2023の目標達成を目指して「事業変革に向け
た人財力強化のスピードアップ」を推し進め、お客様とのCo-innovationを通じて、お客様とともに新しい価値を創造しています。さらに、さまざまなステークホルダーの皆様に対して「Trusted 
Partner」「Respectful Citizen」であるために、社員一人ひとりがYOKOGAWAの使命と目的に共感し、思い描くキャリアに向けて挑戦できる仕組みを整え、グループ一丸となって働きがいのある風
土づくりを進めていきます。 

1人あたりのトレーニング時間

2023年度目標　1人あたり年40時間
2021年度実績　28時間（横河電機）

指標

目標と実績

人財開発

人財マネジメント
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安全で働きやすい職場環境
ワーク・ライフ・マネジメントの推進 
社員を取り巻く環境、価値観は、ライフステージなどにより絶えず変化しています。その変化に応

じて、社員がより安心して仕事に専念できるように、コアタイムなしのフレックスタイム制度、テレ
ワーク制度、時間単位休暇制度など柔軟性のある勤務制度を整備して、社員のワーク・ライフ・マネジ
メントを支援しています。横河電機では子育てと仕事の両⽴について、就労面では、小学校入学始期
まで利用できる育児時間や子供の看護休暇などの制度、経済面では、子供1人につき年1回10万円を
支給する次世代育成支援金制度などがあります。これらの制度は、男女を問わず多くの社員が利用し
ており、復職後も働きやすい制度の充実や職場の理解と支え合う風土により、育児休職取得者は、ほ
ぼ全員の復職を実現しています。また、より育児休職を取得しやすくするために、子供が生まれた本
人と上司に対して、育児において利用できる制度の周知を行うとともに、制度面においても、育児休
職期間の最初の1週間は有給にするなどの整備を行ってきました。�
その結果、男性の育児休職取得率は、1％台から36.8%（2021年度実績）へ増加しています。さらに

は、本社敷地内に東京都認証保育所ポピンズナーサリースクール武蔵野を誘致し、社員はもちろん地
域の方の子育てと仕事の両⽴も応援しています。これらの活動が評価され、2021年2月に子育てを支
援している企業として東京労働局長からプラチナくるみん認定を受けています。2016年度に横河電
機で導入したテレワーク制度や時間単位休暇制度は、時間や場所にとらわれ
ないワークスタイルとして、育児や介護を必要とする社員に限らず、多くの社
員が利用しています。利用しやすい風土づくりの一環として、制度を有効活用
している社員の働き方や社長メッセージを社内報へ掲載したり、多様な働き
方の事例や制度を紹介する情報サイトをイントラネット上に開設したりする
など、さまざまな媒体を利用して制度の活用を推進してきました。

ニューノーマル時代の働き方への変革 
ニューノーマル時代の働き方として、これまでの出社を前提とする働き方から、業務の内容や目的、

ライフスタイルに応じて、効率的にアウトプットが出せる場所を⾃律的に選択する働き方へと変えて
いくことをグローバル方針として掲げ、テレワーク中心の新たな働き方への変革を進めています。
COVID-19への対応においては、原則テレワーク勤務へと切り替え、緊急事態においても事業活動を
止めることなく進められており、BCPの観点においても機能しています。横河電機においてはロケー
ションフリーの働き方ができる遠隔地勤務制度を2021年4月から導入し、
2022年6月時点で約40名の社員が通勤圏外での勤務を行っています。これ
らの取り組みが評価され、⽇本テレワーク協会の第22回テレワーク推進
賞�優秀賞を受賞しました。
優秀な人財の獲得や社員のエンゲージメント向上のみならず、

YOKOGAWAが持続的に成長をしていくための要件として、新たな働き方
変革に挑戦しています。�

ハラスメント防止
YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループ行動規範」に「嫌がらせ（ハラスメント）の禁止」を定め、ハラ

スメント防止に取り組んでいます。ダイバーシティを推進し、多様な人財が活躍できる環境を整える
ため、2016年度に、「ハラスメントに対する会社方針」の改定および「ハラスメント防止ガイドライン」
の策定を行いました。お互いを尊重し、セクシャルハラスメントやパワーハラスメント、育児・介護休
業などの利用を阻害するハラスメント、ストーカー行為、性的マイノリティ（LGBT）への差別的な言
動など、一切のハラスメント行為を許さないことを横河電機および国内グループ会社の社員に周知
し、遵守・実践を図っています。
また、横河電機内には「横河グループ総合相談窓口」を設けており、横河電機および国内グループ会

社の社員が、ハラスメントを含むさまざまな相談をすることができます。相談があった場合は、相談
者のプライバシーに配慮しながら、相談者の意向により、必要なヒアリングや職場実態を調査しま
す。ハラスメントの事実があった場合は、ハラスメントを行った本人に対し、厳正な処分を行ったう
えで、再発防止の対策を求めるなど、適切な指導をしています。相談者および事実関係の確認に協力
した社員に対し、不利益な取り扱いをすることはありません。

プラチナくるみんマーク
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安全で働きやすい職場環境

健康経営 
YOKOGAWAが持続的な価値を提供し社会課題の解決をリードしていくためには、健康を経営的視

点で捉え、戦略的に実践する「健康経営」の推進が必要不可欠です。社員の⾃律的な健康づくりを支援
し、心身の健康増進、やりがい、幸福感を向上させることで、グループ全体での社員エンゲージメント
や生産性向上に繋げることを目的としています。
2016年には社員の健康に関する取り組みをさらに加速していくため、健康経営の基本方針として

「健康宣言」を制定しました。横河電機では、代表取締役社長が最高健康責任者となり、総括安全衛生
管理者である労働安全衛生担当役員を中心とした経営陣の牽引のもと、安全衛生委員会を核に人財
総務本部の診療センター、国内人財統括部、総務部が担当部署として産業医や横河電機健康保険組
合、労働組合と連携し、健康経営を推進しています。これまでに社員の健康維持・増進に関する施策と
して、場所や時間にとらわれない働き方や働きやすいオフィス環境の整備、労働時間管理、健康増進
施策などに取り組んできています。これらの取り組みにより横河電機は2017年度から経済産業省の
「健康経営優良法人※」を継続して取得しており、また2017～2019、2021年度には「健康経営優良法人
（ホワイト500）」にも認定されています。
※�「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。�

 健康増進施策
横河電機では2015年度から健康増進施策として「健康開発プログラム」

を実施してきました。これは社員⾃身がコンディションを確認し、セル
フケアを進め、健康を増進させる取り組みです。1週間の歩数、当⽇の問
診（運動・食生活・飲酒・喫煙・睡眠・認知のくせなど）、体組成や体力の測
定に加え、過去の健康診断所見を参照し、産業医が社員一人ひとりに生活習慣改善のポイントを具体
的に指導するものです。
コロナ禍でテレワーク中心の働き方へ変化する中、従来の出社を前提としていた「健康開発プログ

ラム」を見直し、2022年度より新たに健康増進プログラム（通称：Let’s�シャイン！)を展開しています。
組織単位のウォーキングイベントなど社員同士がつながりを感じながら、そして楽しく健康的な

生活習慣を身に着けられる取り組みを実施しています。

 健康に関わるデータの活用
横河電機では、2020年度から健康診断やストレスチェック、健康開発プログラム、勤怠などのデー

タ集計・分析を始めました。結果は安全衛生員会で共有し、さまざまな健康増進施策に活かされてい
ます。データに基づく施策の推進により社員の健康リテラシーが向上することで、社員エンゲージ
メントや生産性の向上、組織の活性化を目指します。�

 心身ともに健康増進に向けた学びの機会を提供 
社員の⾃律的な健康行動を促進するために、eラーニング、マネージャー研修、各種セミナーなどの健

康教育、運動・喫煙に関する各種イベントの実施などを通して、社員の健康意識の向上を図っています。�

 健康で充実した会社生活を送るために社員支援プログラム（EAP）を推進
社員が健康障害やライフステージの変化によって本来の能力を十分に発揮できない状態を回避

し、継続して高いパフォーマンスを発揮できるように社員支援プログラム（Employee�Assistance�
Program：EAP）を導入しています。EAPでは、現状に合わせて制度を見直しながら働きやすい環境を
整え、ストレスなどのケアを含めたメンタルと、復職支援などのキャリアの両面から社員をサポート
し、社員が健康で充実した会社生活を送れるよう努めています。

経営層も積極的に参加する
健康開発プログラム（体組成測定）

周知活動 eメールやホームページを活用して関連情報を提供し、メンタルヘルスに関する理解の促進に取り組んでいます。

メンタルヘルス研修 新人研修・新任マネージャー研修などを実施し、予防・早期発見に努めています。

健康調査
（ストレスチェック）

ストレスチェックの結果を基に職場のストレス要因を把握し、その予防・対処・解消などを支援し、快適な職場づくりを目指
して職場と一体となった活動を展開しています。

復職支援 メンタルヘルス不調者、休職者、復職者のケアおよびよりスムーズな職場復帰と再発防止に向けて、段階に応じて本人・職
場への適切な支援ができるよう、体制を整備し取り組んでいます。

健康増進プログラム
社員一人ひとりの心身の健康度アップを目的に生活習慣、とりわけ運動習慣の改善を柱とした「健康増進プログラム」を
実施しています。運動は身体的疾患だけでなくメンタル系疾患の予防にも有効とされており、社員⾃身がコンディション
を確認しセルフケアすることで健康増進を図ることを支援するものです。

相談対応 社内・社外の相談体制を確⽴し、メンタルヘルスのみならず人間関係やキャリアに関する悩み、セクハラ、パワハラ、差別
（LGBT含む）など、あらゆる相談に応じています。

社員支援プログラム（EAP）

�YOKOGAWAは、心身の健康の維持・増進に⾃ら努める社
員を支援し、いきいきと活力のある職場を作り、より豊か
な人間社会の実現に貢献できる会社を目指します。

健康宣言
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 人財育成に注力するための施設
YOKOGAWAには、新入社員教育をはじめ、さまざまな人財育

成で活用する「ラーニングセンター」があります。研修の人数や
内容に応じてさまざまな大きさ、レイアウトに変更できる部屋
を利用でき、対面、オンラインどちらでも快適に研修が行える
環境が整っています。

 多様性を受け入れるための環境づくり
社員の多様化が進み、一人ひとりの「違い」を理解し、誰もが働きや

すい環境を実現するための環境づくりにも注力しています。

�������礼拝室
宗教上の理由で就業時間中にも礼拝が必要な社員のための施設

を設置しました。
�������女性のための休憩室
子育て中の社員とコミュニケーションする中、「育児中に安心し

て搾乳できる場所がない」、「妊娠中など足を伸ばせる場所が欲し
い」、「一時的に横になれる場所が欲しい」といった声があがりまし
た。一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる環境の整備は重
要な課題であり、妊娠中や育児中の女性も安心して働ける職場環
境を整えることが急務でした。そこで横河電機では女性が搾乳し
たり体調を整えたりするために、安心して休憩することができる
スペースとして、「女性のための休憩室」を設置しました。
働きながら母乳育児を選択できるように、母乳の保管のための

冷蔵庫・冷凍庫、搾乳機の消毒のための電子レンジなどを設置し、
必要な環境を整えました。利用した女性社員からは、「出社したときに利用していて、助かっていま
す」や、妊娠中の社員からも「基本テレワークをしているが、出社⽇には休憩室があるというだけで
心強い」という声が届きました。

礼拝室

女性のための休憩室

ラーニングセンター　YOKOGAWA Campus

ワークプレイス変革 
在宅勤務とオフィスでの勤務を併用することを前

提に、ワークプレイス変革に取り組んでいます。社員
が安心・安全かつ⾃律的に働く環境を選べるようにオ
フィスづくりをしています。個人業務に向き合う「集
中の場」、社内の協業を促進する「コラボレーションの
場」、新たな発想を生まれやすくする「リラックスの
場」などさまざまな用途に合わせたスペースをつくっ
ています。

 開発職場でもワークプレイス変革に挑戦 
開発職場のオフィスは、業務内容の特性上、ワークプ

レイス変革に着手しづらい場所でした。しかし、開発職
場で働く社員も新たな働き方に挑戦していきたいとい
う声が高まり、開発職場の社員がプロジェクト体制を
組んでオフィスのリニューアルに取り組みました。�

 サードプレイスとしてシェアオフィスを導入  
これまではオフィスで働くことが当たり前でした

が、⾃宅で働くことも私たちの⽇常となりました。今後
はオフィス、⾃宅以外の場所も各⾃の都合に合わせて
選んで働けるよう、シェアオフィスの利用を可能にし
ました。

フリーワークスペースは状況に応じて活用方法を変更。コラ
ボレーション重視からソロワーク重視への変更も可能

リニューアルした開発職場 

社員が自律的に選んで働けるシェアオフィス
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労働安全衛生の取り組み
YOKOGAWAグループでは、労働安全衛生マネジメントシステムを導入し、労働安全衛生に関わる

活動水準の継続的な向上とリスクの低減を推進しています。リスクアセスメントの実施による潜在
的なリスクの除去・低減活動、グループ会社を対象とした内部監査による活動の評価・見直しを定期
的に行うことで、労働安全衛生水準の段階的な向上を図っています。さらに、ヒヤリハット・ニアミ
スの分析と対策、安全衛生パトロールなど、従来からの活動を融合させ、仕組みの有効性を高めてい
ます。またCOVID-19のパンデミックによる、感染拡大防止対策の一つとして、テレワーク（在宅勤務）
を導入しています。職場環境と同様に、テレワーク環境についても、労働災害防止の取り組みを行っ
ています。

労働安全衛生方針
YOKOGAWAグループは「労働安全衛生は経営の基盤である」という認識の下に、YOKOGAWAグ

ループで働くすべての人々の、安全の確保、健康の保持増進を推し進め、快適な職場を提供していき
ます。
���労働安全衛生マネジメントシステムを確⽴し、役割・権限・責任を明確にして、労働安全衛生マネジ
メント活動を推進します。
���法規制等を遵守するとともに、必要な⾃主基準を設け、労働安全衛生の向上に努めます。
���労働安全衛生に関わるリスクアセスメントを実施し、リスクの除去・低減に努めます。
���YOKOGAWAグループで働くすべての人々並びにお客様、株主、地域社会、お取引先様などとの良好
なコミュニケーションを促進します。
���YOKOGAWAグループで働くすべての人々に、労働安全衛生を確保するための必要な教育・訓練を実
施します。
���定期的に監査を実施し、労働安全衛生マネジメントシステムを継続的に向上させます。

労働安全衛生マネジメントシステムの運用
定期的、あるいは、業務内容や作業方法等に変更があった時に行うリスクアセスメントと対策の実

施による潜在的なリスクの除去・低減活動、およびグループ会社を対象とした内部監査による活動の
評価・見直しを行うことで、労働安全衛生水準の段階的な向上を図っています。また、派遣社員や業務
請負作業者を含む、グループで働く人とコミュニケーションを取りながら、労働安全衛生マネジメン
トシステムを展開しています。さらに、ヒヤリハット・ニアミスの分析と対策、安全衛生パトロールな

  労働災害の撲滅・低減
YOKOGAWAグループで働くすべての人々の安全を確保し、健康を保持増進する。

  労働安全衛生マネジメントシステムの確立・維持・向上
（1） PDCAの実行と情報共有により、労働安全衛生活動の継続的な向上を図る。
（2） すべてのグループ会社でリスクアセスメントを実施し、リスクの除去・低減を図る。
（3） 内部監査の実施により、労働安全衛生レベルの維持・向上を図る。
  法規制等の遵守
労働安全衛生に関わる法律、規則、条例等を遵守する。

  労働安全衛生活動の実施
（1）安全の確保、健康の保持・増進を図る活動
（2）交通安全意識高揚のための活動
（3）労働安全衛生教育
（4）防火・防災訓練
  労働安全衛生情報の開示
労働安全衛生に関する取り組みや成果を開示し、YOKOGAWAグループで働く人々並びに社会とのコ
ミュニケーションを図る。

労働安全衛生マネジメント体制

横河電機　社長

YOKOGAWAグループ労働安全衛生担当役員

YOKOGAWAグループ労働安全衛生統括部署 部署長

��統括責任者
��事務局

横河電機
��統括責任者
��事務局

国内グループ
各社

��統括責任者
��事務局

海外グループ
各社

YOKOGAWAグループ労働安全衛生目標

ど、従来の活動を融合させることで、仕組みと活動の有効性を高めています。
仕組みと活動の有効性を高めるために、2023年度までに、主要12拠点すべてで労働安全衛生マネ

ジメントの国際規格であるISO45001の取得することを目指しています。

安全で働きやすい職場環境

ISO45001認証取得実績

2023年度目標　主要拠点での取得（12拠点）
2021年度実績　主要拠点での取得（9拠点）

指標

目標と実績
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労働安全衛生教育・訓練
YOKOGAWAグループ全体の活動水準を維

持・向上させ、労働災害を撲滅することを目的
に、グループ全社員を対象とした啓発活動に注
力しています。品質、環境、労働安全衛生に関す
る啓発プログラム「YOKOGAWA�QHSE月間」の
ほか、「滑り、つまずき、転倒の防止」を徹底する
教育などを実施しています。また、労働安全衛
生活動を担当する新任者などを対象とした教
育、安全衛生委員会での学習会、お客様のプラン
トや工場などにおける作業時の安全確保に関
する研修、交通安全講習などを行っています。
COVID-19の感染拡大防止対策の一つとして、テレワーク（在宅勤務）を導入しています。テレワー

ク（在宅勤務）時の安全確保および健康維持のための教育、テレワーク実施期間の職場における教育
および訓練を実施しています。

Yokogawa Safety Handbook
労働災害の撲滅・低減を達成するための施策

の一つとして「Yokogawa�Safety�Handbook」を
発行しています。このグループ共通のガイド
は、グループで働く人が、安全確保および安全
行動のために参考にするものです。
9つの安全原則と、労働安全衛生に関わる3つ

の心得で構成されています。9つの安全原則で
は、労働災害のリスク低減にポイントを置いて
います。また、労働安全衛生に関わる3つの心得

休業災害発生率（YOKOGAWAグループ） 労働災害発生率（YOKOGAWAグループ）

避難訓練（横河電機）

Yokogawa Safety Handbook

2021年度2020年度2018年度 2019年度2017年度

従業員　　 派遣・請負0.6

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0

労働災害発生率＝（休業災害件数+不休災害件数）÷延べ実労働時間×100万休業災害発生率＝休業災害件数÷延べ実労働時間×100万

では、安全な職場環境の構築・維持に役⽴つトピックスを紹介しています。このガイドは多言語に翻
訳し、グループ全社員に配布しています。

労働災害の撲滅・低減
2021年度は、出社および出張の機会が増え、労働災害が増加しました。労働災害が発生した場合

は、派遣社員や業務請負作業者が被災したものを含めて、原因究明を行い、対策を実施しています。
そのうえで、教訓をグループ内に水平展開することにより、同種の災害の再発防止に役⽴てていま
す。また、四半期ごとに労働災害の実績を集計・分析し、労働災害の撲滅・低減、活動内容の改善に取
り組んでいます。

2021年度2020年度2018年度 2019年度2017年度

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0

安全で働きやすい職場環境 
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人権デューディリジェンス
YOKOGAWAは、事業活動、サプライチェーンおよびその他のビジネス上、人権に負の影響を与える可

能性を特定、防止、軽減し、どのように対処するかについて責任を果たすための人権デューディリジェンス
を進めています。�
労働安全衛生、労務管理、購買・販売管理についてはそれぞれグループ全体を対象とする内部統制

システムを構築しており、リスクの低減や発見された問題の是正を行っています。

 人権に関する通報・相談窓口と救済措置
YOKOGAWAが直接的に引き起こしている人権侵害、および間接的に関与している可能性のある人

権侵害を早期発見し是正するため、YOKOGAWAグループで働く人すべてを対象とする、相談・通報窓
口を社内に設置するとともに、サプライヤー向けのヘルプラインを設けています。また、お客様やお
取引先様、地域社会など、外部のステークホルダーからの人権侵害に関わる通報・相談については、
ホームページのお問い合わせで受け付けています。匿名での通報・相談も可能としており、通報者の
プライバシーの保護、通報者への報復行為や不利益な取り扱いの禁止を定めています。�各ステーク
ホルダーから寄せられた人権侵害事象については、企業倫理・人事・調達・法務部門等が連携して調査
し、助言・啓発など適切な救済措置を講じ、再発防止に取り組みます。��

YOKOGAWAグループ人権方針
YOKOGAWAグループは、「YOKOGAWAは計測と制御と情報により持続可能な社会の実現に貢献す

る　YOKOGAWA人は良き市民であり勇気をもった開拓者であれ」という企業理念を掲げ、お客様の
生産性向上とビジネス変革を支援するさまざまなソリューションを提供し、産業界、そして社会を支
えています。そしてこれからも、お客様、パートナーの皆様とともに、コーポレート・ブランド・スロー
ガン「Co-innovating�tomorrow」のもと、明⽇をひらく新しい価値を創造してまいります。�
YOKOGAWAグループのすべての事業活動は人権の尊重を前提に成り⽴っており、私たちは、事業を

展開する世界各国・地域でのさまざまな人権課題について理解を深め、その解決に積極的に関与する
ことで、人々の尊厳が守られ、敬意が払われるように力を尽くさなくてはなりません。その責務を果た
すための指針として、「YOKOGAWAグループ人権方針」を策定し、次の内容について定めています。
1.�人権に関連した法令の遵守と国際行動規範の尊重
2.�人権デューディリジェンスの実施
3.�YOKOGAWAグループの人権の重点課題
4.�コミュニケーションとエンゲージメント
本方針の詳細は、当社グループウェブサイトにて開示しています。�

人権尊重のための体制
YOKOGAWAグループ人権方針は、取締役会の承認により定められています。代表取締役社長を当社グ

ループの人権に関わる最高責任者とした社内体制を整備し、継続的な取り組みを実施しています。人権に
関係する部門から担当者を選出した人権実務者会議が具体的な人権に関する取り組みを進めています。�

人権相談から問題解決までの流れ

被害の通報 YOKOGAWA
ヘルプライン（受付）

調査 侵害事実の
有無を判断

救済のための
措置

措置結果の
通知

ホームページのお問い合わ
せで受け付けています。
受付後に担当者が具体的な
被害についてお聞きします。

企業倫理・人事・調達・法務部門が連携して、
調査し侵害の有無を判断をします。
※侵害事実を認定できない場合もあります。

援助、啓発など、適切な救
済措置を講じ、再発防止
に取り組みます。

人権尊重

�「YOKOGAWAグループ人権方針」全文はウェブサイトで紹介しています。
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 人権リスク評価
人権リスク評価は、企業の方針、事業活動の内容、内部統制システムの運用状況の確認に加え、関係者

へのヒアリングにより、取り組みの優先度の高い人権課題を特定するものです。優先度は、事業活動や
取引関係を通じて悪影響を及ぼすリスクの重要度と、リスクへの影響力の2つの観点から評価します。�

リスクへの影響力
（関連性、影響力、管理状況）

リ
ス
ク
の
重
要
度

︵
範
囲
︑規
模
︑修
復
可
能
性
︑実
現
可
能
性
︶

Tier�

Tier�

Tier�

紛争への関与

環境・社会への影響

労働安全衛生（SC）
強制労働・奴隷労働（SC）
児童労働（SC）
労働環境（SC）
SC：サプライチェーン

強制労働・奴隷労働（従業員）

労働環境
（従業員）

労働安全衛生
（従業員）

公平な
ビジネス慣行 製品・サービスに関する

品質と安全性

救済システム

児童労働（従業員）

高

高

低
低

中

中

YOKOGAWAグループの人権リスク

  人権リスクアセスメント活動
   自社の生産拠点に対して、「強制労働・奴隷労働」「労働安全衛生」「労働環境」などに関するSAQを実施
しました。
  重要なお取引先様への人権デューディリジェンスの実施

   専門家の知見、業種別評価によりお取引先様の事業所を選定し、お取引先様によるSAQを活用した人
権デューディリジェンスを実施しました。
  グループ従業員に対する人権に関する教育・啓蒙の実施

   人権方針が、当社で働くすべての人々に理解され、実践されるよう、人権尊重に関する教育・啓蒙を実
施しました。教育資料の多言語化（英語、スペイン語、ポルトガル語、日本語）により実施率を向上、さ
らに受講者からのフィードバックにより資料の内容を改訂するなど、継続した改善を行っています。
  人権に関する通報・相談窓口と救済措置

   人権侵害事象を早期発見し是正するため、社員を対象とした相談通報窓口、サプライヤー向けのヘル
プラインを設けています。通報受付後の対応プロセスを見える化するべく、人権相談から問題解決ま
での流れを開示しました。

2021年度の人権に関する主な取り組み

1  関連性

YOKOGAWAにとって、最も関連
性の高い人権の特定

2  重要度
リスクの深刻度、起こりうる可能
性に基づき、人権リスクの重要度
を決定

3  優先順位付け
YOKOGAWAとの関連性、影響力、
管理状況によってプライオリティ
付け

デューディリジェンスの対象とする主なステークホルダー：
従業員（直接雇用／間接雇用）、女性と少女、子供、地域社会、移民労働者、先住民、サプライチェーンの労働者、その他（農村
部の人々、低所得者層、教育水準が低い人々）

人権リスクの特定プロセス

YOKOGAWAは2021年度、⾃社の生産工場13拠点に対して、「強制労働・奴隷労働」「労働安全衛生」「労
働環境」などに関するSAQ（Self-assessment�questionnaire）を実施しました。対策を講じるべきリスク
の高い拠点はなかったものの、人権侵害のリスク低減に向けてコミュニケーションを継続していきま
す。またサプライチェーンにおける人権侵害リスクを低減するため、お取引先様の事業所へ環境保全や
人権に関するSAQを送付し、その回答を評価しました。高リスク（SAQスコアが50%未満）の事業所17か
所へは、改善に向けたコミュニケーションを行います。�

リスク評価の結果、環境・社会への影響、強制労働・奴隷労働（従業員）、労働安全衛生（従業員）、公平
なビジネス慣行、製品・サービスに関する品質と安全性、労働環境（従業員）の6項目が取り組みの優先度
の高い人権リスクと評価されました。優先度の高い人権リスクについては、国や地域の特性も踏まえて
さらなるリスクの低減に取り組み、問題の可能性が発見された場合には適切な対応を図っていきます。

人権尊重
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コミュニティ・エンゲージメント
YOKOGAWAは、企業も社会の一員であることを自覚し、「良き市民」として地域との調和を目指しています。事業を通じて社会

に貢献するだけでなく、幅広い地域貢献活動を推進し、事業を展開する世界のあらゆる国や地域で、地域や社会の共通の目標の達
成に協力し、その発展に貢献します。

また、社員が「良き市民」として地域貢献活動に参加することを支援し、地域コミュニティの人財育成、環境保全活動をはじめ、
社員が有するさまざまなスキルや能力を活用できるボランティアプログラムを提供しています。

社会貢献活動の基本方針
企業理念および行動規範に基づき、本業に関わりのある分野

を優先した社会貢献活動を行っています。

社会貢献活動ガイドライン
「YOKOGAWAグループ社会貢献活動ガイドライン」を定め、グ

ループの社会貢献活動を推進しています。寄付および経費支出を
伴う社会貢献活動は、決議・決裁の手続きと基準を明確にし、活動
の透明性を確保しています。

社会貢献活動実績 
2021年度の社会貢献活動として、資金援助（1億9,945万円）、物

品の支援や施設の開放（1,271万円相当）、社員による支援活動
（1,873万円相当）を行いました。
実施している社会貢献活動をSDGsの目標で分類すると、一番

件数の多い活動は目標4の教育の促進に関するものです。
SDGsの17目標のうち、計15の目標に貢献しています。

赤十字孤児院の子供たちによる横河ナイジェリア
子会社の社会科見学

Taiwan Fund for Children and Families (TFCF)に
協力して孤児院を支援

小峰工場（あきる野市）での地域清掃活動

優先分野

  事業をしている地域
  事業をしている分野
  大規模災害
  社会の発展への貢献

目標1. 貧困をなくそう 
    衣類、生活、学習用品支援（日本、中国、アメリカ、韓国） 

目標2. 飢餓をゼロに 
  食事・生活の支援（シンガポール、インド、韓国） 

目標3. すべての人に健康と福祉を 
  文化行事への支援（日本）
  スポーツ団体・イベントの活動支援（日本、マレーシア、オーストラリア、
オランダ）
  母子健康増進活動の支援（日本、カンボジア、ミャンマー）
  低所得者、障害者への支援（日本、インド、台湾、中国）
  高齢者施設の慰問、支援（マレーシア）
  献血活動、医療機関への寄付（日本、フィリピン、インド、台湾、アメリカ、
バーレーン）
  災害（洪水、台風）救済支援（マレーシア）
  COVID-19対策支援としての寄付、寄贈（シンガポール、ベトナム、インド、
イギリス） 

目標4. 質の高い教育をみんなに 
 地域教育プログラム・教育活動支援

   （日本、シンガポール、ベトナム、中国、インド、韓国、オランダ、ドイツ、イギ
リス、スコットランド、イタリア、スペイン、ポルトガル、オーストリア、ク
ロアチア、ポーランド、ノルウェー、ロシア、アメリカ、カナダ、メキシコ、ブ
ラジル、ペルー、パラグアイ、UAE、サウジアラビア、カタール、南アフリカ） 

目標5. ジェンダー平等を実現しよう 
 女性活躍支援（日本、オーストラリア） 

目標6. 安全な水とトイレを世界中に 
  河川清掃、給水支援（日本、中国、オランダ） 

目標8. 働きがいも経済成長も 
  調達関連ツール提供（日本） 

目標10. 人や国の不平等をなくそう 
  先住民顕彰記念式典（オーストラリア） 

目標11. 住み続けられるまちづくりを 
 災害被災地支援（フィリピン、ドイツ、トルコ）
 地域ボランティア活動（日本）
 地域イベントへの貢献（ベトナム）

目標12. つくる責任　つかう責任 
  廃品の利活用（タイ）
 PETボトルの再利用支援（タイ） 

目標13. 気候変動に具体的な対策を 
  植林活動（日本、ロシア） 

目標14. 海の豊かさを守ろう
 プラごみ削減活動（日本、バーレーン）  

目標16. 平和と公正
 ウクライナへの寄付（オランダ） 

目標17. パートナーシップ 
  外部機関との連携（日本、中国、韓国）

2021年度の主な社会貢献活動と貢献するSDGs
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気候変動や環境問題は事業だけでなく、人類の存続にも影響を及ぼすことが懸念されています。 
YOKOGAWAは、地球環境保全に主体的に取り組んでいます。 
本章では、環境保全に関する取り組みを紹介します。 

環境

Environment
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環境方針
企業理念「YOKOGAWAは計測と制御と情報により持続可能な社会の実現に貢献する」に基づき、環

境保全活動を推進し、2050年に向けたThree�goalsの達成に取り組んでいます。

���環境マネジメントシステムを確⽴し、役割・権限・責任を明確にして、環境保全活動を推進します。
���法規制などを遵守するとともに、必要に応じて⾃主基準を設け、汚染などの予防に努めます。
���気候変動、生物多様性、資源利用などの環境課題に取り組み、環境目標を定めて環境保全に取り組
みます。
（1）�企業活動のすべてにおいて省資源・リユース・リサイクル、省エネルギーおよび地球温暖化防

止に取り組み、環境に負荷を与える物質は可能な限り削減して環境汚染リスクを低減し、資源
循環型経営を推進します。

（2）�資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を評価し、環境負荷の少ない製品を創出し
ます。

（3）�計測、制御、情報の技術を通して、地球環境保全に貢献する、より付加価値の高いソリューション・
サービスを社会に提供します。

（4）�地球環境保全活動へ参加するとともに社員の⾃主的な活動を支援し、良き企業市民として社
会との共生に努めます。

���組織で働くすべての人々に、環境保全活動を進めるために必要な教育・訓練を実施します。
���情報開示を行うとともに、組織で
働くすべての人々並びにお客様、
株主、地域社会、お取引先様など
との良好なコミュニケーション
を促進し、環境保全活動の深化と
共創を進めます。
���環境パフォーマンスの評価を行
い、定期的に監査を実施して、環
境マネジメントシステムを継続
的に向上させます。

推進体制
YOKOGAWAグループの環境

推進体制は、横河電機の環境担
当役員が統括し、グループの地
球環境保全活動、温暖化防止対
策を推進しています。

環境マネジメントシステム
YOKOGAWAグループは環境マネジメントシステムを展開し、環境汚染を防ぐための法令や協定な

どの遵守を徹底しています。また、省エネルギーや環境負荷の少ない代替技術への転換を図るなど、
環境負荷低減に取り組んでいます。
主要な事業所、製造拠点については、ISO14001の認証を取得し、環境マネジメントシステムの向上

に取り組んでいます。

 内部監査
　ISO14001の環境内部監査を年1回以上実施しています。

 定期審査
　各ISO14001認証取得会社において、年1回、認証機関の定期審査（更新審査もしくはサーベイランス）を
受審し、ISO14001の認証登録を継続しています。

 YOKOGAWAグループのISO14001認証取得状況
　国内および海外の主要な事業所、製造拠点を中心としてISO14001の認証を取得しています。

地球環境
持続可能な社会

環境ソリューション・
環境調和型製品の

提供

お客様
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進

等資源循環型
社会の構築

YOKOGAWA
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進

等

環境推進体制

環境管理部署

各本部・事業部長

環境推進責任者
横河電機

YOKOGAWAグループ各社

環境担当役員

社長

環境責任者

横河電機 社長

横河電機 環境担当役員

環境マネジメント

�認証取得状況はウェブサイトで紹介しています。
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環境配慮設計
YOKOGAWAでは、環境に配慮した製品づくりを推進するため、長期使用性や省エネルギーなどの

項目について設計基準やアセスメント基準を定めて製品開発に取り組んでいます。アセスメント基
準の中でも、「ライフサイクルアセスメント（LCA）基準」を用いてエネルギー使用量、CO2排出量、NOx
排出量、SOx排出量などの各項目について評価しています。評価した製品の一部には、LCAラベルを付
与し、LCA結果を開示しています。
（1）�製品設計における環境アセスメントの基準

�再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性・環境
保全性、情報の開示、梱包の8つの分野においてアセスメント基準を定め、初期設計・中間設計・最
終設計の各審査時に評価します。

（2）�LCAの基準
LCA基準とは、製品のライフサイクルにおける使用エネルギー、CO2排出量、NOx排出量、SOx排出
量などを事前評価するための基準で、初期設計・中間設計・最終設計の各審査時に評価します。

（3）�環境調和型製品設計の基準
製品の長寿命設計、省エネルギー設計、省資源設計、リサイクル・廃棄を考慮した設計、加工および
組み⽴てを考慮した設計、材料・部品の選択指針を規定しています。

（4）製品含有化学物質管理の基準�
設計段階で環境に配慮した部品、材料を選択するための基準として、化学物質の管理レベルを設
定しています。�

環境適合設計基準と環境アセスメント基準

環境マネジメント 

環境アセスメント基準
● 製品設計における環境アセスメント
● ライフサイクルアセスメント

海外環境規制
対応基準

● WEEE指令
マーキング

● 中国電器電子製品
有害物質使用制限
管理弁法

設計基準

● 環境調和型
製品設計

● 製品含有
化学物質管理

● リサイクル
製品設計

● 省エネルギー
設計

初期設計審査

製品設計
基本設計 技術試作 製造試作 初回生産

中間設計審査 最終設計審査

禁止物質�1�：グローバルに共通な含有禁止物質�
禁止物質�2�：国、地域による含有禁止物質�
禁止物質�3�：使用用途別による含有禁止物質��
管理物質　：含有量を把握し通知などを行う物質

�（5）�リサイクル製品設計の基準
廃棄物発生抑制（リデュース）とともに、使用済み製品の再使用（リユース）、再生使用（リサイク
ル）など3Rを促進する基準です。

（6）�省エネルギー設計の基準
製品使用、製造段階において省エネルギー設計で配慮すべき事項について規定しています。

LCAラベル
YOKOGAWAは、製品が環境に与える影響を最小限にすることを目指し、1999年から

新たに開発するすべての製品の設計段階において、LCAを実施しています。LCAを開示
する製品には、製品紹介のウェブサイトや販売資料中に「LCAラベル」を掲示していま
す。これは、ISO14021で規定されている⾃己宣言による環境ラベル（タイプⅡ）です。

 LCAの考え方
YOKOGAWAは、JIS�Q�14040「環境マネジメントーライフサイクルアセスメントー原則および枠組

み」を参考に、独⾃のLCA基準を設定しています。評価にあたっては従来製品を比較対象としていま
す。なお、新規に開発する製品と従来製品を同等の機能に換算して比較するため、従来製品のLCA結
果には「機能係数」を乗じています。また、今までに開発した製品のLCA評価結果から環境負荷の特徴
が明らかになっている場合は、環境負荷に著しく影響する項目に限って評価を実施している場合が
あります。

 LCAラベル使用の条件
以下に示す条件をすべて満たした製品に、LCAラベルを掲示します。

1.�YOKOGAWAの技術規格に基づいてLCAを実施していること
2.��LCAの結果（LCAデータ）、規定のルールに従いYOKOGAWAのウェブサイトで開示していること

�LCAラベル掲示製品一覧はウェブサイトで紹介しています。
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環境活動データ
 環境負荷の全体像
YOKOGAWAでは、一連の事業活動（製造・販売・サービス）に投

入したエネルギー・原材料の「インプット量」、そして大気・水域な
どに排出した物質と廃棄物の「アウトプット量」について、それぞ
れエコバランス（年間収支）を把握しています。エコバランスを分
析することにより、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、循環
資源化率の向上などに役⽴てています。

 法令遵守
2021年度についても環境に関わる法律、規制、協定等の遵守の

徹底に取り組み、重大な法令違反やそれに伴う罰金およびその他
制裁措置はありませんでした。

 土壌・水質の保全
土壌汚染対策法が施行される以前から、独⾃の管理基準に基

づいて工場跡地の土壌・水質の調査を行い、対策を実施してい
ます。

 啓発活動
YOKOGAWAグループ全社員を対象に、環境に対する意識の向

上を目的として、品質・環境・安全に関するeラーニングの実施に
加え、環境映画の上映会や講演会を開催しています。

エコバランス（年間収支）

負荷項目 2021年度

エネルギー

エネルギー合計 1,387TJ

電力
買電 120,196MWh
自家発電（太陽光） 114MWh

石油
軽油 356KL
ガソリン 2,066KL
灯油 9KL

ガス
都市ガス 2,136千Nm3

LPG 355t
熱 106GJ

水
水道水 290千m3

井戸水 135千m3

物質

紙 200t
ふっ化水素およびその水溶性塩 1.2t
塩化第二鉄 12.6t
ヒドラジン 1.4t

負荷項目 2021年度

大気

温室効果ガス 70,486t-CO2e

NOx 4.0t

SOx 0.2t

水域
工業排水 95千m3

生活排水 302千m3

廃棄物等

非有害

リサイクル 3,142t

焼却 434t

埋立 333t

有害

リサイクル 708t

焼却 75t

埋立 0t

 

投
入

 

排
出

環境会計
環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠した環境会

計で環境活動に関わるコストとその経済効果を定量的に把握し
ています。

環境保全コスト（2021年度） （単位：百万円）

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

分類 項目 主な取り組み 投資額 費用額

工場内コスト
（事業エリア内コスト）

公害防止コスト 監視測定 19.7� 60.6�
地球環境保全コスト 省エネルギー 669.5� 648.5�
資源循環コスト 廃棄物等の発生抑制、節水 1.1� 120.1�

調達・物流コスト（上・下流コスト） グリーン調達 0.0� 6.4�
EMS維持管理コスト（管理活動コスト） EMS更新、教育 0.0� 178.0�
社会活動コスト 環境イベント 0.0� 32.7�
原状回復コスト（環境損傷対応コスト） 土壌修復 0.0� 1.3�

計 690.3� 1,047.6�

環境保全効果

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

分類 効果の内容 2020年度 2021年度 増減

投入
総エネルギー投入量（TJ） 996 1,008� 12�
水資源投入量（千㎥） 405 338� -67�

温暖化防止 CO2排出量（t） 49,541 47,996� -1,545�
排出 廃棄物総発生量（t） 3,409� 3,946� 537�

環境保全に伴う経済効果（2021年度）

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

セグメント 金額
リサイクルによる収入額（有価物売却など） 107.7�
省エネルギー・省資源による費用削減（電力、水、紙など） 153.9�

計 261.6�

（単位：百万円）

環境活動実績

INPUT

OUTPUT
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2030年度
目標

2040年度
目標

2020年度 2021年度2019年度
基準年

50%削減 

39,380

100%削減 

72,816
78,770

11,72714,000

61,089

70,486

12,015

58,471
64,770

■ Scope1実績　■ Scope2実績　■ 目標
（単位：t-CO2e）

温室効果ガス（GHG）排出量削減
 野心的な目標にチャレンジ�
世界各国が2050年のカーボンニュートラル化を目指す中、YOKOGAWAは2040年度までに温室効

果ガス排出量（Scope1,2）を実質ゼロにする野心的な長期目標を設定しました。また、中期目標とし
て、2030年度に2019年度比で50%削減する目標をあわせて設定しました。これらは、産業革命前から
の気温上昇を「1.5℃」に抑えることを目指す目標となっており、第26回気候変動枠組み条約締約国会
議(COP26)で盛り込まれた「気温上昇を1.5℃に抑える努力を追求する」という合意文書に沿ったもの
です。
さらにサプライチェーンにおける温室効果ガス排出量（Scope3）においても、Scope3排出量の9割

以上を占める「購入した製品・サービスによる排出（カテゴリー1）」と「販売した製品の使用による排
出（カテゴリー11）」を対象に、2030年度に2019年度比で30%削減する目標を設定し、実現に向けた施
策の検討を開始しました。

 SBT※認定取得を申請�
上記の目標は、SBTイニシアチブが促している「2015年に採択されたパリ協定が求める水準と整

合したGHG削減目標」の要件を満たしており、当社は2021年度に、SBT認定のコミットメントを提出
するとともに正式申請を行いました。今後、目標達成に向けた計画を着実に実行していきます。

 インターナルカーボンプライシング（ICP）の導入�
カーボンニュートラルの達成に向けた投資や施策をグループ内で効率的かつ合理的に実行するた

め、2022年度からICPを導入しました。設備投資の検討や再生可能エネルギー採用計画時に想定され
るGHG排出量の増減を金額換算し、財務的な判断に加味することで、GHG排出量の影響を踏まえた
意思決定をしていきます。
2022年度は、再エネ由来の電力調達契約や、ユーティリティや生産設備への設備投資を対象に運

用を開始し、今後はサステナビリティ委員会において適用範囲や価格設定などについて議論し、制度
の定着と活用を図っていきます。

 2021年度GHG削減実績�
当社グループの2021年度のGHG排出量（Scope1,2）は、基準年である2019年度比で10.5％削減す

ることができました。2030年度までに50%削減するには年平均で4.6%削減する必要がありますが、
この基準を超える実績となっています。
当社グループのGHG排出主要因は電力使用による間接排出であり、Scope1,2全体の8割以上を占

めています。この主要因の抑制に注力してグループ各社でエネルギー削減施策を遂行することによ
り、前年より事業活動を拡大したものの、前年とほぼ同量の使用量に抑えることができました。
さらに再生可能エネルギー由来電力への転換を促進したことで、Scope2排出量は前年比で4％削

減しました。
一方、社有車によるガソリンの使用量やガスの使用量は、COVID-19による移動制限規制が2020年

度よりも若干緩和されたこともあり、Scope1の排出量は前年比で2％ほど増加しました。2019年度比
ではすでに14％削減しているものの、今後のさらなる削減に向けて、ガソリン車をEV/FCVへ転換し
ていくこと、ガスにおいても今後市場への流通が広まるであろうカーボンニュートラルガスを採用
することを計画しています。
Scope3については、目標達成に向けてGHG削減施策の⽴案と実行を進めています。2021年度は既

存製品のうちGHG排出量が相対的に少ない製品の売上比率が増えたことにより、Scope3の6割を占
める「販売した製品の使用による排出（カテゴリー11）」の排出量が減少し、Scope3全体で前年比2％
の削減となりました。※�Science�Based�Targets

事業所での環境の取り組み

温室効果ガス排出量（Scope1,2）削減目標と実績

※ 購入した製品・サービス(カテゴリー1)および
販売した製品の使用(カテゴリー11)が対象

温室効果ガス排出量

Scope1,2（基準年2019年度）
2040年度目標
2030年度目標
2023年度目標
2021年度実績

100%削減
50%削減
10％削減

10.5％削減

30%削減
10％削減

12.7%削減

Scope3 ※（基準年2019年度）
2030年度目標
2023年度目標
2021年度実績

指標

目標と実績
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 GHG削減への取り組み�
���ロードマップの作成
カーボンニュートラル対策のPDCAを長い年月にわたって展開するために、グループ各社がカーボン

ニュートラル計画を⽴案し、それらを集計することでグループ全体のロードマップを作成しました。
このロードマップを全社GHG削減計画のマスターとして、会社別の施策と削減量を年度ごとに可

視化していきます。また、このロードマップは、世界各国のエネルギー市場の動向を反映し更新をし
ていきます。

���GHG削減活動
YOKOGAWAではGHG排出量の削減に「エネルギー使用量の削減」と「再生可能エネルギーの採用」

の両面から取り組んでいます。

���Scope3削減への取り組み
販売した製品の使用による排出（カテゴリー11）を削減するために、各製品担当部署では既存製品

の設計変更時や新製品の開発時に製品のより一層の省エネ設計を検討しており、転売品のお取引先様
にも実現性を協議するなど取り組みを拡大しています。
GHG排出量（Scope3）の削減は短期間での実現が困難なため、早い段階で計画を⽴案し、長期的な

視点で取り組むことで目標達成を目指します。

YOKOGAWAでは、今後もエネルギー使用量の削減や再生可能エネルギーの普及推進、サプライチェーン
を通じた削減施策の促進により、脱炭素社会の実現に努めてまいります。

事業所での環境の取り組み

再生可能エネルギーの採用事例

再生可能電力への転換もグローバルで開始しています。2021年度
に実施した例として、新電力会社であるデジタルグリッド株式会社
へ出資するとともに、再生可能電力への転換を⽇本の本社および金
沢事務所で実施し、対象事業所のScope2排出量を前年度比で50%削
減しました。同時に、ドイツ、米国、シンガポール、中国、韓国などの
グループ各社で再生可能エネルギーの採用を進めており、カーボン
ニュートラル化に向けて計画的に取り組みを進めています。 ●再生可能エネルギーの採用を進めている拠点

エネルギー使用量の削減事例
中国の蘇州にある工場（Yokogawa�Electric�China�Co.,�

Ltd.,右写真）では、環境負荷と生産コストの低減を両⽴する
ために積極的なエネルギー削減に取り組んでいます。2021
年度は、カーボンニュートラルへの意識向上の啓発活動を
従業員全体に展開しました。部署ごとに省エネ管理ルール
を定め、生産設備や空調などの効率的な使用に取り組んだ結果、前年度比8％のエネルギー使用量削減を達成できま
した。いくつかの活動を紹介します。
��連続運転が必要な機器と生産時のみ運転が必要な機器を明確にして、運転方法や責任者などを記載した省エネラ
ベルを機器に表示しました。作業者が毎⽇ルールの遵守を確認するとともに、各部署の管理者も随時運用を確認す
ることで徹底を図っています。
��生産の手順改善や機器の効率化にも取り組んでいます。コーティング・乾燥炉の運用を改善して開放時間を1⽇約2
時間短縮することで製品あたりの消費電力を約50％削減しました。
��生産機器に使われている低効率のモータを高効率タイプに交換することで約10MWh/年の電
力を削減しました。生産環境を整えるユーティリティについては、空調機やコンプレッサの運
転設定値の見直し、高効率制御の導入を行うのと同時に、空気漏れ箇所の調査と修理など徹底
したロス削減を行い約50MWh/年という大きな削減効果を達成しました。
蘇州工場では、継続的な改善を進めるために従業員から省エネルギー提案を募集しており、優

秀者を表彰するなどの工夫をして活動を盛り上げ、カーボンニュートラル達成に向けて取り組ん
でいます。

2030年度
目標

2020年度 2021年度2019年度
基準年

カテゴリー1＋11
を30％削減

575,500

64,403
81,590 779,004791,961
903,746

717,335

61,669

727,558822,156

■ Scope3（カテゴリー1,11）実績　■ Scope3（その他カテゴリー）実績
（単位：t-CO2e）

■ 目標

2030年度 温室効果ガス（Scope3）削減目標と実績
（単位：t-CO2e）

2021年度
総排出量
779,004

購入した商品とサービス
225,275

資本財
24,926

Scope１または２に
含まれない燃料
およびエネルギー
関連活動
10,722

輸送と配送
15,055

事業で発生する廃棄物
1,055

出張
5,460

雇用者の
通勤
3,448

販売した製品の使用
492,060

販売した製品の廃棄
1,003

サプライチェーン温室効果ガス排出量（Scope3）

Yokogawa Electric China Co., Ltd. 運転方法や責任者などを記載
した省エネラベル
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廃棄物削減
YOKOGAWAグループは、生産工場やオフィスで、また製品の梱包などの際に、リデュース・リユー

ス・リサイクルに努め、廃棄物削減に取り組んでいます。
2021年度は、一時的な要因（本社オフィス改革による廃棄物、生産拠点のメッキライン⽴ち上げに

伴う廃液量増加、事業売却に伴う設備・什器の廃棄等）により前年度比で増加しました。2022年度は
継続してリデュース・リユース・リサイクルに努め、廃棄物削減を図っていきます。

2021年度

（単位：t）

2019年度2017年度 2018年度 2020年度

4,6924,805
5,190 4,913

4,383

リサイクルセンターでのごみ分別

廃棄物総発生量

事業所での環境の取り組み

水資源投入量

2021年度2019年度2017年度 2018年度 2020年度

（単位：千㎥ ）

425

615
561

513 488

水資源保全
水資源への取り組みとして、生産工程の改善による水使用量の削減や、オフィスで使用する水道水

の節水システムを導入するなど、水使用量削減に取り組んでいます。
2021年度で、2023年度の目標としている事業所の取水量4%削減（2019年度比）を達成しました。

生産工程の改善およびオフィスでの節水システム導入等により、今後見込まれる出社率、生産量増加
に伴う取水量の増加を抑制し、目標達成状況を維持していきます。

水リスクへの対応
水資源の確保が深刻な課題になっている地域では、水使用量のモニタリングや、代替水資源の確保

などの施策により、水資源に関する取り組みを強化しています。

 Yokogawa Electric Asia, Yokogawa Engineering Asia, 
Yokogawa Electric International （シンガポール） 

　従来、シンガポールは、国として水の⾃給に取り組んでいますが、�水の総需要は、今後さらに増加す
ると予想されています。�
　YOKOGAWAのシンガポール拠点においては、次のような取り組みにより、水資源の維持や代替水
資源の活用をしています。�
����シンガポール公共事業庁（Public�Utilities�Board）のガイドラインを遵守し、水の過剰な使用を予防
����空調システムに再生水�“NEWater”�を使用
����洗面台や水道設備に、節水装置を取り付け
����水の漏出を早期発見するために、水消費量の定期点検を実施

 Yokogawa Middle East & Africa（バーレーン）
中東諸国では水不足が大きな問題であり、次のような取り組みを行っています。
����社員一人あたり年間水使用量削減の目標値を設定し、進捗を管理
�����飲用以外は、一般の水道水を使用
����水の保全や汚濁防止など、水に関する規制を遵守
����水の保護に関する意識を社員間で共有
�����HSE（Health、Safety、Environment）巡視の際に水漏れもすべての施設で点検し、異常が発見され
た場合は迅速な是正措置と再発防止措置を実施

事業所の取水量

事業所の取水量（基準年2019年度）
（2023年度目標）4％削減
（2021年度実績）17％削減

指標

目標と実績
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中東における生物多様性保全活動

地球上で最大の水域は海です。多種多様な動物・植物の生息地であるため、海洋生物が長期間繁栄でき
るように、すべての市民には海と海岸を綺麗に保つ責任があります。
バーレーンの子会社Yokogawa�Middle�East�and�Africaでは、では、2021年12月11⽇のビーチ・クリーン

アップ・デーに参加し、従業員約40名、家族20名が海岸の清掃をしました。

事業所での環境の取り組み

化学物質削減
YOKOGAWAグループは、地球環境や人体に有害な化学物質を徹底管理しているほか、代替プロセ

スを開発・導入し、化学物質の使用量や廃棄量の削減に努めています。また、欧州の電気･電子製品に
含有する化学物質を規制したRoHS指令や化学物質の登録･評価･認可･制限をするREACH規則に対
応するため、これらの化学物質を削減および適切に管理するための取り組みを進めています。

 PRTR対象物質
PRTR制度※の届出対象物質（取扱量1,000kg/年以上）は下記表の取扱量となりました。

PRTRデータ（2021年度）

工場名 発生物資 取扱量
（kg）

排出量（kg） 移動量（kg）
大気 公共水域 土壌 埋立 下水道 事業所外

横河マニュファクチャリング
駒ケ根事業所

ふっ化水素および
その水溶性塩 1,199 2.5 63 0 0 0 2.3

ヒドラジン 1,395 0 0 0 0 0 0
塩化第二鉄 4,927 0 0 0 0 0 0

横河マニュファクチャリング
甲府事業所 塩化第二鉄 7,708 0 0 0 0 0 0

※��PRTR制度：Pollutant�Release�and�Transfer�Register�（環境汚染物質排出・移動登録制度）。有害性のある化学物質の環境への排出量などの情報を公
開することにより社会全体で化学物質の管理を行う制度

溶剤塗装のロボット化による塗着効率向上

横河マニュファクチャリング甲府事業所では、グローバル同一品質化に向けた要素技術確⽴やコスト
削減、塗料削減によるVOCs（揮発性有機化合物）の削減を図ってきました。
⾃動車産業やスマートフォンで用いられているロボット塗装を、伝送器などへ適用して⾃動塗装シス

テムを構築することにより、塗料使用量の大幅削減が可能になります。塗着効率を現状の15％から50%
に向上することで、塗料使用量の大幅な削減を見込むことができ、環境負荷の低減に寄与します。また、
溶剤塗装のロボット化により、グローバル同一品質化の実現に向け、担当者の経験やスキルに依存しな
いスキルレス化も促進できます。今後、他の機種や部品にも展開を行い、さらなる改善を進めていきます。

生物多様性保全
YOKOGAWAはグループ環境方針で生物多様性の課題に取り組むことを定め、また、愛知目標※を踏

まえて生物多様性の保全活動を推進しています。

 生物多様性保全の取り組み方針
生物多様性は社会の持続可能性の基盤です。YOKOGAWAはステークホルダーの皆様とともに、地

域の特性に配慮して生物多様性保全の取り組みを推進します。あらゆる事業活動に伴う負の影響を
低減し、生物多様性の改善に取り組むとともに、地域社会のより良い環境づくりに貢献します。

 生物多様性保全の行動指針
�������地域と連携し、地域の価値を向上
�行政やNPOと連携した取り組みを通じて、地域の価値を再認識するとともに、地域の価値を向上
させる
������ 社員に教育機会を提供し、啓発を図る
生物多様性に関する社員向けのセミナーやイベントなどを通じて、社員への啓発を図る
������ 事業所における生物多様性保全に配慮
事業所内の緑地管理など生態系に配慮し事業所を運営する

※��2010年にCOP10（生物多様性条約第10回締約国会議）において策定された、2020年までに国際社会が生物多様性の分野で達成すべき個別目標
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リスクマネジメント57
57　リスク管理体制
57　リスク評価とリスク管理の推進
58　情報のエスカレーションと危機管理体制
58　事業継続管理活動
58　海外で働く社員を危機から守るために

行動規範とコンプライアンス59
59　YOKOGAWAグループ行動規範
59　YOKOGAWAグループ

コンプライアンスガイドライン
59　国際規範の尊重
59　ISO26000
60　コンプライアンス推進体制
61　腐敗防止の取り組み
61　反競争的行為防止の取り組み
61　インサイダー取引防止の徹底

61　税務方針
62　反社会的勢力排除の取り組み
62　啓発活動の実施
62　社員のコンプライアンス意識の確認
62　通報・相談窓口の運用

サステナビリティガバナンス
55　サステナビリティを推進する

コーポレートガバナンス
56　サステナビリティマネジメント

55
66　情報セキュリティ推進体制
66　情報セキュリティ委員会
66　サイバー攻撃への対応
67　YOKOGAWAの情報セキュリティ対策
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YOKOGAWAは企業理念に基づいた経営を行い、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指しています。
本章では、企業活動のベースとなるガバナンスやリスクマネジメントの体制、コンプライアンス、サプライチェーンマネジメントの
取り組みについて紹介します。
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サステナビリティガバナンス 

サステナビリティを推進するコーポレートガバナンス 
 コーポレートガバナンスの基本方針 
�YOKOGAWAは、�Yokogawa’s�Purposeや企業理念をサステナビリティの取り組みに関する基本的な

方針とし、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に努めています。企業価値の最大化を実現
するため、コーポレートガバナンスの継続的な充実に取り組む基本方針として「YOKOGAWAコーポレー
トガバナンス・ガイドライン」を制定し、ウェブサイトで開示しています。2021年6月に施行された改訂
コーポレートガバナンス・コードを受けて、コーポレートガバナンスの取り組みを今後さらに強化してい
きます。�

 取締役会
取締役会は、原則月に1度開催され、経営に関する意思決定機関として、持続的成長と中長期的な企

業価値の向上を目指しています。その実現に向け、収益力および資本効率の改善を図り、企業戦略など

YOKOGAWAはサステナビリティを重要な経営課題の一つと捉え、ガバナンスの充実に継続的に取り組んでいます。また、中期経営計画「AG2023」に沿って、社会や環境にさらなる貢献をしなが
ら持続的な成長を実現し、すべてのステークホルダーからの信頼を獲得することを目指して、サステナビリティ指標、重点管理リスクについてモニタリングを行っています。 

の大きな方向性を示しています。また、取締役および執行役員を含む経営陣による業務執行の監視・監
督を行うとともに、取締役の職務執行に関する規定を整備し、業務執行に関する監督責任を負う体制
を確⽴しています。�

取締役会でのサステナビリティに関する主な議題 
����サステナビリティ戦略と中長期目標の進捗
����サステナビリティ委員会報告
�����TCFDを踏まえたサステナビリティ情報開示�
�����YOKOGAWAグループ重点管理リスク�
�����人権課題への取り組み�

 経営会議 
経営会議は、意思決定の迅速化を図るため、業務執行に関わる意思決定を取締役会から権限委譲さ

れています。�経営会議は、原則月に1度開催され、経営会議の決議事項などは、取締役会に報告すること
となっています。�

 監査役会 
監査役会は、原則月に1度開催され、持続的成長と会社の健全性を確保するため、独⽴した客観的な

⽴場において適切な判断、意見表明を行います。また、監査役会は、法令および「監査役監査基準」「監査
役会規則」に基づき、監査に関する重要な事項について各監査役から報告を受け、協議を行い、必要に
応じて決議します。�

 リスク管理委員会 
リスク管理委員会は、重点的に管理すべき重大なリスクを選定するとともに、そのモニタリング方

法を決定し、取締役会に報告しています。グループの各組織は、リスクを洗い出し、評価するとともに対
応策を⽴案・実行しています。内部監査担当部署は、グループのリスク管理プロセスの有効性を評価
し、重要な事項は取締役会および監査役に報告しています。�

ステークホルダー

報酬諮問委員会

危機管理委員会

リスク管理委員会

エンゲージメント 情報開示

本社／
事業部・関係会社

指名諮問委員会

社長

経営会議
内部監査担当部署

監査役

監査役会

取締役

取締役会

株主総会

選任・解任　　　選定・解職　　　指示・命令・監督　　　監査／監督　　　連携・報告・諮問

コーポレートガバナンス体制
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サステナビリティガバナンス

サステナビリティマネジメント 
サステナビリティマネジメントは、中期経営計画やリスク管理、内部統制システムなどの全社マネ

ジメントサイクルの一環として行われます。社会・環境への貢献と企業価値向上の観点からサステナ
ビリティの重点課題を特定し、それらに対応するための�サステナビリティ指標を設定してマネジメン
トサイクルを定義し、取締役会が監視・監督を行っています。取締役会に対しては、重要案件や各マネ
ジメントの実施報告の一部として非財務項目についての報告が行われるとともに、定期的にサステナ
ビリティ活動の状況が報告されます。取締役会は、社会情勢の変化、サステナビリティ指標の進捗状
況、ESG評価機関などステークホルダーからのフィードバック、ESGリスク評価結果などに基づき、社
外からの独⽴した視点も交えながら、サステナビリティの取り組みの監視・監督を行っています。

 内部統制 
業務の適正性を担保しながら経営の効率化を進め、継続的な成長と企業価値向上を図るため、内部

統制システムを構築し運用しています。
YOKOGAWAグループの最上位規程として「Group�Management�Standards（GMS）」を定め、各業務

プロセスの役割および責任を明確にしたうえで、⾃律的統制活動をベースとする内部統制システムの
実現を図っています。内部統制システムのうち、業務の適正性の観点から特に重要なプロセスについ
ては、「企業倫理システム」、「意思決定システム」、「業務マネジメントシステム」、「危機管理システム」、
「監査役監査の環境整備」からなる展開システムとしてまとめ、グループの統括責任体制を構築して運
用しています。各プロセスの責任者は、グループ各社において内部統制の実効性・効率性が確保（維持
改善）されるよう、監督・指導する責任を有します。
内部統制システムの運用においては、結果指標、行動指標を明確に定めてPDCAを回すとともに、内

部監査担当部署が内部統制システムの有効性を内部監査し、重要な事項については取締役会および監
査役に報告することとしています。�

 サステナビリティ委員会 
企業価値および社会価値の両面から重点課題を特定し、経営の中長期的な方向性および貢献と成長

のストーリーを示すことを目的として、2022年度からサステナビリティ委員会を設置しました。サステ
ナビリティ委員会は、社長が委員長、執行役員がメンバーとなり、経営視点からサステナビリティに関
するテーマについて集中的に議論する場と位置付けています。
2022年7月に開催したサステナビリティ委員会では、マテリアリティ分析を実施し、重要性が高く、

かつ⾃社が解決すべき課題（重点課題）とそれにより貢献する6つの分野はAG2023策定時から変更が
無いことを確認しました。
また、サステナビリティ委員会の傘下には、テーマ別の分科会（事業分科会、マネジメント分科会、

開示分科会）を設置しており、事業における「貢献と成長のストーリー」、インターナルカーボンプライ
シング、人的資本経営、コミュニケーション、非財務情報開示など、さまざまなテーマについて活発な
議論が行われました。
今後もサステナビリティ委員会を通じて、サステナビリティ戦略を着実に推進していきます。�

4月－9月 10月－3月

ステークホルダー

監視・監督
（取締役会）

業務執行
（経営会議） ��

ESG評価回答

ESG
リスク報告

サステナビリティ
活動報告

ESG評価フィードバック

ESGリスク評価

内部統制評価

ステークホルダーとのコミュニケーション

内部統制システムの運用

中期経営計画マネジメント

サステナビリティマネジメントサイクル 

サステナビリティ指標と施策のレビュー
サステナビリティ指標と施策のレビュー
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リスク管理体制
外部環境、戦略、品質、環境、危機管理、企業倫理などのグループの企業価値に影響を与える不確実性

をリスクと定義し、「YOKOGAWAグループの企業価値を維持・増大していくために、事業に関連する内
外のさまざまな不確実性を統合的に管理する」ことを基本方針に、事業機会とコンプライアンス・危機
事象の観点から分類・管理しています。
また、リスクの洗い出し、評価、優先順位付け、対応策・目標の設定と実行、対応策の有効性の確認と

改善を行うとともに、グループにおける効果的なリスク管理を実現するため、リスク管理の統括責任を
もつ代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しています。

リスク評価とリスク管理の推進
グループの各組織は、⾃律的なリスク管理活動の一環としてリスクを洗い出し、評価するとともに、

対応策と目標を設定し、対応策を実行しています。また、各組織にリスク管理責任者を設置し、グルー
プのリスク管理のためのネットワークを確⽴しています。
リスク管理委員会は、リスク評価に基づき、グループとして重点的に管理すべきである重点管理リ

不確実性

企業価値

事業機会

・外部環境リスク
・戦略リスク
・財務・税務リスク

コンプライアンス・危機事象

・オペレーションリスク
  （内部統制リスク）

・ハザードリスク

企業価値の維持向上のため、不確実性を総合的に管理

スクを選定しています。重点管理リスクは経営会議で決定し、取締役会に報告しています。また、重点管
理リスクに対する対策内容や対策の進捗、リスクの状況については四半期ごとにリスク管理委員会で
確認し、経営会議・取締役会に報告するとともに、翌年の重点管理リスクの選定に反映させています。
リスクの評価においては、気候変動を含めた外部環境や戦略などの「事業機会のリスク」と、品質、環

境、安全衛生、情報セキュリティ、危機管理、企業倫理（横領、粉飾、データ改ざん、贈収賄、ハラスメン
ト）などの「コンプライアンス・危機事象のリスク」の重大度を、影響度および発生可能性の面から評価
しています。影響度を評価する際は、財務的・人的側面のほか、人権に関するリスクや気候変動への対
応など、社会・環境面での影響も考慮しています。また、ボトムアップの観点だけでなく、経営環境の変
化などを含むトップダウンの観点からも網羅的に評価しています。

リスク管理の基本方針 グループ各社

リスク管理委員会

内部統制の有効性評価

経営会議

取締役会

個別
リスク

管理

全社
リスク

管理
管理プロセスの有効性評価

内部監査担当部署

リスクマネジメント 
YOKOGAWAグループは、各組織において企業価値に影響を与える不確実性をコントロールするためのリスク管理体制、業務の適正を確保するための内部統制システム、および経営に重大な影

響を及ぼす事象が発生した場合、速やかに対応するための危機管理体制を整えています。

リスク管理体制

Plan

Act

Do

Check

重点管理リスクのPDCA

● リスクの洗い出し
● 重点管理リスクの決定
● リスクシナリオの確認と対策計画の立案

● 対策の実行

● 改善点の洗い出し
● 対策の見直しと実行

●  リスク管理委員会による対策状況の 
モニタリング（四半期毎）

●  経営会議・取締役会報告
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情報のエスカレーションと危機管理体制
YOKOGAWAグループは、経営に深刻な影響を及ぼす恐れがあり、また社員の生命が危ぶまれる重

大災害、事故、事件などが発生した場合に、被害を最小限にとどめるためには迅速な初動対応と経営
トップへの報告が重要と考えています。そのため、「YOKOGAWAグループ重大災害、事故、事件などの
報告に関するガイドライン」で、報告すべきこと、報告ルート、報告手段などの詳細を定めており、グ
ループ全社員に周知徹底しています。このガイドラインを定期的に見直し、情報のエスカレーション
の強化を図っています。また、危機が発生した際には、人的な安全を確保し、経済的な損失を最小限に
抑え、企業の社会的責任を果たすため、代表取締役社長を委員長とした危機管理委員会を設置してい
ます。

事業継続管理活動
YOKOGAWAの事業は、電気・ガス・上下水道などの社会インフラに深く関わっています。地震や風

水害などの⾃然災害や事故などの人為的災害の発生時にも事業活動を継続し、社会インフラの維持
や復旧にできる限り迅速に対応し、貢献することを目的として、事業継続計画（BCP：Business�
Continuity�Plan）を策定しています。
大規模地震や風水害などの⾃然災害、感染症の流行などグループ経営に重大な影響をもたらすリ

スクを想定した対応計画や行動ガイドラインを作成し、グループ各社と連携しながら内容の拡充に
取り組んでいます。さらに、策定したBCPの有効性、実効性を高めるために、経営層をはじめ危機管理
組織のメンバーによる訓練を定期的に実施して課題を抽出し、BCPの継続的な改善を図る事業継続管
理活動を進めています。また、社員の安否を迅速に確認するためのシステムを導入し、定期的に訓練
を行って習熟度を高めるとともに、防災・BCPの基本に関する教育を実施するなど、有事に備えていま
す。これらの活動は、2022年3月に発生した福島県沖地震などの際、迅速な初動対応に生かされまし
た。今後もBCPの内容を継続して見直し、事業継続に対する備えおよび対策を進めていきます。

�海外で働く社員を危機から守るために
昨今、世界各地で一般犯罪やテロ・暴動の発生、渡航者に対する犯罪による被害などがみられ、海外

赴任・出張に際しては、一層の事前準備と適切な安全対策が求められています。グローバルで活躍する
社員を危機（テロ・暴動・一般犯罪など）から守るため、アラート情報を配信しています。また、海外赴任・
出張時に⾃分の身の安全を確保するためセミナーや教育を行っています。今後も社員の安全を守るた
めに、さまざまな施策の検討・改善を進めていきます。�

 テロ・一般犯罪から身を守るための訓練
YOKOGAWAでは、外部のセキュリティ専門家を講師に招き、テロ・暴動、一般犯罪などに遭遇した

場合に被害を最小にするための具体的な対処方法など⾃己防衛に関するセミナーとして、英語と⽇
本語による講義およびデモンストレーション、受講者参加型の実演型訓練を実施しています。

訓練の様子（2019年度）

リスクマネジメント
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YOKOGAWAグループ行動規範
YOKOGAWAグループで働くすべての社員が遵守すべき行動指針は「YOKOGAWAグループ行動規

範」で定められています。第1章ではYOKOGAWAグループの基本方針として、企業理念の実現、法令遵
守、人権尊重、持続可能な社会への貢献などが明記されています。第2章ではYOKOGAWAグループの
行動基準として、ステークホルダーとの関係、労働者の権利、経営陣の責任などが明記されています。

YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン
社員への周知、教育用として、「YOKOGAWAグループ行動規範」をわかりやすく解説し、具体的に

取るべき行動について示した手引きが、「YOKOGAWAグループ�コンプライアンスガイドライン」
です。YOKOGAWAグループの社員一人ひとりが⽇常の業務活動の中で遭遇するさまざまな倫理、
法令上の問題について、遵守すべき事項が具体的に記載されています。14言語に翻訳するととも
に、製造部門の社員には冊子でも配布し、グループ全体に周知徹底することで企業倫理の浸透と遵
守にあたっています。

国際規範の尊重
 国連グローバル・コンパクト
YOKOGAWAは、2009年に国連グローバル・コンパクトに署名し、提唱する人権・労働・環境・腐敗防止

に関する10原則の支持を表明しました。⽇本のローカルネットワークであるグローバル・コンパクト・
ネットワーク・ジャパンに参加するなど、ステークホルダーとも協力して10原則の実現に向けた取り
組みを進めています。国連グローバル・コンパクトは、1999年に当時の国連事務総長のコフィー・ア
ナン氏が世界経済フォーラムで提唱し、2000年に発足しました。賛同する企業に対し、人権・労働・環
境・腐敗防止に関する国際的な規範を支持し、実践するよう求めるものです。

ISO26000
ISO26000は、国際標準化機構（ISO）が2010年11月に発行した、組織の社会的責任に関する国際規

格で、組織統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣行などの7つの中核主題を提示しています。
YOKOGAWAはグローバル市場でビジネスを行う企業としてISO26000を参照し、コーポレートガバ
ナンスを企業経営の根幹と位置付け、事業を通じた社会貢献や、環境・人権など、ステークホルダーの
期待に配慮した活動を行っています。

YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン

トップコミットメント

YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループ行動規範」の「基本方針」で、企業理念の実現、法令の遵守と社会
との協調、人権の尊重、公正な事業慣行、社会・環境への貢献、ステークホルダーとの信頼関係の6つを定
め、事業活動を通じた社会への貢献やコンプライアンスなど、企業にとって基本的な責
任を果たすべく努めています。また、2009年に国連が提唱する国際的なイニシアチブ
「国連グローバル・コンパクト」に賛同・署名し、人権・労働・環境・腐敗防止に関する10原
則の支持、実践にも取り組んでおり、世界中のグループ各社およびお取引先様と共有し
ています。今後も、世界各地で事業展開するグローバル企業としての責任を果たすべく
努めていきます。 代表取締役社長　奈良　寿

行動規範とコンプライアンス
YOKOGAWAは「コンプライアンス最優先」を礎とし、法令、条例、その他すべての社会規範を遵守し、高い倫理観をもって事業活動を行っています。企業理念を実現していくために社員が遵守す

べき指針は「YOKOGAWAグループ行動規範」で、社員一人ひとりが取るべき具体的な行動は「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」で定められています。

�「YOKOGAWAグループ行動規範」全文はウェブサイトで紹介しています。
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コンプライアンス推進体制
不正や不祥事を未然に防止するために、「不正をしない風土」と「不正をさせない仕組み」の構築をコンプライアンス

推進の2本の柱とし、健全で風通しの良い企業活動を推進しています。YOKOGAWA�グループでは、コンプライアンス推
進体制の整備と問題点の把握・対処のための企業倫理担当部署を設置し、コンプライアンス経営を強力に推進していま
す。また、職場に密着したコンプライアンス推進体制をグローバルに整備しています。国内では職場の相談役でもある
コンプライアンス推進者がコンプライアンス意識の浸透・定着に向けた推進活動を展開しています。また、各組織の
コンプライアンス事務局およびコンプライアンス推進者の代表者が定期開催の「コンプライアンス委員会」に参画し、
情報の共有化と活動の進捗管理を行っています。

● 意識サーベイ結果分析
● 活動の振り返りと問題分析

●  前年の反省とサーベイ結果に 
基づいた年間活動計画策定

● 意識サーベイ実施
● ヘルプラインの運営状況の検証

●  活動計画実行
　・教育活動　　・啓発活動
　・規定・マニュアルの整備
●  ヘルプラインの適正な運営

Act Plan

Check Do

PDCAサイクルによるコンプライアンス推進活動

コンプライアンス推進体制コンプライアンスの考え方

横河電機　企業倫理本部
監査役

経営監査部

法務部・人財総務本部

横河電機各部門

社外弁護士事務所

コンプライアンス委員会

職場の相談役

コンプライアンス推進責任者

コンプライアンス事務局

コンプライアンス推進者

国内グループ会社

コンプライアンス推進責任者

コンプライアンス事務局

コンプライアンス推進者

海外グループ会社

コンプライアンスマネージャー

コンプライアンスコーディネーター

国内
内部通報・相談制度

海外各社
内部通報・相談制度

横河電機　社長

情報交換

�本の柱

意識の変革 ルールの適正化・徹底
●リーダーのメッセージ
●教育と研修
●コミュニケーションの活性化
●風通しの良い職場づくり

●推進者、通報・相談窓口の活用
●違反者への懲戒
●システム改定他再発防止策
●規定・マニュアルの整備

法令・ルールを
遵守した業務運営の

実践、定着

行動規範とコンプライアンス
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腐敗防止の取り組み
「YOKOGAWAグループ行動規範」に、お取引先様との関係、政治や行政との関係、利益相反行為の禁
止を定め、権限を個人の利益のために濫用することや、強要・贈収賄などを含むあらゆる形態の腐敗
防止に取り組んでいます。具体的には、「YOKOGAWAグループ�コンプライアンスガイドライン」や「贈
収賄防止規程」などのルールを定めて運用するとともに、コンプライアンス推進の一環として啓発活
動を通じて腐敗防止の意識の浸透と徹底を図っています。

 贈収賄防止の取り組み
YOKOGAWAは、国内および海外の公務員や民間人に対する贈収賄防止について、グループ各社が事

業活動を行う各国の贈収賄防止に関する法令を遵守しています。また、贈収賄に関するリスク評価を行
い、グループ各社で管理しています。「贈収賄防止規程」を全社員に周知したうえで、贈収賄の防止と公
正かつ適正な事業活動の実践を図っています。また、「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドラ
イン」で贈収賄防止を定め、お取引先様とともに贈収賄防止に取り組んでいます。2021年度において、
贈収賄に関する違反や制裁を伴う事例はありませんでした。

反競争的行為防止の取り組み
YOKOGAWAは、競争法の遵守をグループ経営における重要事項の一つと位置付けており、

「YOKOGAWAグループ行動規範」においても、競争会社との公正・透明・⾃由な競争をグループの基本
姿勢として掲げています。また、競争法遵守をより確実なものとするため、「YOKOGAWAグループ�
コンプライアンスガイドライン」や「競争法コンプライアンス規程」でより具体的なルールを定め、競
争法に関する社内教育を実施することにより、社員のさらなる意識向上を図っています。2021年度
において、反競争的行為、反トラスト法、独占的慣行により受けた法的措置はありませんでした。

インサイダー取引防止の徹底
インサイダー取引を未然に防ぐために、Group�Management�Standards（GMS）で「インサイダー

取引防止に関する規程」を定めているほか、「YOKOGAWAグループ�コンプライアンスガイドライン」
の中にもインサイダー取引の禁止に関する項目を設けています。さらに、グループ全体で遵守体制を

整備し、教育などによりインサイダー取引の防止を徹底しています。横河電機の株式の買付・売却を
行うグループ各社の役員および社員は、各社のインサイダー取引防止担当者を通じて、事前確認の手
続きを行っています。また、以下の対象者については、四半期決算期末⽇から各決算発表⽇までの期
間の売買を一律禁止しています。

税務方針
YOKOGAWAは、事業のグローバル化に伴い、事業活動を行う国・地域において納税義務を適正に履

行することで、企業としての社会的責任を果たし、持続可能な経済に貢献することができると理解して
います。税務処理にあたっては、適切な税務リスク管理を実施するために下記事項を遵守しています。

����横河電機、横河ソリューションサービス、横河マニュファクチャリング、横河計測の役員および管
理職
�横河電機および国内グループ会社において四半期決算の作成・公表に直接従事する者

����各国の税務関係法令等の遵守を最優先し、⽴法趣旨を逸脱する解釈による優遇税制等の適用は行わ
ず、適正に納税します。
����税務に関係ある会計処理およびその関連措置については、適切な税務対応を行います。
����税務に関するガバナンス体制を整備し、税務コンプライアンス意識の向上に努めます。
����OECD移転価格ガイドライン、BEPS※行動計画などの税務の国際基準を尊重し、税務対応を行います。
����各国外関連者の機能およびリスク分析に基づき、それぞれの貢献に応じた適切な利益配分を設定
し、独⽴企業間原則に則った取引を実現します。
����事業実体の伴わない意図的な租税回避行為や軽課税国を利用した濫用的な税務プランニングは行
いません。
����租税回避を目的としたタックスヘイブンの利用は行いません。なお、実効税率の引き下げや法令改
正等によりタックスヘイブン税制の対象となる場合には、適正に申告納税を行います。
����二重課税の排除や適切な優遇税制の適用など税金費用の適正化に努めます。
����法令の適用・解釈に関して不確実性がある場合は、外部専門家への助言を求めた上で税務リスクの
低減に努めます。
����各国における税務当局と誠実で良好な協力関係を構築し、維持、発展させることに努めます。

※ BEPS（Base Erosion and Profit Shifting）：税源浸食と利益移転

行動規範とコンプライアンス
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社員のコンプライアンス意識の確認
2021年度は、社員のエンゲージメント向上を目的に、YOKOGAWAグループ全社員を対象に現状把

握のためのエンゲージメントサーベイを実施し、その中で社員のコンプライアンス意識を確認しま
した。コンプライアンスのカテゴリーは、グローバルハイテク産業企業のベンチマークよりも高いス
コアを獲得し、前回実施した2020年度の結果と比較しても改善され、グループ内でのコンプライ
アンス意識の高さが確認されました。

通報・相談窓口の運用
コンプライアンスに関する問題を早期に発見し未然に防止するため、通報・相談窓口を設置し運用

しています。社員は、eメール・電話・紙文書などにより⾃分の言語で、実名・匿名のどちらでも通報・相
談することができます。
通報された案件に行動規範やコンプライアンスに反する可能性がある場合、担当部署は内部通報・

相談規則に従って任命された調査担当者、人事・法務部門、
外部弁護士と連携して調査マニュアルに沿った調査を行
い、問題の解決を図っています。�また、通報者のプライバ
シーを保護するとともに、通報者への報復や通報者の不利
益取り扱いは一切認めていません。
2021年度の内部通報・相談内容の内訳は、国内拠点では

全体の約7割がハラスメントと人事労務に関するもので、
海外グループ会社では販売業務上の不正に関するものや
人事労務関連などでしたが、経営に大きな影響を与える問
題に発展した案件はありませんでした。
引き続き、内部通報・相談制度の周知を図るとともに、通

報者が安心して通報できる環境整備を進めています。
また、お客様やお取引先様、地域社会など、あらゆるス

テークホルダーからのコンプライアンスに関わる通報・相
談については、ホームページの「お問い合わせ」や「お取引
先様�通報・相談窓口」で受け付けています。

反社会的勢力排除の取り組み
「YOKOGAWAグループ�コンプライアンスガイドライン」に、「秩序・安全に脅威を与える反社会的
勢力への対応」について記載し、グループ全体で反社会的勢力排除に取り組んでいます。さらに、東京
都暴力団排除条例に対応して、取引基本契約に反社会的勢力排除条項を盛り込んでいるほか、お取引
先様、請負業者様、お客様とも「反社会的勢力の排除に関する覚書」を締結しています。

啓発活動の実施
YOKOGAWAは、社員一人ひとりがコンプラ

イアンスに関する意識・気づきのセンスを養
い、クリーン・クリアでオープンな高い倫理観
をもった風土の醸成を図ることを目的とし
て、コンプライアンス研修や教育などのさま
ざまな啓発活動を実施しています。

 コンプライアンス研修・教育の実施
グループ全体へのコンプライアンス意識の浸透と定着を目指し、2021年度もグループ会社で、コンプライ

アンス研修を実施しました。国内では社員向け・役員向け研修をはじめ、マネージャー昇格時、海外赴任時、新
入社員の入社時などの機会にも、役割に応じた研修を実施しました。コロナ禍のため、研修はeラーニングま
たはウエビナーで実施しています。また、海外のグループ会社では、各社の課題に応じて、必要な教育をeラー
ニングにより実施しています。

 コンプライアンス・ニュースの発行
職場風土や最近の企業不祥事など時節に合ったテーマを選んで、2021年度は「コンプライアンス・

ニュース」を年間6回発行しています。これによりグループ全体に広報し、社員一人ひとりのコンプラ
イアンス意識の向上を図っています。

 コンプライアンス週間の実施
コンプライアンス・マインドのさらなる浸透・定着を図ることを目的とした「コンプライアンス週間」を実施してい

ます。2021年度は、YOKOGAWAグループ全社員を対象に、「コンプライアンスとSDGs」をテーマにした学習（eラー
ニング）を実施するとともに、コンプライアンス�スローガンの募集、作品の紹介などの取り組みを行っています。

通報・相談内容の内訳（2021年度）

約7,600名

約11,400名

約1,000作品

海外コンプライアンス研修
（eラーニング）

国内コンプライアンス研修
（eラーニング）　

コンプライアンス
スローガン応募

ハラスメント 
50%

その他 6%

人事・労務関連
22%

経理関連（会計・資産）
 11%

職場関連
11% 国内

経理
（会計・資産）

11%

人事・労務関連
28%

営業・販売
33%

その他 6%

ハラスメント 
22%

海外

行動規範とコンプライアンス
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サプライチェーンマネジメント
統制とコミュニケーションを強化し、
サプライチェーンにおけるサステナビリティを推進
YOKOGAWAはお取引先様との関わりを含む業務プロセス全般について、�グループ内部統制の一

環としてグループ全体の調達プロセス基準を制定し、グループ一丸となり、サステナビリティに配慮
した公平で公正な取引の実施に努めています。
また、JEITA※“CSR委員会・資材委員会”などの業界団体の委員会やグローバル・コンパクト・ネット

ワーク・ジャパンの研究会などに積極的に参画し、⾃社のみならず、業界としてのサプライチェーン
のサステナビリティ推進に貢献しています。�

サステナブル調達活動  
ISO20400（持続可能な調達―手引き）を参考に、サステナブル調達活動を推進しています。国内

外のお取引先様には、RBA※行動規範V6.0を参考とした「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガ
イドライン」を作成し、遵守をお願いしています。�
ガイドラインに従い、「人権・労働」、「安全衛生」、「環境」、「倫理」の4つの項

目の実情の把握を中心に、お取引先様とサステナブル調達を阻害するリスク
の特定を進めています。顕在化したリスクについては、お取引先様と協力し
改善を行います。また、サステナブル調達に関する教育を、社内外に展開して
います。これらの活動は、指標（KPI）を定めて進捗を管理しています。�
�

 活動計画と実績  
2021年度は、2020年度に引き続き、人権デューディリジェンスを基本としたサプライチェーンに

おけるCSRリスクを低減する活動を実施しました。お取引様の事業所へ環境保全や人権に関する質
問票（以下、SAQ）を送付し、その回答を評価することで高リスクな事業所を特定しています。

� 1 活動のPDCAサイクル�
　2019年度に制定したKPIに基
づき、お取引先様とのコミュニ
ケーションを行ってサプライ
チェーンのCSRリスクを軽減す
るよう努め、右の図に示す活動
のサイクルを実行しています。�

�
2 グローバル調達としての連携�

　SAQの実施もグローバルに展開しています。お
取引先様には、実際にYOKOGAWAグループに供給
いただく製品を製造する事業所からの回答をお願
いし、お取引先様（Tier�1�Supplier）がYOKOGAWA
グループに供給いただく製品を別企業から購入し
ている場合は、その先の企業（Tier�2�and�lower）の
事業所からSAQの回答をいただくようにお願いし
ています。

　　　　
3 SAQ（Self-Assessment Questionnaire）実施計画と実績�
　毎年、グローバルな取引実績の80％の発注内容を分析し、専門家の指導の下に作成したロジッ
クを用いて購入内容からリスク評価を行い、200社を選定しSAQを送付しています。

※��JEITA�（Japan�Electronics�and�Information�Technology�Industries�Association）:一般社団法人電子情報技術産業協会�

KPI項目 累計送付予定企業数 累計送付企業数 累計回答事業所数 年度�

SAQを実施いただく
お取引先様の事業所の数

200社 191社 166事業所 2020年度

400社 389社 333事業所 2021年度

600社 ― ― 2022年度�

※�RBA（Responsible�Business�Alliance）：グローバルなサプライチェーンにおける社会的責任を推進する企業同盟�

年度ごとの実施状況
を公開

2019年度
YOKOGAWA全体を俯
瞰したリスク評価を
実施し、KPIを設定

2020年度〜2022年度
重要なお取引先様へのSAQ（Self-Assessment Questionnaire）

を基盤とし、サステナブル調達を実施

特定
SAQ回答の分析

評価
SAQ回答分析

結果の評価

統合と行動
SAQ評価結果の
送付と改善要求

追跡
モニタリングと改善
へのフィードバック

コミュニケーション
簡易

フィードバックSAQ送付

グループ横断のデー
タを基に重要なお取
引先様を選定

低リスクサプライヤー

横河電機（本社）
調達統制部門

グループ
会社

グループ
会社

グループ
会社

SAQ依頼の流れ

Tier1 suppliers

Tier2 and lower

�「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドライン」はウェブサイトで紹介しています。�
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このSAQは、３つのカテゴリーからなり、それぞれに複数の設問があります。2021年度の平均の得
点率は下図のとおりです。

� 4 改善への取り組み�
お取引先様と連携し改善への道を歩むため、当社グループのサプライチェーンにおけるサステ

ナブル調達についての賛同を確認し、確認先の約8割の事業所様から賛同をいただいています。�
SAQへの回答をいただいた事業所には採点結果と改善内容をフィードバックしています。また、

採点内容を分析し、所定の点数以下の事業所とは、改善のためのシートを用いコミュニケーション
を行った上で、次年度、再度SAQを実施し改善を確認します。�
2021年度は、COVID-19の影響により訪問できなかった一部の事業所については、SAQの回答を

基にヒアリングを実施し、改善に向けたコミュニケーションを行いました。

 サステナブル調達教育  
サステナブル調達に関するeラーニングを準備し、調達活動に

関わる社員がオンデマンドで講座を受講できるシステムを提供
しています。サステナブル調達の進め方については、グローバル
調達メンバーで連携し取り組みを進めています。また、社内のみならず社外に対しても、JEITA「責
任ある企業行動ガイドライン」に基づくSAQ策定TFの牽引や講演会での講演への登壇など積極的
な参画をしています。

サプライチェーンマネジメント

グリーン調達の推進   
YOKOGAWAでは、お客様に提供する製品・ソリューションのライフサイクル全体を考慮し、環境

負荷の低減と付加価値の増大を図るため、環境負荷の少ない製品（商品）・サービスの購入促進や、
生物多様性・環境配慮等に積極的に取り組んでいるお取引先様との取引を推進しています。オフィ
ス機器においても筐体がバイオプラスチック素材のPCを標準品として採用するなど、調達戦略に
もSDGsへの貢献を考慮しています。また、新たなお取引先様には、「YOKOGAWAグループグリーン
調達ガイドライン」を提示し、取引契約を締結しています。化学物質などに関する法規制（REACH
規則・RoHS指令・TSCAなど）遵守のため、製品含有化学物質の管理推進体制を構築し、資材・部品に
含有される化学物質について調査・管理しています。また、お取引先様へ情報伝達・教育啓蒙のため
の説明会も適宜開催しています。

お取引先様とのパートナーシップの強化   
横河電機では、定期的に主要なお取引先様の経営層と交流を行い、パートナーシップの強化に

努めています。また、お取引先様への責任ある調達に関する教育コンテンツを作成するJEITAのタ
スクフォース活動に参画し、セミナーのご案内などをはじめ単なる取引に終わらない信頼関係を
構築できるよう⽇々努めています。さらに、生産子会社の主催でお取引先様別の「部品展示会」や
「技術セミナー」を開催し、お取引先様の取扱商品や市場動向および部品動向などについて、グルー
プの各製品開発部署へ紹介する場として活用しています。�

コンプライアンス調達の強化    
グループ共通のマネジメントルールとして、調達におけるコンプライアンス遵守のための基準

を定め、グループ会社の責任者と密にコミュニケーションをとりながらグループ全体でコンプラ
イアンス調達の強化に取り組んでいます。また、取引基本契約にコンプライアンス条項を明記して
います。コンプライアンスに違反、または、その疑いがあるとお気づきになられたお取引先様の通
報窓口として「ヘルプライン」を設置しています。

■2021年度調査時
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職場の安全

B-2
労働者の
健康
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平均
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A
人権
労働平均

A-2
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児童労働

82.8

54.4
43.7 42.2

68.1 70.8
65.461.4

79.3 80.2

�「YOKOGAWAグループ�グリーン調達ガイドライン」はウェブサイトで紹介しています。�
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サプライチェーンマネジメント

※�OECD�DD�Guidance：�経済協力開発機構（OECD）の「紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデュー・ディリ
ジェンス・ガイダンス」��

調達統制部門
�（調達戦略·統制）

製造責任部門
（製造・工務）

製品責任部門
（営業・企画）

製品法規制管理部門
（調査）

YOKOGAWAグループ
人権の取り組みと連携

お客様 お取引先様

下請法の遵守     
下請法を遵守するため、社外講習会の受講や、購買関係者を対象にしたeラーニングによる⾃社

オリジナルテキストの学習および受講者の理解度確認用の簡易試験を定期的に実施し、意識向上
に努めています。また、各部署・グループ各社に責任者を設置し、下請法に関する情報の共有を図
り、遵守体制を構築しています。�

調達BCPの実行      
お客様が必要とする製品の安定供給は重要な社会的責任であると認識し、調達BCPの取り組みを

行っています。近年のCOVID-19、ロシア－ウクライナ紛争の状況下では、グローバルな調達組織で連
携し、お取引先様のご協力の元、生産地情報の管理・物流状況を把握し、お客様への影響を最小化する
ように努めています。また短期的な活動のみならず、主要な製品の重要な部品の調達情報を分析し今
後の状況を踏まえた、長期的な視点でのサプライチェーンマネジメントの改革を進めていきます。

紛争鉱物問題に関する取り組み      
1 基本方針

YOKOGAWAグループでは、“YOKOGAWAグループ人権方針”に基づき、グローバルカンパニーと
して、紛争地域および高リスク地域からの鉱物の採掘、取引、取扱いなどに関連し発生する可能性が
ある人権侵害などに加担してしまうといった重大リスクを防止するため、責任ある鉱物調達に取り
組んでいます。YOKOGAWAグループでは経済協力開発機構(OECD)の「OECD�Due�Diligence�
Guidance�for�Responsible�Supply�Chains�of�Minerals�from�Conflict-Affected�and�High-Risk�Areas
（OECD�DD�Guidance)※�」を参考に、グループ企業として体制を構築し、サプライチェーンにわたる
鉱物調査、サプライチェーン管理などを実施し、紛争地域および高リスク地域で発生する人権侵害
や贈収賄などのリスクに関わる鉱物を含む製品の購入を防止する活動に取り組んでいます。�

2 体制
OECD�DD�Guidanceに記載されている手順を参考に、関連する部門が連携し、YOKOGAWAグ

ループの体制を整えています。この体制に従い、お客様の要望などを踏まえ、お取引先様の協力の
もと、紛争鉱物の使用に関する調査を進めています。調査の結果、武装勢力の資金源となっている
事実が判明した場合は、直ちにその使用回避のための活動に取り組みます。
さらに業界団体であるJEITAの「責任ある鉱物調達検討会」にメンバーとして参加し、業界連携

を図りつつ最新情報の把握に努めています。最新情報および紛争鉱物に関する調査のために標準
化された手順をYOKOGAWAグループにも展開しています。

�YOKOGAWAグループの責任ある鉱物調達についての取り組みはウェブサイトで紹介しています。�
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情報セキュリティ推進体制
YOKOGAWAでは、ISO27001の考え方をベースに情報セキュリティ活動を展開し、方針や施策は情報

セキュリティ統括管理責任者から各事業部／本部および関係会社に通達されます。また、運用がルール
どおりに行われているかについて事務局による実地確認などで把握し、必要な改善を図っています。
情報セキュリティを推進するため、YOKOGAWAの各事業部・本部・関係会社に情報セキュリティ体制

を整備しています。各組織はそれぞれ毎年期初に活動計画を⽴案し、年度末に成熟度確認チェックシー
トを用いて⾃らの組織のレベルをチェックするなどして、円滑な情報セキュリティ推進活動の鍵として
PDCAサイクルを回しています。

情報セキュリティ委員会
あわせて、サイバー攻撃への対応力を高め、お客様が安全に安心して事業活動を継続できるよう、情

報セキュリティ委員会を運営しています。この委員会は、製品を含めた各分野のサイバーセキュリティ
担当者で構成されており、グループ内での情報共有や最新動向の把握に努めています。

サイバー攻撃への対応
サイバー攻撃は後を絶たず手口も巧妙になっています。これらのサイバー攻撃によるリスクを

顕在化させないために、YOKOGAWAではインシデント対応チーム「CSIRT」が対処しています。
2021年12月にJavaベースのオープンソースロギングライブラリApache�Log4jに関して非常に深
刻度が高い脆弱性が公表され世界中で猛威を振るいました。YOKOGAWAにおいても本脆弱性の
悪用を試みた攻撃が確認されましたが、インシデント原因や被害状況を正しく把握し早期に対処
を行ったことで大事にはいたっていません。
また、インシデント被害を局所化するための事後対応として、多くの関係者を巻き込むなど他

部門との連携が極めて重要な意味を持ちます。2022年度も緊急度の高いインシデントに対応でき
るよう体制強化を行い、CSIRTの対応能力の向上を図っていきます。

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ委員会ISMS

経営監査 情報セキュリティ
マネジメントシステム 

情報インフラに関する
セキュリティインシデント管理

製品に関する
セキュリティインシデント管理

内部統制展開システムの一つ

CSIRT 製品セキュリティ担当部署

マーケティング担当部署

セキュリティビジネス
担当部署

委員長：情報システム担当役員
事務局：情報システム担当部長

サイバー攻撃の状況把握、
取り組み
グローバルセキュリティ活動　

製品のセキュリティ管理
製品マネジメント規程の
策定と維持

・
・

・

・

情報資産に対する内部不
正や人的セキュリティ対策
の取り組み

・ セキュリティインシデントへの対応方
針の決定
全社セキュリティ体制の整備と管理
力強化

・

・ ITセキュリティの最新動
向のリサーチ

・

セキュリティビジネスの市
場動向

・

情報セキュリティ
統括管理責任者

事業部長・本部長

部門長

情報セキュリティ
管理推進者

情報セキュリティ管理推進者

部門長

情報セキュリティ
管理推進者

部門長

情報セキュリティ
管理推進者

情報セキュリティ
YOKOGAWAは、お客様と一体となってソリューションを提供しています。ステークホルダーの皆様から信頼をいただいてお預かりする大切な情報を守るため、人・物・ITの観点から情報セキュ

リティ対策に取り組んでいます。

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories



67YOKOGAWAサステナビリティレポート2022

YOKOGAWAの情報セキュリティ対策
　秘密情報の適切な管理のため、客観的に秘密として管理していると認識できる状態にあることが
必要です。YOKOGAWAでは秘密情報に対して秘密情報区分を設定し、区分に応じた管理をしていま
す。また、秘密情報を守るために、人・物・ITの３つの観点から情報セキュリティ対策に取り組んでい
ます。

人：情報セキュリティ教育の実施
情報を守るためには、社員一人ひとりの意識が重要です。手にした情報をどのように取り扱うか、

⾃ら考え対策を実践できるよう、YOKOGAWAではeラーニングを活用した全社教育を毎年実施し、情
報セキュリティに関する最新の知識を共有し、セキュリティインシデント発生時の対応や、事例を通
じた再発防止策を掲載した社内ニュースを都度発行して社員へ周知しています。また、より実践的な
内容として、有識者を招いての情報セキュティに関する講演、フィッシング、ビジネスメール詐欺、標
的型攻撃対応に関する教育・訓練や、ライン・マネージャー向けやモバイルユーザー向けなどの役割
に応じた教育を行っています。さらに、その成果が⽇頃の情報セキュリティ活動へ反映されているか
について情報セキュリティ監査で確認しています。

物：わかりやすく、安心に　（構内セキュリティ）
情報セキュリティは「わかりやすい」ことが大切です。社員、来訪者ごとに⽴入ることのできるエリ

アを明確にして、来訪者がゲストエリア以外へ⽴ち入る際は「構内⽴入カード」を着用します。オフィ
スエリアでは24時間施錠の入退館管理で、本社構内の財産・情報資産の保護に努めています。
　また、個人認証で必要なときに必要なものだけを印刷する仕組みMPS（Managed�Print�Service）に
より、印刷物の置き忘れや混入を防いでいます。

IT：見えないところで守っていく
うっかり漏洩、知らないことによる誤用といった人間の過ちをITの仕組みで防ぐとともに、外部

からのサイバー攻撃への備えも多層化して実施しています。⽇々多様化しているサイバー攻撃に
対しては、最新の脆弱性対応情報を入手し、セキュリティ機器の設定をチューニングしたり、クラ
ウドと機械学習の技術を使用したプライベートSOC（Security�Operation�Center）を設置したり
し、不正アクセスの予兆やインシデントの早期発見に努めています。

顧客プライバシー保護
YOKOGAWAでは、お客様からお預かりした個人情報を適切に管理し活用するために、個人情報

保護方針を掲げ、ルールを整備しています。併せて、グローバルで多様に変化する個人情報保護へ
の要件に対し、リスク軽減に取り組んでいます。
2021年度においては、グローバルにGDPR（General�Data�Protection�Regulation：EU一般デー

タ保護規則）を取り上げてのプライバシー保護教育、国内に向けては令和二年�改正個人情報保護法
に関する教育を実施しています。また、顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して、
各グループ会社からの報告を集約しているシステムにおいて不服申し⽴てはありませんでした。

情報セキュリティ

情報セキュリティ対策

［物］ 個人認証
プリントシステム

［物］ 構内
セキュリティ強化

必要な時に必要な
ものだけ印刷

ゲスト/オフィス
エリアの明確化

24時間施錠の
入退館管理

構内立入カード
業務用PC

URLフィルタなど

ファイアウォール・侵入対策など

メール

Web

［人］ 教育 全社員教育・訓練・講演・
マネージャー教育など

迷惑メールフィルタ・
ウイルスチェックなど

YOKOGAWA

セキュリティパッチ・アンチ
ウイルス・メール誤送信防
止＆暗号化ツールなど

［IT］ 内部対策

［IT］ 出口対策

インターネット［IT］ 入口対策

OUTIN

［IT］ ログ管理

外部からの攻撃
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製品・サービスに関するセキュリティマネジメント
YOKOGAWAグループは、サイバー脅威への継続的な対策がお客様および社会における重要な課題と

認識し、製品およびサービスの提供を通して、お客様とともに取り組んでいきます。近年、地域、業種、事
業規模を問わずサイバー攻撃のリスクが高まっています。石油パイプラインや⾃動車サプライチェーン
へのランサムウェアによるサイバー攻撃など数多くの事例が確認されています。特に重要インフラへ
のサイバー攻撃は、昨今の世界情勢もあり、社会経済活動に多大な影響を及ぼすことから、国家安全保
障上の課題となってきています。こうした状況を受けて、YOKOGAWAグループはこれらサイバー空間
に起因する重要インフラのリスクを軽減するため、さまざまな活動に取り組んでいます。

主な取り組み
製品開発からシステム導入、システム運用までをシステムのライフサイクルと捉え、ライフサイク

ルを通してお客様のセキュリティ活動を支援することで、サイバー空間に起因する重要インフラの
リスク軽減に取り組んでいます。

 製品開発
� �� セキュリティ対策の基本方針と対策基準を設け、それらを開発プロセスに組み込み、製品からの脆弱
性排除とセキュリティ向上に取り組んでいます。
� �� 当社制御システムの製品開発部門は、国際的なセキュリティ認証推進組織ISCIが推進するISASecure�
SDLA認証（Security�Development�Lifecycle�Assurance)を取得してい
ます。この認証は、制御システム製品の開発プロセスがセキュアな製品
の開発に必要な要件を満たすことを第三者が評価する認証で、国際標
準規格IEC62443-4-1に準拠した開発が行われていることを審査するも
のです。当社は、国内でこの認証を取得した初めての制御システム製品
サプライヤーです。
� �� セキュリティ品質確保のため、主要製品のCENTUM�VPとProSafe-RSで
はISASecure�CSA認証�(Component�Security�Assurance)�を取得してい
ます。�ISASecure�CSA認証は制御機器のセキュリティに関する国際標
準規格IEC62443-4-1およびIEC62443-4-2に準拠した認証です。

  システム導入
� �� ��エンジニアへのセキュリティトレーニングやセ
キュリティラボを中心としたセキュリティ技術の
調査・研究とシステムへのセキュリティ対策導入サ
ポートにより、システムインテグレーションにおい
て、セキュリティの均質な実装とセキュアなインテ
グレーションの遂行に取り組んでいます。

 システム運用
� �� セキュリティプログラムを運用することで、お客様
のシステムにおけるサイバーセキュリティリスクを
ライフサイクルにわたり低減すること、またOTのセ
キュリティリスク管理と経営リスク管理をつなぐこ
と、それをIT/OT�Convergence(融合)、SoSなどの時代
に合わせてお客様が安全・安心な経営をとれるよう
に最適なセキュリティ体制を実現することを目指し
ます。本プログラムはPDCAサイクルを追求し、継続
的な改善と更新を行う全6フェーズを提供します。

 PSIRT（Product Security Incident Response Team）
� �� 製品に関わる脆弱性情報を広く情報収集し、入手した情報をグループに展開、調査、該当する脆弱性
情報を対策情報も含めお客様に開示し、お客様のセキュリティ活動を支援しています。

ISASecure SDLA認証

Security Competence Laboratory （SCL）

情報セキュリティ

セキュリティプログラム
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品質保証の基本方針
1 �創業の精神である「品質第一」に基づくお客様重視、および経営品質向上による「健全で利益ある経
営」の実現を目的とする品質マネジメントを実行する。

2 ���法令・規制要求事項およびお客様要求事項を満たす製品を提供する。
3 �国際規格ISO9001の要求事項に適合する適正水準の品質マネジメントシステムを確⽴し、実行し、
その有効性を継続的に改善する。

4 ��すべての組織および要員の成果によってお客様満足を向上する。そのために、一人ひとりが「品質
第一の心」をもって良質な仕事を行う。

5 �組織の長は、担当業務品質に直接的責任を負う。これには資源が使用できることを確実にすること
を含む。

お客様満足と品質  
YOKOGAWAは、質の高い製品とソリューションを提供することで、お客様にご満足いただいて

います。これを支えるのは、100年以上守り続けてきた創業の精神である「品質第一」です。品質マ
ネジメントの基本的な考え方は、QA、QI、Qmの3つの輪で構成されています。

この3つの要素すべてが調和することで、初めてお客様の満足と永続的な信頼を得ることがで
きると考えています。YOKOGAWAの高い品質を守るためには、特に「品質第一の心」が重要と考え
ています。「品質第一の心」をもつことの重要性をグループ全社員が認識し、グループ共通のルール
や考え方のもと各業務の中で、品質をつくりこんでいます。�

品質保証の活動 
YOKOGAWAは創業以来、お客様に満足いただける製品とソリューションをお届けするため開発・

企画・設計・製造から販売・サービスまでの各プロセスで、品質マネジメントシステムを構築してきま
した。1992年にはISO9001の認証を取得し、国内および海外の主要グループ会社でも、ISO9001の認証
を取得しています。製品のサポートについては、お客様のさまざまな問題やトラブルに、スペシャリス
トが対応しています。グローバルレスポンスセンターにより、お客様設備の安全を絶えず見守るサー
ビス体制を、グローバルに展開しています。また、YOKOGAWAの品質保証体制の中で計測器のトレー
サビリティを確保しています。流量校正装置に関しては、Japan�Calibration�Service�System（JCSS：
計量法校正事業者登録制度）の認定を国内で初めて取得しています。

 YOKOGAWA QHSE※月間 
⽇本では、1960年に⽇本科学技術連盟、⽇本規格協会、⽇本生産性本部、⽇本能

率協会が、毎年11月を品質月間に定めました。YOKOGAWAでも継続して活動を
行っています。�
さらに、2018年からは、品質だけでなく、経営の基盤となる労働安全衛生と地

球環境保全に関する内容も加え、「QHSE月間」と名付け、毎年11月にグループでさ
まざまな活動を展開しています。�
品質、労働安全衛生、地球環境保全の大切さを浸透させるため、グループ社員がデザインした

「QHSE月間ポスター」を掲示しています。また、品質第一だけでなく、労働安全衛生、地球環境保全に関
する経営トップの考えをQHSE月間メッセージとして、グループ社員に配信しています。�

 YOKOGAWA QA手帳
品質を維持向上するため、⽇々の作業に関する心構えをわかりや

すく解説する「QA手帳」を作成しました。グループで運用できるよう
に5か国語に展開しています。作業者は常に持ち歩き、「品質第一の
心」を確認しています。

品質保証（QA）の輪
「品質がすべてに優先する」という考えのもと、お客様により良いものを
永続的に提供しています。

品質改善（QI）の輪
質の高い製品とサービスを提供するための体制づくりに取り組んでい
ます。

品質第一の心（Qm）の輪
社員一人ひとりが創業の精神である「品質第一の心」をもっています。

品質マネジメント3つの輪

Quality Assurance
品質保証

QA

Qm

QI

Quality mind
品質第一の心

Quality Improvement
品質改善

QHSE月間ポスター 

製造作業者向け「QA手帳」

※�QHSE：Quality�Health�and�Safety�Environment�

品質保証
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社会データ

データ項目 2017 2018 2019 2020 2021

従業員数（人） YOKOGAWAグループ 18,290 17,848 18,107� 17,715 17,258
横河電機単体 2,590 2,574 2,496 2,536 2,503

マネージャーに占める女性比率（％） YOKOGAWAグループ 9.9 9.4 10.2 11.7 12.6
横河電機単体 4.3 5.4 6.3� 8.5 8.6

従業員に占める女性比率（％） YOKOGAWAグループ 21.2 21.9 21.7� 21.9 22.5
横河電機単体 14.7 15.5 16.5� 17.4 18.1

障害者雇用率（％）
国内 2.31

（2018/6）
2.27

（2019/6）
2.27

（2020/6）
2.40

（2021/6）
2.46

（2022/6）
労働組合組織率（％） 横河電機単体 74.8 73.7 73.1 73.7 72.7

データ項目 2017 2018 2019 2020 2021
休業災害発生率

（休業災害件数÷延べ実労働時間数×100万）
従業員 0.33 0.28 0.34 0.11 0.41
派遣・請負 0.34 0.46 0.28 0.00 0.23

死亡災害発生件数（件）
従業員 0 0� 0 0 0
派遣・請負 0 0 0� 0 0

寄付・コミュニティ投資
（百万円）

活動内容

金銭寄付 127.1 194.3 184.4 229.7 199.5
社員の参加・派遣 1.4 1.7 1.0� 0.6 0.7
現物寄付・施設開放 14.3 7.4 45.9 4.1 12.7
管理費用 18.0 18.0 18.0� 18.0 18.0
合計 160.8 221.4 249.3 252.4 230.9

国内外
国内 106.4 178.9 175.6 180.7 191.3
海外 54.4 42.5 73.7 71.7 39.6
合計 160.8 221.4 249.3 252.4 230.9

データ項目 2017 2018 2019 2020 2021

エネルギー使用量（GJ）

国内 676,375 684,085 632,217 623,618 641,173
海外 829,572 854,898 831,180 758,685 745,515
合計 1,505,947 1,538,983 1,463,397 1,382,303 1,386,688
売上高原単位（GJ/億円） 370 381 362 369 356

再生可能エネルギー使用量（kWh） 83,288 130,915 111,948 174,629 2,593,964

温室効果ガス排出量（t-CO2e）

国内 35,185 34,447 30,745 29,850 28,331
海外 49,697 49,439 48,025 42,966 42,155
合計 84,882 83,886 78,770 72,816 70,486
売上高原単位（t-CO2e/億円） 20.88 20.78 19.48 19.46 18.08
Scope 1 15,412 15,015 14,000 11,727 12,015
Scope 2 69,470 68,871 64,770 61,089 58,471

データ項目 2017 2018 2019 2020 2021

水資源投入量（千㎥）

国内 319 316 247 240 187
海外 296 245 266 248 238
合計 615 561 513 488 425
売上高原単位（千㎥/億円） 0.15 0.14 0.13 0.13 0.11

排水量（千㎥）
国内 236 267 246 236 184
海外 282 232 228 227 219
合計 518 499 474 463 403

廃棄物発生量（t）

国内 2,350 2,566 2,414 1,977 2,530
海外 2,455 2,624 2,499 2,406 2,162
合計 4,805 5,190 4,913 4,383 4,692
売上高原単位（t/億円） 1.18 1.29 1.22 1.17 1.20

非有害廃棄物（t）

リサイクル 3,224 3,528 3,333 2,851 3,142
焼却 138 126 393 481 434
埋立 720 784 613 524 333
合計 4,082 4,438 4,339 3,856 3,909

有害廃棄物（t）

リサイクル ― ― ― ― 708
焼却 ― ― ― ― 75
埋立 ― ― ― ― 0
合計 723 752 574 527 783

環境データ

データ項目 区分 カテゴリー 2020 2021

サプライチェーン温室効果ガス排出量
Scope３（t-CO2e）

（―）は対象外

上流

1 購入した商品とサービス 197,858 225,275
2 資本財 26,154 24,926
3 Scope１または２に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 10,734 10,722
4 輸送と配送 17,660 15,055
5 事業で発生する廃棄物 1,012 1,055
6 出張 4,294 5,460
7 従業員の通勤 3,523 3,448
8 リース資産 ― ―

下流

9 輸送と配送 ― ―
10 販売した製品の処理 ― ―
11 販売した製品の使用 529,700 492,060
12 販売した製品の廃棄 1,026 1,003
13 リース資産 ― ―
14 フランチャイズ ― ―
15 投資 ― ―

合計 791,961 779,004

サステナビリティデータ
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第三者保証
YOKOGAWA は、社会・環境データの信頼性向上のため、外部の第三者（LRQA）による保証を受けています。
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▶ 商号 横河電機株式会社

▶ 英文社名 Yokogawa�Electric�Corporation

▶ 代表取締役社長 奈良　寿

▶ 本社所在地 東京都武蔵野市中町2-9-32

▶ 創立 1915年9月1⽇

▶ 設立 1920年12月1⽇

▶ 資本金 434億105万円

▶ 従業員数 17,258名（YOKOGAWAグループ）
��2,503名（横河電機単体）

▶ 関係会社数 海外110社
国内��11社

（2022年3月31⽇現在）

編集方針

▶ 対象期間
�2021年度（2021年4月1⽇～�2022年3月31⽇）
�過去の主要な活動や、2022年度の最新情報も一部含みます。

▶ 対象範囲
�横河電機株式会社および国内、海外の連結対象会社
�対象範囲の異なるデータについては、各記載箇所に明記します。

▶ 発行時期
�2022年11月（年1回発行）

▶ 想定している読者
�お客様、株主・投資家、お取引先様、社員、地域社会、NPO・NGO、行政など幅広いステークホルダー（利害関係者）

▶ 社名標記について
�「YOKOGAWA」／「YOKOGAWAグループ」／「連結」は、横河電機株式会社および国内・海外の連結対象会社を指します。
�「横河電機」／「横河電機単体」は、横河電機株式会社を指します。

▶ 参照ガイドライン
�・「GRI�スタンダード」（Global�Reporting�Initiative）
�・「環境報告ガイドライン（2018年版）」（環境省）

本レポートでは、YOKOGAWAグループのサステナビリティ情報について開示しています。掲載内容について
は、サステナビリティ情報開示の国際的ガイドラインであるGRIスタンダードの中核オプションに準拠するとと
もに、ステークホルダーの意見を取り入れ、YOKOGAWAの重点課題について開示しています。また、情報の信頼性
を高めるために第三者保証を取得しています。�
今年度は、中期経営計画AG2023で示したサステナビリティ戦略を深化させ、マテリアリティ分析に基づく重点

課題と貢献分野の選定プロセスを明示しました。また、「貢献と成長のストーリー」では、向き合う社会課題とその
解決に向けたアプローチ、創出する価値を具体的に紹介しています。加えて、気候変動リスクと機会（TCFDへの対
応）、人財戦略、温室効果ガス削減の取り組みについても開示を拡充しました。�
財務情報や経営戦略と関連性の高いESG情報については「YOKOGAWAレポート（アニュアルレポート）」をご参

照ください。GRIスタンダード対照表はウェブサイトに掲載しています。�

企業概要
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〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
サステナビリティ推進部
https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/sustainability/
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